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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

（注）１ 売上高には消費税等は含まれていない。 
２ 第101期中に清算したMTSPC, Inc.及びGLO S.r.l.を第101期中から連結子会社から除いている。第100期中に新たに設立

及び出資を行ったGuangzhou Asahi Dongling Research & Development Co., Ltd.を第100期中から連結子会社に含めて
いる。また、第100期から新たに子会社になったMetaldyne Holdings LLC及びその子会社68社を連結子会社に含めてい
る。 
第99期中から、連結に占める重要性が増したため、旭テック東北販売㈱、アサヒサービス㈱、アサヒテックサービス㈱
の３社を新たに連結の範囲に加えている。また、第99期から新たに子会社となったテクノメタル㈱を連結子会社に含め
ている。なお、第99期についてはテクノメタル㈱のみなし取得日が連結会計年度末であるため、貸借対照表のみ連結し
ている。 

３ 第99期中、第101期中、第99期及び第100期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存
在するものの、１株当たり中間（当期）純損失であるため記載していない。 

４ 純資産額の算定にあたり、第100期中間連結会計期間から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業
会計基準委員会 企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用している。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

回次 第99期中 第100期中 第101期中 第99期 第100期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 26,407 44,042 161,269 57,994 145,702 

経常利益 
又は経常損失（△） 

(百万円) 723 997 △3,000 1,447 △162 

中間純利益又は 
中間(当期)純損失（△）

(百万円) △49 283 △2,798 △282 △665 

純資産額 (百万円) 12,621 18,509 75,180 15,332 76,082 

総資産額 (百万円) 47,058 71,988 295,997 72,593 304,691 

１株当たり純資産額 (円) 171.87 171.56 190.00 161.69 190.39 

１株当たり 
中間純利益又は 
中間(当期)純損失（△）

(円) △0.55 2.86 △12.62 △3.74 △6.40 

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) － 2.84 － － － 

自己資本比率 (％) 26.8 22.2 24.9 21.1 24.1 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 2,063 3,187 2,777 2,772 2,675 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,612 △2,087 △7,407 △6,831 △43,306 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,100 △576 2,341 4,366 44,927 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,119 4,664 6,472 4,119 8,735 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人) 
2,829 
(520)

3,667
(750)

10,173
(974)

3,695 
(702)

10,207 
(914)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

（注）１ 売上高には消費税等は含まれていない。 

２ 第99期中、第101期中及び第99期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり中間（当期）純損失であるため記載していない。 

３ 純資産額の算定にあたり、第100期中間会計期間から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用している。 

４ 臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略している。 

  

回次 第99期中 第100期中 第101期中 第99期 第100期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 21,522 21,458 24,384 47,720 49,548 

経常利益 (百万円) 14 534 134 557 1,146 

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失（△）

(百万円) △526 269 256 △724 2,192 

資本金 (百万円) 5,712 7,220 34,384 7,218 34,384 

発行済株式総数 (千株) 88,845 99,398 299,185 99,376 299,179 

純資産額 (百万円) 12,413 15,195 71,778 14,734 71,390 

総資産額 (百万円) 41,442 51,742 109,643 54,286 110,642 

１株当たり純資産額 (円) 168.43 158.20 181.86 151.75 182.81 

１株当たり 
中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失（△）

(円) △5.93 2.72 △0.85 △8.71 12.06 

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) － 2.70 － － 11.26 

１株当たり配当額 (円) － － － － － 

自己資本比率 (％) 30.0 29.4 65.2 27.1 64.4 

従業員数 (人) 822 774 787 780 755 



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当企業グループが営む事業の内容について重要な変更はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

（注）１ 従業員数は就業人員（当企業グループから当企業グループ外への出向者を除き、当企業グループ外から当企業グループ

への出向者を含む）であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。 

２ 事業の内容としてはその他の事業にあたるアサヒテックサービス㈱の従業員数は、一般素形材部品関連事業に含めてい

る。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

（注）１ 従業員数は他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数である。 

２ 臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略している。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメント 従業員数(人) 

一般素形材部品関連事業 
9,924 
(974) 

機器装置類関連事業 
137 
(－) 

全社(共通) 
112 
(－) 

合計 
10,173 
(974) 

従業員数(人) 787 



  

  

第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰や米国経済の減速懸念等の不安要素はあったもの

の、企業収益の改善や好調な設備投資などを背景に、概ね堅調に推移した。 

このような環境下、当企業グループの当中間連結会計期間の連結売上高は、平成19年１月11日に買収した米国メ

タルダイン社を連結子会社としたこと及びモデルチェンジに伴う自動車部品の需要増を主体に増加し、前年同期比

266.2％増加の1,612億69百万円となった。 

当中間連結会計期間の連結損益は、既存事業における採算性の改善及びメタルダイン社の損益が加わった一方、

メタルダイン社買収に伴うのれんの償却額を計上したこと等により、全体では営業利益31億44百万円（前年同期比

18億64百万円増）となった。また、支払利息が増加したことにより、経常損失は30億円（前年同期比39億98百万円

悪化）、中間純損失は27億98百万円（前年同期比30億82百万円悪化）となった。 

なお、上記連結業績には、メタルダイン社の当中間連結会計期間業績として、売上高1,123億82百万円、営業利益

27億46百万円、経常損失33億36百万円、中間純損失26億33百万円が含まれている。 

  

事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりである。なお、各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売

上高を含めており、営業損益は、配賦不能営業費用控除前の金額である。 

  

〔一般素形材部品関連事業〕 

一般素形材部品関連事業は、メタルダイン社の損益が加わったこと、モデルチェンジに伴う自動車用部品の新規

品の需要増などがあり、この結果、売上高は前年同期比279.3%増加の1,580億64百万円となり、営業利益は、売上高

の増加と生産性向上や購買コストの削減により、前年同期比84.4％増加の36億69百万円となった。 

  

〔機器装置類関連事業〕 

機器装置類関連事業の売上高は、送電線用の災害保全用金具の需要増、水処理工事及び管更生工事の受注増等に

より、前年同期比34.6％増加の32億24百万円となり、営業利益は前年同期比165.1％増加の90百万円となった。 

  

所在地別のセグメントの業績は以下のとおりである。なお、各セグメントの売上高にはセグメント間の内部売上

高を含めており、営業損益は、配賦不能営業費用控除前の金額である。 

  

〔日本〕 

国内売上高は、モデルチェンジに伴う自動車用部品の新規品の受注増加や機器装置関連事業での需要増により、

前年同期比7.4％増加の420億８百万円となり、営業利益は売上高の増加や採算性の向上があったものの、前年同期

比8.7％減少の18億43百万円となった。 

  

〔アジア地域〕 

アジア地域は、メタルダイン社の損益が加わったこと、タイ国内で自動車業界の活況が継続していることによ

り、売上高は前年同期比78.1％増加の139億54百万円となった。営業利益は、原材料の高騰やバーツ高による影響を

受けたものの、売上高の増加や生産性の向上等により前年同期比６億11百万円増の５億56百万円となった。 

  

〔米国・欧州〕 

平成19年１月11日に取得し、前連結会計年度より新たに完全子会社となったメタルダイン社の主な事業拠点であ

る米国と欧州地域の売上高はそれぞれ775億42百万円、273億24百万円となり、米国の営業損失は17億59百万円、欧

州の営業利益は31億16百万円となった。なお、当該セグメントは前連結会計年度末に新たに追加したセグメントで

あるため、前年同期比較については記載していない。 



  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前中間連結会計期間末に比べて18億７百万円増加し、64億72百

万円となった。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、メタルダイン社の業績反映による影響、利息及び法人税等の支払額の増

加などにより、前中間連結会計期間末に比べ４億10百万円減少し、27億77百万円の収入となった。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得及びテクノメタル㈱株式の追加取得などにより、前

中間連結会計期間末に比べ53億20百万円減少し、74億７百万円の支出となった。 

この結果フリー・キャッシュ・フローは、46億30百万円の減少となった。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の増加などにより、前中間連結会計期間末に比べ29億18百万

円増加し、23億41百万円の収入となった。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

 生産、受注及び販売の状況において、当中間連結会計期間より平成19年１月11日に買収したメタルダイン社を一般
素形材部品関連事業に含めている。 
(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりである。 

  
（注）１ 金額は販売価格をもって表示しており、セグメント間振替高は含まれていない。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 
当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  
（注）１ 受注高、受注残高には、セグメント間振替高は含まれていない。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 
当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

  
（注）１ 販売高には、セグメント間振替高は含まれていない。 

２ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりである。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％) 

一般素形材部品関連事業 159,447 664.2

機器装置類関連事業 3,494 123.4

合計 162,941 607.1

事業の種類別セグメント 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

一般素形材部品関連事業 181,625 436.9 41,927 2,499.1

機器装置類関連事業 3,528 86.3 2,354 83.9

合計 185,153 405.5 44,281 987.3

事業の種類別セグメント 金額(百万円) 前年同期比(％) 

一般素形材部品関連事業 158,064 379.3

機器装置類関連事業 3,224 134.6

合計 161,269 366.2

相手先 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

Chrysler LLC － － 23,317 14.5

Ford Motor Company － － 19,319 12.0

三菱ふそうトラック・バス㈱ 18,205 41.3 17,376 10.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、新たに発生した成長戦略に関する課題は次のとおりである。 

(1) 当企業グループでは、平成19年10月31日付で環境装置事業を専門とする100％子会社の旭テック環境ソリュー

ション㈱を設立した。来年４月に、既存の当社環境装置事業部門を分割の上、同社へ移管する予定である。こ

れにより、環境装置事業の更なる発展を目指していく。 

(2) メタルダイン社の業績予想に関して、前年比業績は改善しており、中南米、欧州の事業は概ね堅調に推移して

いるものの、北米における主要客先の在庫調整、生産数量減により、期首見通しに比較して、売上高、営業利

益、経常利益及び当期純利益は減少する見込である。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 当社は、ビジネス領域の拡大及び業務効率の向上を目的として、平成18年２月28日に三菱ふそうトラック・バ

ス㈱との間で、その100％子会社であるテクノメタル㈱（旧 三菱ふそうテクノメタル㈱）の株式の取得に関す

る契約を締結し、128,000株（66%）を取得した。この契約には、締結後の18ヶ月目から36ヶ月目の間に三菱ふ

そうトラック・バス㈱が所有するテクノメタル㈱の残りの持分を当社が一定の価格（現金もしくは株式交換）

で追加取得するという内容の株式買取条項が含まれていた。当社は、平成19年８月29日に本株式買取条項に基

づき、三菱ふそうトラック・バス㈱よりテクノメタル㈱の残りの株式66,000株を16億70百万円で取得した。 

(2) 当社は平成19年８月30日の取締役会決議及び平成19年10月22日の経営会議決議により、平成19年10月31日付で

当社100%子会社旭テック環境ソリューション㈱を新設し、平成20年４月１日をもって当社の環境装置事業を再

編することを決定した。 

なお、詳細については「第５ 経理の状況 注記事項 （重要な後発事象）」に記載のとおりである。 

  



５ 【研究開発活動】 

当企業グループは自動車メーカーの世界的再編と技術革新の中で生き抜くため、コスト及び商品競争力を高める

技術開発を行なってきた。即ち軽量化技術を中心とした開発を継続し、マグネシウム部品の適用拡大、アルミ部品

の新工法開発を行なうとともに、鉄系鋳物においても新工法開発に加えてコスト改善への取組みも進めてきた。な

お、当中間連結会計期間における研究開発人員は218名、研究開発費は19億16百万円で、売上高比1.0％である。 

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと次のとおりである。 

(1) 一般素形材部品関連事業 

①マグネシウムダイカスト：既に乗用車部品を中心に大物マグネシウムダイカスト製品を量産中であり、さら

に採用拡大のための開発および設計を進めている。また、コストインパクトの大きい、材料のリサイクル技

術にも取り組んでいる。 

②内面平滑化技術（ＡＳ処理）：乗用車用インテークマニホールド、オートバイのシリンダーヘッドで量産中

であるが、さらに合金種と熱処理との組合せによって強度特性が大幅に改善されることについて見通しがつ

いたため、具体的な適用に備えて開発を進めている。 

③アルミ新鋳造法：高強度アルミ合金の鋳造製品開発のために、鋳造製法の開発を進めており、精度の高い温

度コントロールによる凝固制御法の開発に取り組んでいる。 

④アルミ新鋳造技術：これまで量産実績がなかった、乗用車用シリンダーヘッドについて、今後のディーゼル

エンジンの拡大に備えて合金種、表面改質技術とともに鋳造技術開発にも取り組んでいる。 

⑤鉄系鋳物：高強度材料であるハイパーダクタイルではトラック部品で量産中であるが、部品拡大および特性

改善のために合金成分の改良を進めている。さらに、新規受注が内定している製品に合致した製法確立にも

取り組んでいる。 

⑥パワートレイン・シャシー：在外連結子会社メタルダイン社においては、自動車メーカーのニーズにより軽

量化技術とフレームデザインの開発を進めており、鍛造技術の確立を図っている。 

当事業に係る研究開発費は、18億46百万円である。 

(2) 機器装置関連事業 

当事業では、水処理関連（管更生事業を含む）システム及び、環境機材等の開発を行ってきた。その成果とし

て、環境機材分野では次世代型高品位グランドマンホール、水処理分野では樹脂チェーン汚泥掻寄機、管更生分

野では通信分野向け新工法の材料開発を行なっている。 

当事業に係る研究開発費は、69百万円である。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれていない。 

  



第３ 【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 当中間連結会計期間における前連結会計年度に計画された重要な設備の新設、改修等の実施状況は以下のとおりで

ある。 

① 新設 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について重要な変更及び

完了はない。 

  

② 改修 

Metaldyne Machining & Assembly Company, Inc.におけるシャシー部品生産設備の改修（一般素形材部品関連

事業）は、当初工事完了を平成19年12月としていたが、計画の見直しにより平成20年３月完了予定に変更されて

いる。なお、完成後の増加能力についても100,000ヶ/月から50,000ヶ/月に見直ししている。 

  

③ 除却 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の除却について重要な変更はな

く、NC-M Chassis System, LLCにおける設備の除却（一般素形材部品関連事業）は当初平成19年７月に完了予定

であったが、平成19年９月に完了している。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  
（注） 定款において種類別の発行可能株式総数は、普通株式は358,412,200株、Ａ種優先株式は28,572,000株、Ｂ種優先株式は

80,000,000株、Ｃ種優先株式は400,000株と定めている。ただし、発行可能株式総数と種類別の発行可能株式総数の合計との

一致については、会社法上要求されていないため、発行可能株式総数の計は397,510,516株と定めている。 

  

② 【発行済株式】 

  

（注）１ 「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株

式数は含まれていない。 

２ Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式の内容は以下のとおりである。 

Ａ種優先株式 

（1）優先利益配当金 

①優先利益配当金 

当社は、剰余金の配当をするときは（配当財産の種類を問わない。）、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記載のＡ

種優先株式を有する株主（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ａ種優先登録

株式質権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）又は普通株主の登録株式質権者

（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につき当該基準日が属する事業年度の初日（同

日を含む。）から当該基準日（同日を含む。）までの期間に関して年１円75銭の金額につき年365日（当該事業年度に閏

月を含む場合は年366日）の日割計算を行って算出される額（１銭未満切捨て）の配当金（以下「Ａ種優先配当金」とい

う。）を支払う。ただし、すでに当該事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当金が支払われた場合において

は、かかるＡ種優先配当金を控除した額とする。 

②優先配当事業年度 

Ａ種優先配当金は、Ａ種優先株式発行後７年以内に開始する７事業年度（以下「Ａ種優先配当事業年度」という。）に

関してのみ支払うものとし、それ以降の事業年度においては支払わない。 

③累積条項 

Ａ種優先配当事業年度に関してＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払うＡ種優先配当金の全部又は一

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 358,412,200 

Ａ種優先株式 28,572,000 

Ｂ種優先株式 80,000,000 

Ｃ種優先株式 400,000 

計 397,510,516 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 259,907,537 259,907,537
東京証券取引所
（市場第一部） 

― 

Ａ種優先株式 28,572,000 28,572,000 ― （注）２ 

Ｂ種優先株式 10,526,316 10,526,316 ― （注）２ 

Ｃ種優先株式 179,179 179,179 ― （注）２ 

計 299,185,032 299,185,032 ― ― 



部が支払われないときは、その不足額を翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「Ａ種累積未払配当金」とい

う。）については、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ってこれをＡ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に支

払う。 

④参加条項 

Ａ種優先配当事業年度に関して、普通株主又は普通登録株式質権者に対してＡ種優先配当金と同額の剰余金の配当を行

った後さらに残余から剰余金の配当を行うときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先配当

金のほか、普通株主又は普通登録株式質権者に対して支払われる１株当たり配当金のうちＡ種優先配当金を超える金額

を支払う。 

（2）残余財産の分配 

      当社は残余財産の分配をするときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式１株につき77

円及びＡ種累積未払配当金相当額を普通株主又は普通登録株式質権者に先立って支払う。Ａ種優先株主又はＡ種優先登

録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。 

（3）議決権 

      Ａ種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

（4）Ａ種優先配当金及び残余財産の調整 

      Ａ種優先株式に関して株式の分割、株式の併合又はＡ種優先株主に募集株式の割当てを受ける権利を付与してＡ種優先

株式の新株発行が行われ、その結果、Ａ種優先配当金又は残余財産の分配額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する価額に調整される。 

（5）普通株式の取得 

①取得を請求し得べき期間 

平成15年10月１日から平成25年９月30日までとする。 

②取得の条件 

1) 当初取得価額 

取得価額は70円とする。 

2) 取得価額の修正 

取得価額は各取得請求の日及び平成25年９月30日に、次のうちいずれか低い方の価額に修正される。 

ア 70円 

イ 取得請求の日に先立つ30取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値(気配表示を含む。) の

平均値（終値のない日数を除く。）（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。）から20

円を差し引いた価額。 

ウ 取得価額の調整 

  マーケットプライス方式による 

③取得請求により交付すべき普通株式数 

Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数は次のとおりとする。 

交付すべき普通株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

④取得請求により発行する株式 

当社普通株式とする。 

（6）優先株式の一斉取得 

取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式は同期間の末日の翌日をもって当社により一斉に取得さ

れ、これと引換えに70円を同期間の末日における取得価額で除して得られる数の普通株式が交付される。普通株式の算

出に当たって１株に満たない端数が生じたときは会社法に定める株式併合の場合に準じてこれを取り扱う。 

  

 Ｂ種優先株式 

（1）優先利益配当金 

①優先利益配当金 

当社は、剰余金の配当をするときは（配当財産の種類を問わない。）、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記載のＢ

種優先株式を有する株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ種優先株式の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先登録

株式質権者」という。）に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき当該基準日が属

する事業年度の初日（同日を含む。）から当該基準日（同日を含む。）までの期間に関して１年当たりＢ種優先株式１

株の払込金額（285円）に0.025を乗じた金額（１銭未満切捨て）につき年365日（当該事業年度に閏月を含む場合は年

366日）の日割計算を行って算出される額（１銭未満切捨て）の配当金（以下「Ｂ種優先配当金」という。）を支払う。

ただし、すでに当該事業年度に属する日を基準日とするＢ種優先配当金が支払われた場合においては、かかるＢ種優先

配当金を控除した額とする。 

②優先配当事業年度 

Ｂ種優先配当金は、Ｂ種優先株式発行後７年以内に開始する７事業年度（以下「Ｂ種優先配当事業年度」という。）に

関してのみ支払うものとし、それ以降の事業年度においては支払わない。 

取得請求により交付すべき 

普通株式数 
＝ 

Ａ種優先株主が取得請求のために提出 

したＡ種優先株式の払込金額の総額 

取得価額 



③累積条項 

Ｂ種優先配当事業年度に関してＢ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して支払うＢ種優先配当金の全部又は一

部が支払われないときは、その不足額を翌事業年度以降に累積し、累積した不足額（以下「Ｂ種累積未払配当金」とい

う。）については、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ってこれをＢ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に支

払う。 

④参加条項 

Ｂ種優先配当事業年度に関して、普通株主又は普通登録株式質権者に対してＢ種優先配当金と同額の剰余金の配当を行

った後さらに残余から剰余金の配当を行うときは、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して、Ｂ種優先配当

金のほか、普通株主又は普通登録株式質権者に対して支払われる１株当たり配当金のうちＢ種優先配当金を超える金額

を支払う。 

（2）残余財産の分配 

当社は残余財産の分配をするときは、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して、Ｂ種優先株式１株につきそ

の払込金額（285円）に1.1を乗じた金額及びＢ種累積未払配当金相当額を普通株主又は普通登録株式質権者に先立って

支払う。Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。 

（3）議決権 

Ｂ種優先株主は株主総会において議決権を有する。 

（4）Ｂ種優先配当金及び残余財産の調整 

Ｂ種優先株式に関して株式の分割、株式の併合又はＢ種優先株主に募集株式の割当てを受ける権利を付与してＢ種優先

株式の新株発行が行われ、その結果、Ｂ種優先配当金又は残余財産の分配額の調整を必要とする場合には、取締役会が

適当と判断する価額に調整される。 

（5）普通株式の取得 

①取得を請求し得べき期間 

平成18年３月28日から平成28年９月30日までとする。 

②取得の条件 

1) 当初取得価額 

取得価額は、Ｂ種優先株式１株の払込金額（285円）とする。 

2) 取得価額の調整 

次のいずれかに該当する場合には、マーケットプライス方式により取得価額の調整を行う。 

ア 取得価額の調整に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は処分する場合（新株予約権の行使

又は転換証券の取得による発行又は処分の場合を除く。） 

イ 株式の分割により普通株式を発行する場合 

ウ 取得価額の調整で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に取得することができる証券又は普通株式を行使

により取得することができる権利（当社の発行する社債に付された新株予約権を含む。）を発行する場合 

取得価額の調整に使用する「時価」とは、調整後取得価額の適用開始日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）と

し、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

なお、上記の他、株式交換、株式移転、会社分割、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により取得価額の調整を

必要とする場合には、取締役会が適当と判断する取得価額に調整される。 

③取得請求により交付すべき普通株式数 

Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数は次のとおりとする。 

交付すべき普通株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

④取得請求により発行する株式 

当社普通株式とする。 

（6）優先株式の一斉取得 

取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかったＢ種優先株式は同期間の末日の翌日をもって当社により一斉に取得さ

れ、これと引換えにＢ種優先株式１株の払込金額（285円）を上記取締役会の決議で定めた取得の条件に従って定められ

た同期間の末日における取得価額で除して得られる数の普通株式が交付される。普通株式の算出に当たって１株に満た

ない端数が生じたときは会社法に定める株式併合の場合に準じてこれを取り扱う。 

  

Ｃ種優先株式 

（1）優先利益配当金 

当社は、取締役会決議又は株主総会決議に基づき、分配可能額の範囲内で、(i) 各四半期配当期間中、Ｃ種残余財産分

配額に年率1.75%の割合（Ｃ種優先株式に関する配当率であり、以下「四半期配当率」という。以下に定義する不履行配

当率の適用がある場合はこれを加えた割合とする。）を乗じた配当金、(ii)当該四半期配当期間以前の四半期配当期間

に支払われるべきＣ種優先株式に対する配当金であって未払いの配当金（以下「累積未払配当金」という。）、(iii)追

加配当金（以下に定義される。）を、当該四半期配当期間の末日を基準日として、当該基準日に当社のＣ種優先株式の

取得請求により交付すべき 

普通株式数 
＝ 

Ｂ種優先株主が取得請求のために提出 

したＢ種優先株式の払込金額の総額 

取得価額 



株主名簿に記録のあるＣ種優先株式の株主（以下「Ｃ種優先株主」という。）又はＣ種優先株式の登録株式質権者（以

下「Ｃ種優先登録株式質権者」という。）に対して、当該四半期配当期間終了後45日以内に支払う。第１回目の四半期

配当期間に関しては、配当金は、平成19年１月１日から累積されるものとみなし、第２回目以降の四半期配当期間に関

しては、当該四半期配当期間の初日から累積される。Ｃ種優先株式の累積未払配当金には、四半期配当期間ごとに、複

利計算で、当該累積未払配当金に、その時点において適用ある四半期配当率に年率2.00％を加えた割合（以下に定義す

る不履行配当率の適用がある場合はこれをさらに加えた割合）を乗じた配当金（以下「追加配当金」という。）が生じ

るものとする。 

Ｃ種優先株主に対して支払われる配当金（追加配当金を含む。）は、１月を30日、１年を360日として計算される。な

お、四半期配当期間に満たない期間に対する配当金（追加配当金を含む。）の計算については、当該四半期配当期間の

初日から計算される。 

「四半期配当期間」とは、毎年１月１日から３月31日まで、４月１日から６月30日まで、７月１日から９月30日まで、

又は10月１日から12月31日までの期間をいう。「取引日」とは、土曜日、日曜日又は日本の金融機関もしくは東京証券

取引所が休みの日以外の日をいう。 

（2）取得条項 

    ①金銭を対価とする一斉取得条項 

1) 一斉取得日に現存するＣ種優先株式は、同日に一斉に取得され、分配可能額の範囲内でこれと引換えに、Ｃ種残余

財産分配額が、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対して交付される。当社は、一斉取得を行う直前に、

取締役会決議又は株主総会決議に基づき、分配可能額の範囲内で、一斉取得日におけるＣ種優先株式の累積未払配

当金（追加配当金を含む。）をＣ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対して支払う。分配可能額が、一斉取

得日における累積未払配当金（追加配当金を含む。）に不足する場合、累積未払配当金（追加配当金を含む。）の

残余額は、一斉取得の取得価額に加算される。 

2) 当社が、前号に従って、発行済Ｃ種優先株式のすべてを取得できず、かつ、取得誘因事由が生じていない場合、当

社が当該Ｃ種優先株式を取得するまで、四半期配当率は、一斉取得日の翌日以降、不履行配当率を加えた率とな

る。 

3) 一斉取得日  

Ｃ種優先株式につき、(i)発行済Ｃ種優先株式の３分の１以上を有する株主が、次号に定義する取得要請を行った場

合、その日が属する四半期配当期間の末日（ただし、取得要請が四半期配当期間の末日の45日前までになされなか

った場合、当該四半期配当期間の次の四半期配当期間の末日とする。）と(ii)当初払込日（次条第3項に定義され

る。）の10年後の応当日が属する四半期配当期間の末日のいずれか早い日。 

4) 取得要請  

Ｃ種優先株式につき、発行済Ｃ種優先株式の３分の１以上を有する株主の書面による同意により当社に対して発行

済Ｃ種優先株式のすべての取得を要請すること（ただし、当初払込日の７年後の応当日の前日まではかかる取得要

請を行うことはできない。）。 

5) 不履行配当率  

Ｃ種優先株式につき、(i)当社が一斉取得日において発行済Ｃ種優先株式のすべてを取得できなかった場合、一斉取

得日の翌日以降年率0.25％、一斉取得日の１年後の応当日の翌日以降年率0.50％、一斉取得日の２年後の応当日の

翌日以降年率0.75％とし、(ii)当社が当初払込日の10年後の応当日が属する四半期配当期間の末日において発行済

Ｃ種優先株式のすべてを取得できなかった場合、当該日の翌日以降、年率1.50％及び(i)に基づき適用されている年

率があればその合計（ただし、年率2.25％を超えることはないものとする。）。 

6) 取得誘因事由  

Ｃ種優先株式につき、30日の期間中の各日の東京証券取引所（普通株式が東京証券取引所に上場されていない場合

で、普通株式がその時点で上場されているその他の証券取引所又は普通株式が登録されている店頭登録市場がある

場合は、当該証券取引所又は当該店頭登録市場）における普通株式の終値がいずれも株式を対価とする取得請求権

における取得価額以上であること。 

    ②金銭を対価とする随時取得条項 

当社は、取締役会決議に基づいて、Ｃ種優先株式の全部又は一部を、以下に定める取得の条件により、Ｃ種優先株主又

はＣ種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対して金銭を支払うこと

と引換えに取得することができる。かかる取得は分配可能額を限度とする。 

1) 取得の条件 

東京証券取引所（普通株式が東京証券取引所に上場されていない場合で、普通株式がその時点で上場されているそ

の他の証券取引所又は普通株式が登録されている店頭登録市場がある場合は、当該証券取引所又は当該店頭登録市

場）における連続20取引日における当社の普通株式の終値の平均値（普通株式が上場していない場合は取締役会が

誠実に決定した普通株式の適正価額）が、株式を対価とする取得請求権における取得価額に1.3を乗じた金額以上に

なった場合。 

2) 取得可能期間  

当初払込日の３年後の応当日の翌日から当初払込日の10年後の応当日が属する四半期配当期間の末日までとする。 

3) 金銭支払額 

Ｃ種優先株式１株につき、Ｃ種残余財産分配額相当額。 

4) 当社は、本項に基づいて、Ｃ種優先株式の全部又は一部を取得する直前に、分配可能額の範囲内で、取締役会決議



又は株主総会決議に基づき、その取得日におけるＣ種優先株式の累積未払配当金（追加配当金を含む。）をＣ種優先株

主又はＣ種優先登録株式質権者に対して支払う。本項の規定にかかわらず、発行済Ｃ種優先株式の累積未払配当金

（追加配当金を含む。）の全額が金銭により支払われない限り、いかなるＣ種優先株式も取得されない。 

    ③取得するＣ種優先株式の選択 

当社が、Ｃ種優先株式の一部のみを取得する場合、当社の取締役会は、Ｃ種優先株主からその保有株式数に応じて按分

して取得する。 

（3）取得請求権 

    ①Ｃ種優先株主は、当社が、Ｃ種優先株式を取得するのと引換えに、普通株式を交付することを請求することができる。

Ｃ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式は、(i)Ｃ種優先株主が取得請求のために提出したＣ種優先株式のＣ

種残余財産分配額及び累積未払配当金（追加配当金を含む。）相当額の合計額を、(ii)その時点における取得価額で除

した数とする。なお、交付すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときはこれを切り捨てる。 

    ②普通株式の種類を変更する場合、当社とその他の法人とが合併する場合（ただし、当社が存続会社となり、かつ、普通

株式の種類変更を伴わないものは除く。）、又は当社の全財産もしくは実質的な全財産（連結計算される財産を基準と

する。）をその他の法人に譲渡する場合（総称して「取引」という。）は、Ｃ種優先株主の承諾なく、Ｃ種優先株式の

取得請求権が行使されたときに交付される財産は、当該取引直前において、Ｃ種優先株主が取得請求権を行使した場合

に受領できたであろう数の普通株式を基準として、かかる普通株式を保有する普通株主が、当該取引において取得した

であろう種類及び数の有価証券、現金又はその他の資産と同様のものに変更される。本項及び当該取引の結果取得する

他の種類の有価証券に係る本項に相当する条項は、今後生じる取引にも引き続き適用される。当社とＣ種優先株主が合

意したものを除いて、本項は、取引に関連してＣ種優先株主が有する唯一の権利であり、Ｃ種優先株主は取引に関して

議決権を有しない。 

    ③「取得価額」とは、別段の定めがある場合を除き、株式を対価とする取得請求権における取得価額をいい、初回のＣ種

優先株式の発行に係る払込の日（以下「当初払込日」という。）の直前の10連続取引日における東京証券取引所の普通

株式の終値の平均値の150%（１円未満は切捨）とする。ただし、次条に定める調整に従う。 

    ④取得請求権の行使に伴って交付すべき普通株式に１株未満の端数が生じた場合、当社は、取得請求の日における普通株

式の市場価格（会社法第167条第３項第１号に定義される。）に端数を乗じた額を支払う。 

（4）取得価額の調整 

    ①取得価額は、随時以下の調整に従う。 

1) 株式無償割当 

当社が、取締役会決議又は株主総会決議に基づいて、普通株主に対して、当社の普通株式の無償割当を行う場合

（株式分割を除く。）、取得価額は、当該無償割当に関する基準日（ただし、当該無償割当に関する取締役会又は

株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）の翌日から、以下のとおり減額調整さ

れる。 

株式無償割当に関する基準日（ただし、当該無償割当に関する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより遅い

場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）の直前に適用される取得価額に、当該基準日（ただし、当該無償割当

に関する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）における

当社の発行済普通株式数を分子とし、当該発行済普通株式数と無償割当により割り当てられる普通株式の数とを合

計した数を分母として得られる割合を乗じた金額。 

2) 新株予約権等 

当社が、取締役会決議又は株主総会決議に基づいて、すべての普通株主に対して、普通株式の割当を受ける権利を

付与し、又は普通株式を目的とする新株予約権を発行もしくは交付（以下総称して「発行等」という。）する場合

において、当該普通株式の割当を受ける権利の付与又は当該新株予約権の発行等に関する基準日（ただし、当該普

通株式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等に関する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより

遅い場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）の直前10連続取引日の間の東京証券取引所（普通株式が東京証券

取引所に上場されていない場合で、普通株式がその時点で上場されているその他の証券取引所又は普通株式が登録

されている店頭登録市場がある場合は、当該証券取引所又は当該店頭登録市場）における普通株式の終値の平均値

（普通株式が上場又は店頭登録されていない場合は取締役会又は株主総会が誠実に決定した普通株式の適正価格と

する。以下「市場価格」という。）より低い価格をもって、普通株式を交付することとなる場合（配当再投資プラ

ン、株式購入プラン、役職員持株会その他類似のプランにより普通株式を取得する場合その他第3項に定める場合を

除く。）、当該普通株式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等に関する基準日（ただし、当該普通株

式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等に関する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより遅い

場合は、当該取締役会又は株主総会決議日）の翌日から、取得価額は以下のとおり減額調整される。 

普通株式の割当を受ける権利の付与又は新株予約権の発行等に関する基準日（ただし、当該普通株式の割当を受け

る権利の付与又は新株予約権の発行等に関する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該取

締役会又は株主総会決議日）の直前に適用される取得価額に、当該基準日（ただし、当該普通株式の割当を受ける

権利の付与又は新株予約権の発行等に関する取締役会決議日又は株主総会決議日がそれより遅い場合は、当該取締

役会又は株主総会決議日）における当社の発行済普通株式数と、新たに発行される普通株式の払込金額又は新株予

約権の行使の結果払込が見込まれる金額（取締役会又は株主総会により誠実に決定されるものとし、取締役会決議

をもって終局的な判断とする。）を普通株式の市場価格で除して得られる数とを合計した数を分子とし、当該発行

済普通株式数に、新たに発行される普通株式数又は当該新株予約権の行使の結果取得される普通株式数の合計数を



分母として得られる割合を乗じた金額。ただし、Ｃ種優先株主が、取得請求権を行使して、普通株式の交付を受け

るときに、当該Ｃ種優先株主に対して、当該普通株式の割当を受ける権利が付与され、又は当該新株予約権が発行

等される場合は、取得価額の調整は行われない。また、当該新株予約権に行使条件が付されている場合は、行使条

件が成就するまでは、取得価額の調整は行われない。 

3) 株式の併合及び分割 

普通株式に関して株式分割される場合、かかる株式分割の効力発生日の翌日から、取得価額は、比例的に減額調整

される。普通株式に関して株式併合される場合、かかる株式併合の効力発生日の翌日から、取得価額は比例的に増

額調整される。 

4) 負債、資産もしくは有価証券の分配 

ア 当社が、株主総会決議又は取締役会決議に基づき、すべての普通株主に対して、その負債、資産もしくは有価証

券（第2号に規定される普通株式の割当を受ける権利もしくは新株予約権、次号に規定される現金でのみ支払われ

る配当金、本号イに規定されるスピン・オフに際して交付される、子会社その他の事業の、もしくはこれらに関

連するあらゆる配当、資本株式もしくは資本持分、又は第1号に規定される株式無償割当を除く。）を配当として

交付する場合（以下「現物配当」という。）、かかる現物配当に関する基準日（ただし、当該現物配当に関する

株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の翌日か

ら、取得価額は、以下のとおり減額調整される。 

現物配当に関する基準日（ただし、当該現物配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場

合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の直前に適用される取得価額に、当該基準日（ただし、当該現

物配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決

議日）における普通株式の市場価格を分子とし、当該普通株式の市場価格と、現物配当により普通株式1株あたり

に交付される財産の適正時価（取締役会により誠実に決定されるものとし、取締役会決議をもって終局的な判断

とする。）とを合計した額をもって分母として得られる割合を乗じた額。本号アが適用される場合は、本号イは

適用されない。 

イ 当社が、株主総会決議又は取締役会決議に基づいて会社分割、会社財産を株主に配当する等の方法によりその一

部の事業を分離する場合（以下「スピン・オフ」という。）、取得価額は、以下のとおり減額調整される。 

スピン・オフに伴う分配に関する基準日（ただし、当該スピン・オフに伴う分配に関する株主総会決議日又は取

締役会決議日がそれより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の直前に適用される取得価額

に、当該基準日（ただし、当該スピン・オフに伴う分配に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより

遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）における普通株式の市場価格を分子とし、当該普通株式

の市場価格と、スピン・オフに伴う分配により普通株式1株あたりに交付される株式又は類似する持分に関する権

利の適正時価を有する対価の合計額（交付される株式について当該時点において公開市場が存在する場合にはか

かる交付が効力を生じた日の直後（かかる交付に係る決済の効力が生じる日が異なる場合には決済の効力が生じ

た直後）の取引日の終値を基に計算されたかかる株式の当該時点における時価総額とし、公開市場が存在しない

場合には取締役会により誠実に決定されるものとし、取締役会決議をもって終局的な判断とする。）をもって分

母として得られる割合を乗じた額。本号イに基づく取得価額の調整は、(1)スピン・オフの効力発生日後２営業日

（効力発生日を含む。）、又は(2)スピン・オフと同時に、スピン・オフに際して交付された株式が、証券取引所

に上場される場合には、当該上場の日のいずれか早期に到来した日に生じる。 

5) 現金による配当 

当社が、株主総会決議又は取締役会決議に基づき、すべての普通株主に現金のみによる配当（前号に基づく現金及

びその他の資産の組合せによる配当を除く。）を行う場合、かかる配当に関する基準日（ただし、当該配当に関す

る株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の翌日か

ら、取得価額は以下のとおり調整される。 

現金による配当に関する基準日（ただし、当該配当に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場

合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）の直前に適用される取得価額に、当該基準日（ただし、当該配当

に関する株主総会決議日又は取締役会決議日がそれより遅い場合は、当該株主総会決議日又は取締役会決議日）に

おける普通株式の市場価格から普通株式1株あたりに配当される現金の額を控除した額を分子とし、当該普通株式の

市場価格を分母として得られる割合を乗じた額。 

6) 自己株式の公開買付け 

当社が、普通株式の全部又は一部について行う現金又は株式による公開買付けの期間が満了し、かかる公開買付け

の条件（期間満了までに行われた変更を含む。）に従って、公開買付期間満了日の翌取引日における普通株式の終

値を超えるような適正時価を有する、普通株式１株に対する対価の合計額（対価として有価証券が交付される場合

において、交付される有価証券について当該時点において公開市場が存在する場合にはかかる交付が効力を生じた

日の直後の（かかる交付に係る決済の効力が生じる日が異なる場合には決済の効力が生じた直後の）取引日の終値

を基に計算されたかかる株式の当該時点における時価総額とし、公開市場が存在しない場合には取締役会により誠

実に決定されるものとし、取締役会決議をもって終局的な判断とする。）を、当社の株主に対して支払う（公開買

付けの条件に記載された上限株式数の範囲内とする買付けがなされる。）こととなる場合、公開買付期間満了の翌

日から取得価額は以下のとおり減額調整される。 

公開買付期間満了日に適用される取得価額に、（A）(x)公開買付期間満了日における普通株式の市場価格に、(y)そ

の日における発行済株式総数（公開買付けに応じた株式数を含む。）を乗じた額を分子とし、（B）(x)（I）公開買



付期間満了日における普通株式の市場価格に、（II）その日における発行済株式総数（公開買付けに応じた株式数

を含む。）から、公開買付けに適式に応募された株式であって、かかる応募が撤回されず、当社が買付けに応じる

（公開買付けの条件に記載された上限株式数の範囲内とする。）ものに係る数を控除して得られた数を乗じた額

と、(y)公開買付けにより当社が株主に対して交付する現金総額とその他の対価の適正時価総額とを合計して得られ

た数を分母として得られる割合を乗じた額。 

    ②軽微な調整 

別段の規定にかかわらず、本条に基づく取得価額の調整は、当該時点において有効な取得価額が、その調整により1.0％

以上増額又は減額されることとなる場合を除き、当社は、これを行う必要はない。かかる軽微な調整は、繰り越され、

繰り越された１回もしくは複数回の調整と合わせて取得価額が1.0％以上増額又は減額されることとなるその後の調整

（もしあれば）と同時に行われる。ただし当社は、軽微であっても、その後の調整が毎年１月１日までに行われなかっ

た場合には、当該軽微な調整は毎年１月１日付けで行われるものとする。取得価額の調整に関する計算にあたり、１円

未満の端数が生じた場合は、四捨五入する。 

    ③調整における例外 

下記の場合は、取得価額の調整は行われない。 

1) 当社の現在又は将来の 配当再投資プラン、株式購入プラン、役職員持株会その他類似のプランに基づき普通株式が

交付される場合 

2) 当社又はその子会社の、現在又は将来の従業員、取締役又はコンサルタントに関する給付規定に基づき、新株予約

権等が付与等される場合 

3) 当初払込の日に存在する新株予約権、新株予約権付社債に基づき普通株式が発行される場合 

4) Ｃ種優先株式の累積未払配当金に関する場合 

（5）残余財産の分配 

当社は、当社の解散に際して残余財産の分配をするときは、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対して、Ｃ種

残余財産分配額に、残余財産分配の日までの累積未払配当（追加配当を含む。）相当額を加算した金額を、普通株主又

は普通登録株式質権者、Ｃ種優先株式に順位が劣後する種類株式の株主又は当該種類株式の登録株式質権者に先立って

支払う。当社の解散に際して、当社の残余財産の額が、Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者、及びＣ種優先株式

と同順位の種類株式の株主又は当該種類株式の登録株式質権者に支払うべき残余財産分配額に不足する場合、当社の残

余財産は、Ｃ種優先株主、Ｃ種優先登録株式質権者、Ｃ種優先株式と同順位の種類株式の株主及び当該種類株式の登録

株式質権者の間で、残余財産が十分であればこれらの者が受け取るべきであった残余財産分配額に従って按分して支払

う。Ｃ種優先株主又はＣ種優先登録株式質権者に対しては、当社の解散に際して上記の残余財産分配以外の分配を行わ

ない。当社の全財産もしくは実質的な全財産の売却、賃貸、交換、譲渡、移転等（その対価が現金、株式、有価証券、

その他の対価のいずれであるかを問わない。）、又は当社の合併は、それらが、当社の解散に関して行われる場合を除

いて、本条にいう解散とはみなされない。 

（6）議決権 

Ｃ種優先株主は、法律により要求される場合又は別段の明示的な規定がある場合を除き、株主総会において議決権を有

しない。 

（7）株式の併合又は分割 

Ｃ種優先株式に関して株式の分割、株式の併合又はＣ種優先株主に募集株式の割当を受ける権利を付与してＣ種優先株

式の新株発行が行われ、その結果、Ｃ種優先配当金、取得価額、又はＣ種残余財産分配額の調整を必要とする場合に

は、当該取引の条件に鑑みて取締役会が適当と判断する金額に調整される。 

（8）諸条件の変更 

Ｃ種優先株式に係る諸条件を変更する場合はＣ種優先株主による種類株主総会において、総議決権数の３分の２以上の

多数による決議を要する。 

(2) 【新株予約権等の状況】 
ストックオプション制度について 
①平成16年６月29日の定時株主総会の決議において旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行された新株予約権
は次のとおりである。 

平成16年６月29日定時株主総会決議 

  
中間会計期間末現在

(平成19年９月30日) 
提出日の前月末現在

(平成19年11月30日) 
新株予約権の数(個) 2,273,879 2,272,379 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,273,879 2,272,379 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり145円  同左 

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成26年６月30日  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    145円 

資本組入額    73円 
 同左 

  

  

新株予約権の行使の条件 

①新株予約権の一部行使はできないもの

とする。 

②その他の権利行使の条件は、当社と新

株予約権者の間で締結されるストック

 同左 



  

  

  

オプション・アグリーメントに定めるも

のとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、当社取締

役会の承認を要するものとする。 
 同左 

代用払込みに関する事項 ―  同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項 
―  同左 



②平成17年６月29日の定時株主総会の決議において旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行された新株予約権
は次のとおりである。 

 Ａプラン 

 Ｂプラン 

  

平成17年６月29日定時株主総会決議 

  中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 85,000 85,000 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 85,000 85,000 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり145円  同左 

新株予約権の行使期間 平成18年７月１日～平成27年６月30日  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    145円 

資本組入額    73円 
 同左 

  

新株予約権の行使の条件 

  

①新株予約権の一部行使はできないもの

とする。 

②その他の権利行使の条件は、当社と新

株予約権者の間で締結されるストック

オプション・アグリーメントに定める

ものとする。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、当社取締

役会の承認を要するものとする。 
 同左 

代用払込みに関する事項 ―  同左 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

―  同左 

平成17年６月29日定時株主総会決議 

  中間会計期間末現在
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 838,000 834,500 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 838,000 834,500 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり261円  同左 

新株予約権の行使期間 平成19年６月29日～平成27年６月28日  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    261円 

資本組入額   131円 
 同左 

  

  

新株予約権の行使の条件 

  

  

①新株予約権の一部行使はできないもの

とする。 

②その他の権利行使の条件は、当社と新

株予約権者の間で締結されるストック

オプション・アグリーメントに定める

ものとする。 

  

  

 同左 

  

  

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡はできない。  同左 

代用払込みに関する事項 ―  同左 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

―  同左 



③平成18年６月29日の定時株主総会の決議において会社法第236条、第238条及び第239条に基づき発行された新株予約権は次
のとおりである。 

 プラン① 

(注) 当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に従い、新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合併

により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該新設分

割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立する株式

会社の新株予約権が交付されうるものとする。 

この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。 

（ⅰ）新株予約権の目的である株式会社 

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収合併に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を

継承する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全子会社となる株式会社又は株

式移転により設立する株式会社の同種の株式 

     （ⅱ）新株予約権の目的である株式の数 

        合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。 

        調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、これを

切り捨てる。 

     （ⅲ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価格（行使価格） 

        合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。 

        調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げることとする。 

     （ⅳ）新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる事

由等 

        合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定める。 

     （ⅴ）譲渡制限 

        新株予約権の譲渡については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要する。 

  

 プラン①２ 

平成18年６月29日定時株主総会決議 

  中間会計期間末現在

(平成19年９月30日) 
提出日の前月末現在

(平成19年11月30日) 
新株予約権の数(個) 120,000 120,000 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 120,000 120,000 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり251円  同左 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成28年６月28日  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    251円 

資本組入額   126円 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合における資本金の額は、会社計算規

則第40条第１項に従い算出される資本金

等増加限度額の２分の１の金額とし、計

算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げることとする。また、新株予

約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額は、上記

記載の資本金等増加限度額から上記に定

める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

 同左 

  

  

新株予約権の行使の条件 

  

  

①新株予約権の一部行使はできないもの

とする。 

②その他の権利行使の条件は、当社と新

株予約権者の間で締結されるストック

オプション・アグリーメントに定める

ものとする。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡はできない  同左 

代用払込みに関する事項 ―  同左 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)  同左 

平成18年６月29日定時株主総会決議 

  中間会計期間末現在

(平成19年９月30日) 
提出日の前月末現在

(平成19年11月30日) 
新株予約権の数(個) 240,000 240,000 



(注) 当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に従い、新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合併

により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該新設分

割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立する株式

会社の新株予約権が交付されうるものとする。 

この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。 

（ⅰ）新株予約権の目的である株式会社 

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収合併に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を

継承する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全子会社となる株式会社又は株

式移転により設立する株式会社の同種の株式 

     （ⅱ）新株予約権の目的である株式の数 

        合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。 

        調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、これを

切り捨てる。 

     （ⅲ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価格（行使価格） 

        合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。 

        調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げることとする。 

     （ⅳ）新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる事

由等 

        合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定める。 

     （ⅴ）譲渡制限 

        新株予約権の譲渡については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要する。 

  

 プラン② 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 240,000 240,000 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり251円  同左 

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日～平成28年６月28日  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    251円 

資本組入額   126円 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合における資本金の額は、会社計算規

則第40条第１項に従い算出される資本金

等増加限度額の２分の１の金額とし、計

算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げることとする。また、新株予

約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額は、上記

記載の資本金等増加限度額から上記に定

める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

 同左 

  

  

新株予約権の行使の条件 

  

  

①新株予約権の一部行使はできないもの

とする。 

②その他の権利行使の条件は、当社と新

株予約権者の間で締結されるストック

オプション・アグリーメントに定める

ものとする。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡はできない  同左 

代用払込みに関する事項 ―  同左 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)  同左 

平成18年６月29日定時株主総会決議 

  中間会計期間末現在

(平成19年９月30日) 
提出日の前月末現在

(平成19年11月30日) 
新株予約権の数(個) 1,165,000 1,161,000 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,165,000 1,161,000 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり251円  同左 

新株予約権の行使期間 平成20年７月１日～平成28年６月28日  同左 

発行価格    251円 

資本組入額   126円 



(注) 当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に従い、新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合併

により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該新設分

割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立する株式

会社の新株予約権が交付されうるものとする。 

この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。 

（ⅰ）新株予約権の目的である株式会社 

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収合併に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を

継承する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全子会社となる株式会社又は株

式移転により設立する株式会社の同種の株式 

     （ⅱ）新株予約権の目的である株式の数 

        合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。 

        調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、これを

切り捨てる。 

     （ⅲ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価格（行使価格） 

        合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。 

        調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げることとする。 

     （ⅳ）新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる事

由等 

        合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定める。 

     （ⅴ）譲渡制限 

        新株予約権の譲渡については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要する。 

  

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合における資本金の額は、会社計算規

則第40条第１項に従い算出される資本金

等増加限度額の２分の１の金額とし、計

算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げることとする。また、新株予

約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額は、上記

記載の資本金等増加限度額から上記に定

める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

 同左 

  

  

新株予約権の行使の条件 

  

  

①新株予約権の一部行使はできないもの

とする。 

②その他の権利行使の条件は、当社と新

株予約権者の間で締結されるストック

オプション・アグリーメントに定める

ものとする。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡はできない  同左 

代用払込みに関する事項 ―  同左 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)  同左 



④平成18年11月16日の臨時株主総会の決議において会社法第236条、第238条及び第239条に基づき発行された新株予約権は次
のとおりである。 

(注) 当社が消滅会社となる合併、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転を行う場合には、合併契約、吸収分割契約、

新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画に従い、新株予約権に代えて、当該合併後存続する株式会社、当該合併

により設立する株式会社、当該吸収分割に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を承継する株式会社、当該新設分

割により設立する株式会社、当該株式交換により株式交換完全親会社となる株式会社又は株式移転により設立する株式

会社の新株予約権が交付されうるものとする。 

   この場合に、交付されうる新株予約権の条件は、以下に定めるとおりとする。 

（ⅰ）新株予約権の目的である株式会社 

合併後存続する株式会社、合併により設立する株式会社、吸収合併に際して吸収分割会社の事業に係る権利義務を

継承する株式会社、新設分割により設立する株式会社、株式交換により株式交換完全子会社となる株式会社又は株

式移転により設立する株式会社の同種の株式 

     （ⅱ）新株予約権の目的である株式の数 

        合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。 

        調整の結果、新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数が生じる場合、これを

切り捨てる。 

     （ⅲ）新株予約権の行使に際して出資される財産の価格（行使価額） 

        合併、会社分割、株式交換又は株式移転の比率に応じて調整する。 

        調整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。  

     （ⅳ）新株予約権を行使することができる期間、新株予約権の行使の条件、会社が新株予約権を取得することができる事

由等 

        合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計画において定める。 

     （ⅴ）譲渡制限 

        新株予約権の譲渡については、新株予約権を交付する会社の取締役会の承認を要する。 

  

平成18年11月16日臨時株主総会決議 

  中間会計期間末現在

(平成19年９月30日) 
提出日の前月末現在

(平成19年11月30日) 
新株予約権の数(個) 2,492,782 2,438,592 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 2,492,782 2,438,592 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり313円  同左 

新株予約権の行使期間 平成20年１月11日～平成29年１月11日  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格    313円 

資本組入額   157円 

新株予約権の行使により株式を発行する

場合における資本金の額は、会社計算規

則第40条第１項に従い算出される資本金

等増加限度額の２分の１の金額とし、計

算の結果生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げることとする。また、新株予

約権の行使により株式を発行する場合に

おける増加する資本準備金の額は、上記

記載の資本金等増加限度額から上記に定

める増加する資本金の額を減じた額とす

る。 

 同左 

  

  

新株予約権の行使の条件 

  

  

①新株予約権の一部行使はできないもの

とする。 

②その他の権利行使の条件は、当社と新

株予約権者の間で締結されるストック

オプション・アグリーメントに定める

ものとする。 

 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の譲渡については、当社取締

役会の承認を要するものとする。 
 同左 

代用払込みに関する事項 ―  同左 
組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項 

(注)  同左 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注） 新株予約権の行使による増加である。 

  

年月日 

発行済株式 

総数増減数 

(株) 

発行済株式 

総数残高 

(株) 

資本金 

増減額 

 (百万円) 

資本金残高 

 (百万円) 

資本準備金 

増減額 

(百万円) 

資本準備金 

残高 

(百万円) 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日（注） 
6,000 299,185,032 0 34,384 0 35,309 



(5) 【大株主の状況】 
平成19年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

アールエイチジェイ・インター
ナショナルSA/NV 
（常任代理人： 
①アンダーソン・毛利・友常法
律事務所 

②リーマン・ブラザーズ証券会
社東京支店） 

ベルギー王国ブリュッセル1050ルイーズアベ
ニュー326 
  
（①東京都港区六本木一丁目６番１号） 
  
（②東京都港区六本木六丁目10番１号） 
  

110,450 36.91 

三井物産㈱ 東京都千代田区大手町一丁目２番１号 56,895 19.01 

メタルダインインベストメント 
ファンドワンエルエルシー 
（常任代理人： 
 ㈱三井住友銀行証券ファイナ
ンス営業部） 

米国コネチカット州グリーンウィッチ、レイ
ルロードアヴェニュー55 
（東京都千代田区丸の内１丁目３番２号） 
  
  

34,037 11.37 

中央三井グロースキャピタル 
第二号投資事業有限責任会社 

東京都中央区日本橋室町３丁目２番８号 7,281 2.43 

クレディ・スイス・ファース
ト・ボストン・エクイティ・パ
ートナーズ・エルピー 
（常任代理人： 
㈱RHJインターナショナルジ
ャパン） 

バミューダ諸島、エイチエム12、ハミルト
ン、31 チャーチストリート、リード・ハウ
ス 
（東京都千代田区内幸町１丁目１番７号） 
  
  

6,419 2.14 

ジャパン・キャスティングⅢ・ 
エルピー104020 
（常任代理人： 
 ㈱みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室） 

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グランド
ケイマン、ジョージタウン、メアリーストリ
ート、私書箱908GTウォーカーハウス 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  

5,714 1.90 

マスコ・コーポレーション 
（常任代理人： 
㈱RHJインターナショナルジ
ャパン） 

米国ミシガン州テイラー、ヴァンボーンロー
ド21001 
（東京都千代田区内幸町１丁目１番７号） 
  

2,243 0.74 

エイチアイピーサイドバイサイ
ドパートナーズエルピー 
（常任代理人： 
 ㈱三井住友銀行証券ファイナ
ンス営業部） 

米国コネチカット州グリーンウィッチ、レイ
ルロードアヴェニュー55 
（東京都千代田区丸の内１丁目３番２号） 
  
  

2,069 0.69 

ユービーエスエージーロンドン
アカウントアイピービーセグリ
ゲイテッドクライアントアカウ
ント 
（常任代理人：シティバンク銀
行㈱） 

スイス連邦バーゼル市アエシェンフォーシュ
タート48 
  
  
（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 
  

2,000 0.66 

ザチェースマンハッタンバンク
385032 
（常任代理人： 
 ㈱みずほコーポレート銀行兜
町証券決済業務室） 

英国EC2P 2HDコールマンストリート、ウール
ゲートハウス 
（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
  
  

1,841 0.61 

計 － 228,953 76.52 



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式3,000株（議決権３個）が含まれている。 

２ Ａ種優先株式、Ｂ種優先株式及びＣ種優先株式の内容については「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （１）株式

等の総数等 ②発行済株式」の注記に記載のとおりである。 

  
② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 Ｃ種優先株式   179,179 － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式 
(自己保有株式) 

405,000 － － 

完全議決権株式(その他) 
普通株式   259,081,000
Ａ種優先株式 28,572,000
Ｂ種優先株式 10,526,000

259,081
 28,572 － 
10,526

単元未満株式 
普通株式    421,537
Ｂ種優先株式      316

 － － 

発行済株式総数   299,185,032   － － 

総株主の議決権 － 298,179 － 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
旭テック株式会社 

静岡県菊川市堀之内 
547番地の１ 

405,000 － 405,000 0.13

計 － 405,000 － 405,000 0.13 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 238 222 204 206 189 136 

最低(円) 195 191 183 175 117 99 



３ 【役員の状況】 
前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおける役員の異動は次のとおりである。 

(1) 取締役の状況 

退任役員 

  

(2) 執行役の状況 

 該当事項なし。 

  

なお、当半期報告書の提出日後の役員の異動として、次のとおり決定している。 

(1) 取締役 

①退任役員 

(注) なお、ティモシー・D・ルーリエットの退任にあたって予定される退職金の支払額については、契約に基づき検討中であ

り、半期報告書提出日現在において未定である。 

  

②役職の異動 

  

(2) 執行役 

①新任役員 

(注) 任期は執行役就任日から平成20年３月期に係る定時株主総会終結後最初に開催される取締役会終結の時までである。 

  

②退任役員 

  

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 － 植田 兼司 平成19年11月23日 

役名 職名 氏名 退任予定年月日 

取締役共同会長 － 
ティモシー・D・ 
ルーリエット 

平成20年１月11日 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動予定年月日 

取締役共同会長 取締役 
トーマス・T・ 
ストールケンプ 

平成20年１月11日 

役名 職名 氏名 任期 
所有株式数 
（千株） 

就任予定年月日 

執行役 
共同最高 
経営責任者 

－ トーマス・アマート (注) － 平成20年１月11日 

役名 職名 氏名 退任予定年月日 

執行役 
共同最高経営責任者 

－ 
ティモシー・D・ 
ルーリエット 

平成20年１月11日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

 (1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成している。 

  

 (2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月

30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表

について、あずさ監査法人により中間監査を受けている。 

  

３ 金額単位の変更について 

当社の連結財務諸表及び財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載してい

たが、前連結会計年度及び前事業年度より百万円単位をもって記載することとした。なお、比較を容易にするため、

前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示している。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 
  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 ※2 4,718     6,522     8,803    

２ 受取手形及び売掛金 ※2,8 16,067     41,437     42,298    

３ たな卸資産 ※2 9,874     24,909     22,009    

４ 繰延税金資産    ※2 277     2,947     4,186    

５ その他 ※2 1,055     4,225     5,289    

貸倒引当金   △35     △344     △372    

流動資産合計     31,957 44.4   79,697 26.9   82,215 27.0

Ⅱ 固定資産                    

(1) 有形固定資産 ※1                  

１ 建物及び構築物 ※2 8,524     18,216     18,861    

２ 機械装置及び 
  運搬具 

※2 11,249     57,593     62,050    

３ 工具器具備品 ※2 2,602     －     5,563    

４ 土地 ※2 13,532     17,095     16,996    

５ 建設仮勘定 ※2 1,445     －     4,352    

  ６ その他 ※2 －     10,457     －    

有形固定資産合計     37,354 51.9   103,362 34.9   107,824 35.4

(2) 無形固定資産                    

１ ソフトウェア   551     －     1,326    

２ のれん ※2 135     48,814     49,397    

３ 特許権等 ※2 －     32,597     33,201    

４ 顧客基盤等 ※2 －     25,511     25,992    

５ その他   33     1,148     35    

無形固定資産合計     721 1.0   108,072 36.5   109,953 36.1

(3) 投資その他の資産                    

１ 投資有価証券 ※2 533     669     625    

２ 繰延税金資産   249     －     422    

３ その他 ※2 1,396     4,150     3,583    

貸倒引当金   △224     △297     △348    

投資その他の資産 
合計 

    1,955 2.7   4,523 1.6   4,283 1.4

固定資産合計     40,031 55.6   215,958 73.0   222,060 72.9

Ⅲ 繰延資産     － －   342 0.1   415 0.1

資産合計     71,988 100.0   295,997 100.0   304,691 100.0
                     



  

  
  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形及び買掛金 ※8 13,771     42,774     43,421    

２ 短期借入金 ※2,7 4,145     4,467     5,423    

３ 未払法人税等   313     1,629     2,075    

４ 賞与引当金   1,201     1,876     2,078    

５ 売上損失引当金   339     －     1,312    

６ 製品補償引当金   56     －     －    

７ 完成工事補償引当金   42     －     －    

８ その他引当金 ※9 －     1,839     1,336    

９ その他 ※8,11 4,973     14,554     17,891    

流動負債合計     24,845 34.5   67,142 22.7   73,539 24.1

Ⅱ 固定負債                    

１ 社債 ※2 －     47,051     47,977    

２ 長期借入金 ※2,7 18,057     68,830     66,292    

３ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

  2,818     2,816     2,816    

４ 退職給付引当金   4,648     16,933     18,621    

５ 役員退職慰労引当金   139     －     151    

６ 環境対策引当金   166     －     346    

７ その他引当金 ※10 －     964     －    

８ 負ののれん   51     39     45    

９ その他   2,751     17,038     18,819    

固定負債合計     28,633 39.8   153,675 51.9   155,070 50.9

負債合計     53,478 74.3   220,817 74.6   228,609 75.0

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金   7,220   10.0 34,384   11.6 34,384   11.3

２ 資本剰余金   8,144   11.3 35,309   11.9 35,308   11.6

３ 利益剰余金   △3,104   △4.3 △6,159   △2.0 △3,449   △1.1

４ 自己株式   △15   △0.0 △18   △0.0 △17   △0.0

株主資本合計     12,244 17.0   63,516 21.5   66,226 21.8

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  46   0.1 42   0.0 70   0.0

２ 繰延ヘッジ損益   178   0.2 △132   △0.0 －   －

３ 土地再評価差額金   3,048   4.2 3,044   1.0 3,044   1.0

４ 為替換算調整勘定   474   0.7 7,154   2.4 3,907   1.3

評価・換算差額等 
合計 

    3,748 5.2   10,108 3.4   7,022 2.3

Ⅲ 新株予約権     7 0.0   267 0.1   108 0.0

Ⅳ 少数株主持分     2,509 3.5   1,288 0.4   2,724 0.9

純資産合計     18,509 25.7   75,180 25.4   76,082 25.0

負債純資産合計     71,988 100.0   295,997 100.0   304,691 100.0
                     



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年4月１日 
至 平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 
Ⅰ 売上高     44,042 100.0   161,269 100.0   145,702 100.0

Ⅱ 売上原価     39,321 89.3   147,337 91.4   130,224 89.3

Ⅲ 売上損失引当金 
取崩額(△) 

    △362 △0.8   △279 △0.2   △336 △0.2

売上総利益     5,083 11.5   14,211 8.8   15,814 10.9

Ⅳ 販売費及び一般管理費 ※1   3,803 8.6   11,067 6.9   12,538 8.6

営業利益     1,279 2.9   3,144 1.9   3,276 2.3

Ⅴ 営業外収益                    

１ 受取利息   1     46     19    

２ 受取配当金   6     3     6    

３ 負ののれん償却額   5     5     11    

４ 持分法による 
  投資利益 

  33     66     90    

５ 社内発生屑処分益   16     －     32    

６ 輸出奨励金   53     70     178    

７ 為替差益   62     143     134    

８ デリバティブ評価益   4     －     －    

９ 雑収入   11 195 0.5 53 390 0.2 56 529 0.3

Ⅵ 営業外費用                    

 １ 支払利息   419     6,169     3,605    

 ２ 原価外税金   5     －     －    

３ 雑損失   52 477 1.1 365 6,534 4.0 362 3,967 2.7

   経常利益     997 2.3   － －   － －

   経常損失     － －   3,000 △1.9   162 △0.1

Ⅶ 特別利益                    

１ 退職給付引当金 
  戻入額 

※3 －     472     －    

２ 賞与引当金戻入額 ※4 －     336     －    

３ 過年度訴訟負担額 
  及び補償費見積差額 

  －     137     －    

４ 固定資産売却益 ※2 7     129     35    

５ 役員退職慰労引当金 
  取崩額 

  0     －     －    

６ 製品補償引当金 
  繰入額 

  3     －     －    

７ 受取保険金   10     －     10    

８ 満期保険返戻金   －     146     －    

９ その他   － 20 0.0 19 1,241 0.9 133 178 0.1

Ⅷ 特別損失                    

１ 過年度役員退職慰労 
  引当金繰入額 

  21     －     21    

２ 固定資産処分損 ※5 164     260     370    

３ 減損損失 ※6 8     7     23    

４ 特別退職手当   －     131     －    

５ 環境対策引当金 
  繰入額 

  146     －     282    

６ その他   16 356 0.8 14 414 0.3 5 704 0.5

税金等調整前 
中間純利益 

    661 1.5   － －   － －

税金等調整前 
中間(当期)純損失 

    － －   2,173 △1.3   687 △0.5

法人税、住民税 
及び事業税 

  300     1,302     1,215    

法人税等調整額   △51 248 0.6 △851 450 0.3 △1,486 △270 △0.2

少数株主利益     128 0.3   173 0.1   248 0.2

中間純利益     283 0.6   － －   － －

中間(当期)純損失     － －   2,798 △1.7   665 △0.5
                     



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 7,218 8,142 △3,392 △14 11,954 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 1 1     3 

 土地再評価差額金の取崩     4   4 

 中間純利益     283   283 

 自己株式の取得       △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

1 1 288 △1 289 

平成18年９月30日残高(百万円) 7,220 8,144 △3,104 △15 12,244 

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 43 ― 3,052 282 3,378 ― 2,387 17,720 

中間連結会計期間中の変動額                 

 新株の発行               3 

 土地再評価差額金の取崩               4 

 中間純利益               283 

 自己株式の取得               △1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) 3 178 △4 192 369 7 121 499 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 3 178 △4 192 369 7 121 789 

平成18年９月30日残高(百万円) 46 178 3,048 474 3,748 7 2,509 18,509 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 34,384 35,308 △3,449 △17 66,226 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 0 0     0 

 中間純利益     △2,798   △2,798 

 自己株式の取得       △1 △1 

 在外子会社退職給付債務変動額     88   88 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

0 0 △2,709 △1 △2,710 

平成19年９月30日残高(百万円) 34,384 35,309 △6,159 △18 63,516 

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 70 － 3,044 3,907 7,022 108 2,724 76,082 

中間連結会計期間中の変動額                 

 新株の発行               0 

 中間純利益               △2,798 

 自己株式の取得               △1 

 在外子会社退職給付債務変動額               88 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △27 △132 － 3,246 3,086 158 △1,436 1,808 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △27 △132 － 3,246 3,086 158 △1,436 △901 

平成19年９月30日残高(百万円) 42 △132 3,044 7,154 10,108 267 1,288 75,180 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 7,218 8,142 △3,392 △14 11,954 

連結会計年度中の変動額           

 新株の発行 27,165 27,165     54,331 

 当期純利益     △665   △665 

 自己株式の取得       △3 △3 

 在外子会社退職給付債務変動額     601   601 

 土地再評価差額金の取崩     8   8 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 27,165 27,165 △56 △3 54,272 

平成19年３月31日残高(百万円) 34,384 35,308 △3,449 △17 66,226 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主 
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 43 3,052 282 3,378 － 2,387 17,720 

連結会計年度中の変動額               

 新株の発行             54,331 

 当期純利益             △665 

 自己株式の取得             △3 

 在外子会社退職給付債務変動額             601 

 土地再評価差額金の取崩             8 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 26 △8 3,625 3,644 108 336 4,089 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 26 △8 3,625 3,644 108 336 58,361 

平成19年３月31日残高(百万円) 70 3,044 3,907 7,022 108 2,724 76,082 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間純利益 
又は中間(当期)純損失(△)   661 △2,173 △687 

減価償却費   2,110 10,518 8,469 

減損損失   8 7 23 

のれん償却額   6 1,280 633 

負ののれん償却額   △5 △5 △11 

特別退職手当   － 131 － 

貸倒引当金の増減額(減少：△)   12 △71 38 

退職給付引当金の増減額 
(減少：△)   △10 △631 904 

役員退職慰労引当金の 
増減額(減少：△)   42 － 54 

環境対策引当金の増減額 
(減少：△)   146 － 276 

固定資産の除却・売却損益   172 130 334 

売上損失引当金の増減額 
(減少：△)   △362 － △336 

受取利息及び受取配当金   △7 △50 △25 

支払利息   419 6,169 3,605 

為替差損益(差益：△)   △55 187 △136 

持分法による投資損益(利益：△)   △33 △66 △90 

売上債権の増減額(増加：△)   2,215 1,239 △5,177 

たな卸資産の増減額(増加：△)   △33 △2,825 1,212 

仕入債務の増減額(減少：△)   △1,293 △2,262 △2,461 

その他   270 △125 △543 

小計   4,264 11,451 6,082 

利息及び配当金の受取額   7 50 25 

利息の支払額   △412 △6,915 △2,149 

法人税等の支払額   △244 △1,369 △857 

法人税等の還付額   － 78 － 

特別退職手当支払額   － △518 － 

アドバイザリー費用及び 
リファイナンス費用支払額   △426 － △426 

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,187 2,777 2,675 



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △54 △50 △122 

定期預金の払戻による収入   29 68 118 

有形固定資産の取得による支出   △1,963 △6,483 △6,286 

有形固定資産の売却による収入   32 647 39 

無形固定資産の取得による支出   － △10 △10 

連結子会社株式の追加取得に 
よる支出   △44 △1,670 △44 

その他   △87 92 △37,001 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,087 △7,407 △43,306 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金純増減額   △937 △468 △827 

長期借入れによる収入   － 10,024 24,988 

長期借入金の返済による支出   － △6,823 △32,269 

株式の発行による収入   △7 0 53,883 

 セール・アンド・リースバック 
による収入   517 － 550 

ファイナンス・リース債務の返済 
による支出   △178 △424 △621 

少数株主への配当金の支払額   △7 △7 △7 

少数株主の増資引受による払込額   42 46 42 

その他   △4 △6 △810 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △576 2,341 44,927 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   21 25 319 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   544 △2,263 4,615 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   4,119 8,735 4,119 

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高   4,664 6,472 8,735 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に 
  関する事項 

(1) 連結子会社の数 ９社 
 連結子会社の名称 
  豊栄工業㈱ 
  テクノメタル㈱ 

Asahi Tec Aluminium  
(Thailand) Co., Ltd. 
Asahi Tec Metals  
(Thailand) Co., Ltd. 
Guangzhou Asahi  
Dongling Research  
& Development Co., 
Ltd. 
旭テック東北販売㈱ 
アサヒサービス㈱ 
アサヒテックサービス
㈱ 
Argon Acquisition  
Corp. 
  
当中間連結会計期間に
新たに設立及び出資を
行ったGuangzhou  
Asahi Dongling  
Research &  
Development Co., 
Ltd.及びArgon  
Acquisition  Corp.を
当中間連結会計期間か
ら連結子会社に含めて
いる。 

(1) 連結子会社の数 75社
 連結子会社の名称 

豊栄工業㈱ 
テクノメタル㈱ 
Metaldyne Holdings  
LLC及びその子会社66
社 
Asahi Tec Aluminium  
(Thailand) Co., Ltd. 
Asahi Tec Metals  
(Thailand) Co., Ltd. 
Guangzhou Asahi  
Dongling Research  
& Development Co., 
Ltd. 
旭テック東北販売㈱ 
アサヒサービス㈱ 
アサヒテックサービス
㈱ 
  
前連結会計年度におい
て連結子会社であった
Metaldyne Holdings  
LLCの子会社である 
MTSPC, Inc.及びGLO  
S. r. l.は清算したた
め、連結の範囲から除
いている。 

(1) 連結子会社の数 77社 
 連結子会社の名称 

豊栄工業㈱ 
テクノメタル㈱ 
Metaldyne Holdings  
LLC及びその子会社68
社 
Asahi Tec Aluminium  
(Thailand) Co., Ltd. 
Asahi Tec Metals  
(Thailand) Co., Ltd. 
Guangzhou Asahi  
Dongling Research  
& Development Co., 
Ltd. 
旭テック東北販売㈱ 
アサヒサービス㈱ 
アサヒテックサービス
㈱ 
  
Metaldyne Holdings  
LLC及びその子会社68
社は、平成19年１月11
日付で新たに子会社と
なり、当連結会計年度
より連結の範囲に含
め、連結修正項目を修
正して連結財務諸表を
作成している。 
また、当連結会計年度
に新たに設立及び出資
を 行 っ た Guangzhou 
Asahi Dongling  
Research &  
Development Co.,  
Ltd.を当連結会計年度
から連結子会社に含め
ている。 

  (2) 主要な非連結子会社の
名称 
―――――――――― 

(2) 主要な非連結子会社の
名称 
―――――――――― 

(2) 主要な非連結子会社の
名称 
―――――――――― 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法の適用に 
  関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社
数       ２社 

 関連会社の名称 
Asahi  Somboon 
Shippo Moulds 
Co.,Ltd 
Dicastal Asahi 
Aluminium Co.,Ltd 

(1) 持分法適用の関連会社
数       ３社 

 関連会社の名称 
Shippo Asahi Moulds  
(Thailand) Co., Ltd. 
Dicastal Asahi  
Aluminium Co., Ltd. 
Wheelhorse Asahi  
Aluminium Co., Ltd. 
  

(1) 持分法適用の関連会社
数       ３社 

 関連会社の名称 
Shippo Asahi Moulds  
(Thailand) Co., Ltd. 
Dicastal Asahi  
Aluminium Co., Ltd. 
Wheelhorse Asahi  
Aluminium Co., Ltd. 

  
Wheelhorse Asahi  
Aluminium Co., Ltd.
は、平成19年３月27日
に出資し、当連結会計
年度より持分法の適用
範囲に含めている。 
Asahi Somboon Shippo 
Moulds Co., Ltd.は、
当連結会計年度におい
てShippo Asahi  
Moulds (Thailand)  
Co., Ltd.に社名を変
更した。 

  (2) 持分法適用会社は中
間決算日が中間連結決
算日と異なるため、中
間会計期間に係る中間
財務諸表を使用してい
る。 

(2)   同左 (2) 持分法適用会社は決算
日が連結決算日と異なる
ため、事業年度に係る財
務諸表を使用している。 

３ 連結子会社の 
  中間決算日 
  （決算日）等に

関する事項 

連結子会社の中間決算日
は、Guangzhou Asahi  
Dongling Research &  
Development Co., Ltd.を
除き、中間連結決算日と
同 一 で あ る。Guangzhou 
Asahi Dongling Research 
& Development Co., Ltd.
の中間決算日は６月30日
であり、中間連結決算日
との差異が３ヶ月以内で
あるため、決算日差異期
間における重要な変動を
除き、６月30日の中間決
算数値をそのまま使用し
ている。 

連結中間決算日と異なる
中間決算日の会社につい
て、その中間決算日と会
社は次のとおりである。 
(1) ６月30日 
Metaldyne Corporation 
の子会社のうち24社 
連結財務諸表の作成に
あたり、９月30日の直
近の日曜日にて中間仮
決算を行っている。 
Guangzhou Asahi  
Dongling Research &  
Development Co., Ltd. 
中間連結財務諸表の作
成にあたっては、６月
30日の中間決算数値を
使用し、中間連結決算
日との間に生じた重要
な取引については連結
上必要な調整を行って
いる。 

(2) ６月30日の直近の日
曜日 
Metaldyne  Corporation
の子会社のうち31社 
連結財務諸表の作成に
あたり、９月30日の直
近の日曜日にて中間仮
決算を行っている。 

連結決算日と異なる決算日
の会社について、その決算
日と会社は次のとおりであ
る。 
(1) ３月31日の直近の日曜 
日 
Metaldyne Corporation 
及びその子会社のうち２
社 
連結財務諸表の作成にあ
たっては、同日現在の財
務諸表を使用し、連結決
算日との間に生じた重要
な取引については連結上
必要な調整を行ってい
る。 

(2) 12月31日 
Metaldyne Corporation
の子会社のうち24社 
連結財務諸表の作成にあ
たり、３月31日の直近の
日曜日にて仮決算を行っ
ている。 
Guangzhou Asahi 
Dongling Research & 
Development Co., Ltd. 
連結財務諸表の作成にあ
たっては、同日現在の財
務諸表を使用し、連結決
算日との間に生じた重要
な取引については連結上
必要な調整を行ってい
る。 



    

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ――――――――― ――――――――― (3) 12月31日の直近の日
曜日 
Metaldyne Corporation
の子会社のうち31社 
連結財務諸表の作成にあ
たり、３月31日の直近の
日曜日にて仮決算を行っ
ている。 

４  会計処理基準に 
  関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

中間決算日の市
場価格等に基づ
く時価法(評価差
額は全部純資産
直入法により処
理し、売却原価
は移動平均法に
より算定してい
る。) 

(1) 重要な資産の評価基
準及び評価方法 

① 有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法 

① 有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
    決算期末日の市場

価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定して
いる。) 

     時価のないもの 
    移動平均法による

原価法 

  時価のないもの
同左 

  時価のないもの 
同左 

  ② たな卸資産 
   主として総平均法に

よる原価法 

② たな卸資産
   中間連結財務諸表

提出会社及び国内
連結子会社は主と
して総平均法によ
る原価法、在外連
結子会社は主とし
て先入先出法によ
る低価法 

② たな卸資産 
   連結財務諸表提出会

社及び国内連結子会
社は主として総平均
法による原価法、在
外連結子会社は主と
して先入先出法によ
る低価法 

  ③ デリバティブ 
   時価法 

③ デリバティブ
     同左 

③ デリバティブ 
     同左 

  (2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産 
建物(建物附属設備を
除く) 

   定額法 

(2) 重要な減価償却資産
の減価償却の方法 

① 有形固定資産 
建物(建物附属設備を
除く) 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の
減価償却の方法 

① 有形固定資産 
建物(建物附属設備を
除く) 

同左 
  工具器具備品に含まれ

る金型 
 中間連結財務諸表提
出会社、テクノメタ
ル㈱及び在外連結子
会社は定額法、その
他の国内連結子会社
は定率法を採用して
いる。 

工具器具備品に含ま
れる金型 
   同左 

工具器具備品に含まれ
る金型 
 連結財務諸表提出会
社、テクノメタル㈱
及び在外連結子会社
は定額法、その他の
国内連結子会社は定
率法を採用してい
る。 

  その他の有形固定資産
 中間連結財務諸表提
出会社及びテクノメ
タル㈱を除く国内連
結子会社は定率法、
テクノメタル㈱及び
在外連結子会社は定
額法を採用してい
る。 

その他の有形固定資
産 
   同左 

その他の有形固定資産 
 連結財務諸表提出会
社及びテクノメタル
㈱を除く国内連結子
会社は定率法、テク
ノメタル㈱及び在外
連結子会社は定額法
を採用している。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
る。 

   建物及び構築物 
10～60年 

   機械装置及び運搬具 
４～12年 

   工具器具備品 
２～６年 

なお、主な耐用年
数は以下のとおり
である。 

   建物及び構築物 
10～60年 

   機械装置及び運搬
具 

４～15年 
   工具器具備品 
        ２～７

年 

なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
る。 

   建物及び構築物 
10～60年 

   機械装置及び運搬具 
４～15年 

   工具器具備品 
２～７年 

    （会計方針の変更）
法 人 税 法 の 改 正
（（所得税法等の一
部を改正する法律
平成19年３月30日
法律第６号）及び
（法人税法施行令の
一部を改正する法令
平成19年３月30日
政令第83号））に伴
い、平成19年４月１
日以降に取得したも
のについては、改正
後の法人税法に基づ
く減価償却の方法に
より変更している。
当該変更に伴う損益
に与える影響は軽微
である。 
なお、セグメント情
報に与える影響につ
いては、当該箇所に
記載している。 
（追加情報） 
法人税法の改正に伴
い、平成19年３月31
日以前に取得した資
産については、改正
前の法人税法に基づ
く減価償却の方法の
適用により取得価額
の５％に到達した連
結会計年度の翌連結
会計年度より、取得
価額の５％相当額と
備忘価額との差額を
５年間にわたり均等
償却し、減価償却費
に含めて計上してい
る。 
この結果、従来の方
法に比べ、営業利益
は 245 百 万 円 減 少
し、経常損失及び税
金等調整前中間純損
失がそれぞれ245百
万円増加している。 
なお、セグメント情
報に与える影響につ
いては、当該箇所に
記載している。 

  



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ② 無形固定資産 
  ソフトウェア 
   中間連結財務諸表提

出会社及び国内連結
子会社は、自社利用
のソフトウェアにつ
いて社内における利
用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用
している。 

  その他の無形固定資産 
   定額法 

② 無形固定資産
  ソフトウェア 

自社利用のソフト
ウェアについて社
内における利用可
能期間(３～５年)
に基づく定額法を
採用している。 

特許権等 
   利用可能期間（主と

して20年）に基づく
定額法 

顧客基盤等 
利用可能期間（主と
して15年）に基づく
定額法 

その他の無形固定資
産 
定額法 

② 無形固定資産 
  ソフトウェア 

同左 
  
  
  
  
  
特許権等 

同左 
  
  
顧客基盤等 

同左 
  
  
その他の無形固定資産 

同左 

  (3) ――――――――― 
  

(3) 重要な繰延資産の処理
方法 

株式交付費 
月数を基準とした３年
間の定額法により償却
している。 
  

(3) 重要な繰延資産の処理
方法 

株式交付費 
月数を基準とした３年
間の定額法により償却
している。 
（株式交付費の会計処
理方法の変更） 
当連結会計年度から、
「繰延資産の会計処理
に関する当面の取扱
い」（企業会計基準委
員会 実務対応報告第
19号 平成18年８月11
日）を適用している。
これにより、従来は株
式交付費を支出時の費
用として処理していた
が、当連結会計年度よ
り企業規模の拡大のた
めに行う資金調達など
の財務活動に係る株式
交付費については繰延
資産に計上することと
した。この変更は、当
連結会計年度において
メタルダイン社の買収
による完全子会社化と
同社の既存借入金の返
済のため多額の資金調
達を行い、これに伴う
株式交付費が多額であ
ることからその支出の
効果の及ぶ期間にわた
って費用配分するもの
である。この変更によ
り、従来と同一の基準
によった場合に比べ、
営業外費用として計上
していた株式交付費は
415百万円減少し、経
常損失及び税金等調整
前当期純損失は、それ
ぞれ同額少なく計上さ
れている。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (4) 重要な引当金の計上基
準 

① 貸倒引当金 
   売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備える
ため、中間連結財務
諸表提出会社及び国
内連結子会社は、一
般債権については貸
倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の
債権については個別
に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額
を計上している。ま
た、在外連結子会社
は主として特定の債
権について回収不能
見込額を計上してい
る。 

(4) 重要な引当金の計上
基準 

① 貸倒引当金 
同左 

(4) 重要な引当金の計上基
準 

① 貸倒引当金 
   売上債権、貸付金等

の貸倒損失に備える
ため、連結財務諸表
提出会社及び国内連
結子会社は、一般債
権については貸倒実
績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権
については個別に回
収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計
上している。また、
在外連結子会社は主
として特定の債権に
ついて回収不能見込
額を計上している。 

  ② 賞与引当金 
   従業員の賞与支給に

備えるため、支給見
込額基準により計上
している。 

② 賞与引当金
同左 

② 賞与引当金 
     同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ③ 退職給付引当金 
   中間連結財務諸表提

出会社及び連結子会
社は、従業員の退職
給付に備えるため、
当連結会計年度末に
おける退職給付債務
及び年金資産の見込
額に基づき、当中間
連結会計期間におい
て発生していると認
められる額を計上し
ている。 

   また、数理計算上の
差異は、各連結会計
年度の発生時におけ
る従業員の平均残存
勤務期間以内の一定
の年数（10～15年）
による定額法により
按分した額をそれぞ
れ翌連結会計年度か
ら費用処理すること
としている。 

③ 退職給付引当金
   中間連結財務諸表

提出会社及び連結
子会社は、従業員
の退職給付に備え
るため、当連結会
計年度末における
退職給付債務及び
年金資産の見込額
に基づき、当中間
連結会計期間にお
いて発生している
と認められる額を
計上している。 
また、数理計算上
の差異は、各連結
会計年度の発生時
における従業員の
平均残存勤務期間
以内の一定の年数
（10 ～ 15 年）によ
る定額法により按
分した額をそれぞ
れ翌連結会計年度
から費用処理する
こととしている。 
なお、在外連結子
会社のうちメタル
ダイン社は主とし
て期首の数理計算
上の差異の未認識
額が、退職給付債
務と年金資産のう
ちいずれか大きい
額の10％を超過す
る場合に、従業員
の平均残存勤務期
間等に基づく一定
年数の定額法で費
用処理することと
し て い る。さ ら
に、米国の一部連
結子会社において
は、年金以外の退
職後給付費用につ
いてその総額を見
積り、従業員の役
務提供期間等を基
礎として配分して
い る。な お、米 国
の一部連結子会社
においては、費用
処理されていない
数理計算上の差異
等の未認識額を貸
借対照表で計上す
る こ と と し て い
る。 

③ 退職給付引当金 
   連結財務諸表提出会

社及び連結子会社
は、従業員の退職給
付に備えるため、当
連結会計年度末にお
ける退職給付債務及
び年金資産の見込額
に基づき計上してい
る。 

   また、数理計算上の
差異は、各連結会計
年度の発生時におけ
る従業員の平均残存
勤務期間以内の一定
の年数（10～15年）
による定額法により
按分した額をそれぞ
れ発生の翌連結会計
年度から費用処理す
ることとしている。 

   なお、在外連結子会
社のうちメタルダイ
ン社は主として期首
の数理計算上の差異
の未認識額が、退職
給付債務と年金資産
のうちいずれか大き
い額の10％を超過す
る場合に、従業員の
平均残存勤務期間等
に基づく一定年数の
定額法で費用処理す
ることとしている。
さらに、米国の一部
連結子会社において
は、年金以外の退職
後給付費用について
その総額を見積り、
従業員の役務提供期
間等を基礎として配
分している。なお、
米国の一部連結子会
社においては、費用
処理されていない数
理計算上の差異等の
未認識額を貸借対照
表で計上することと
している。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ④ 役員退職慰労引当金 
   中間連結財務諸表提

出会社及び国内連結
子会社においては、
役員の退職慰労金の
支払いに備えるた
め、内規に基づく中
間期末要支給額の
100％を計上してい
る。 

④ ―――――――――
  

④ 役員退職慰労引当金 
   連結財務諸表提出会

社及び国内連結子会
社においては、役員
の退職慰労金の支払
いに備えるため、内
規に基づく期末要支
給額の100％を計上
している。 
また、在外連結子会
社は役員の退職給付
に備えるため、当連
結会計年度末におけ
る退職給付債務及び
年金資産の見込額に
基づき計上してい
る。 

  ⑤ 環境対策引当金 
中間連結財務諸表
提出会社及び国内
連結子会社は、ポ
リ塩化ビフェニル
（PCB）の処分等に
係る支出に備える
ため、処理費用の
見積額を計上して
いる。 

⑤ ―――――――――
  

⑤ 環境対策引当金 
   連結財務諸表提出会

社及び国内連結子会
社においてはポリ塩
化ビフェニル 
（PCB）の処分等に
係る支出に備えるた
め、処理費用の見積
額を計上している。 
なお、一部在外連結
子会社は、当該国の
環境関連法令及び規
制遵守のために発生
する環境改善費用の
支出に備えるため、
処理費用の見積額を
計上している。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ⑥ 売上損失引当金 
中間連結財務諸表
提出会社及び在外
連結子会社は、継
続受注品のうち、
車種別に売上損益
を計算した結果、
損失となる製品売
上について、その
売上損失の発生に
備えるため、当中
間連結会計期間末
後６ヶ月間を対象
に、外部調査会社
の車種別生産予測
データ等を用いて
見積もった当該車
種 別 の 生 産 台 数
に、当中間連結会
計期間末時点の車
種別・台当たり売
上損失を乗じた見
込額を計上してい
る。な お、受 注 環
境の変化を踏まえ
て、当中間連結会
計期間より見積対
象期間を１年間か
ら６ヶ月間に変更
した。 

⑥ ―――――――――
  

⑥ 売上損失引当金 
連結財務諸表提出会
社及び在外連結子会
社は、継続受注品の
うち、車種別に売上
損益を計算した結
果、損失となる製品
売上について、その
売上損失の発生に備
えるため、当連結会
計年度末後６ヶ月間
を対象に、外部調査
会社の車種別生産予
測データ等を用いて
見積もった当該車種
別の生産台数に、当
連結会計年度末時点
の車種別・台当たり
売上損失を乗じた見
込額を計上してい
る。なお、受注環境
の変化を踏まえて、
当連結会計年度より
見積対象期間を１年
間から６ヶ月間に変
更した。 
また、一部在外連結
子会社は事業再評価
に伴い、継続受注品
について将来発生す
る可能性がある売上
損失見込額を計上し
ている。 

  ⑦ 製品補償引当金 
中間連結財務諸表提
出会社及び在外連結
子会社は、販売製品
に対して将来発生す
るクレームに対応す
るため、過去の実績
を基準にして製品補
償引当金を計上して
いる。 

⑦ ―――――――――
  

⑦ ――――――――― 

  ⑧ 完成工事補償引当金 
中間連結財務諸表提
出会社及び国内連結
子会社は、完成工事
に関する瑕疵担保の
費用に備えるため、
過去の補償実績割合
に基づいて計上して
いる。 

⑧ ―――――――――
  

⑧ ――――――――― 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (5) 重要な外貨建の資産ま
たは負債の本邦通貨への
換算基準 

  外貨建金銭債権債務
は、中間決算日の直物
為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損
益として処理してい
る。なお、在外子会社
等の資産及び負債は、
中間決算日の直物為替
相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期
中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は
純資産の部における少
数株主持分及び為替換
算調整勘定に含めて計
上している。 

(5) 重要な外貨建の資産
または負債の本邦通貨
への換算基準 

    同左 

(5) 重要な外貨建の資産ま
たは負債の本邦通貨への
換算基準 
外貨建金銭債権債務
は、決算日の直物為替
相場により円貨に換算
し、換算差額は損益と
して処理している。な
お、在外子会社等の資
産及び負債は、決算日
の直物為替相場により
円貨に換算し、収益及
び費用は期中平均相場
により円貨に換算し、
換算差額は純資産の部
における為替換算調整
勘定及び少数株主持分
に含めて計上してい
る。 

  (6) 重要なリース取引の処
理方法 
中間連結財務諸表提出
会社及び国内連結子会
社は、リース物件の所
有権が借主に移転する
と認められるもの以外
のファイナンス・リー
ス取引については、通
常の賃貸借取引に係る
方法に準じて処理して
いる。 
在外連結子会社は所在
地の会計基準により、
一定の要件を満たした
ものについて資産計上
している。 

(6) 重要なリース取引の
処理方法 

同左 

(6) 重要なリース取引の処
理方法 
連結財務諸表提出会社
及び国内連結子会社は
リース物件の所有権が
借主に移転すると認め
られるもの以外のファ
イナンス・リース取引
については、通常の賃
貸借取引に係る方法に
準じて処理している。 
在外連結子会社につい
ては所在地の会計基準
により、一定の要件を
満たしたものについて
資産計上している。 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (7) 重要なヘッジ会計の方
法 

(7) 重要なヘッジ会計の
方法 

(7) ――――――――― 

  ① ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジによって
いる。なお、振当処
理の要件を満たして
いる為替予約につい
ては振当処理によっ
ている。 

① ヘッジ会計の方法
   繰延ヘッジ処理によ

っている。 

  

  ② ヘッジ手段とヘッジ対
象 

   当中間連結会計期間
にヘッジ会計を適用
したヘッジ手段とヘ
ッジ対象は次のとお
りである。 
ヘッジ手段…為替予
約 
ヘッジ対象…外貨建
子会社株式取得に係
る予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ
対象 
当中間連結会計期間
にヘッジ会計を適用
したヘッジ手段とヘ
ッジ対象は次のとお
りである。 
ヘッジ手段…為替予
約 
ヘッジ対象…外貨建
予定取引 

  ③ ヘッジ方針 
   デリバティブ取引に

関する権限規定及び
取引に関する限度額
を定めた内部規定に
基づき、ヘッジ対象
に係る為替相場変動
リスクを一定の範囲
内でヘッジしてい
る。 

③ ヘッジ方針
同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方
法 
ヘッジ対象のキャッ
シュ・フロー変動の
累計または相場変動
とヘッジ手段のキャ
ッシュ・フロー変動
の累計または相場変
動を比較し、両者の
変動額等を基礎にし
てヘッジ有効性を評
価している。 

④ ヘッジ有効性評価の方
法 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (8) その他中間連結財務諸
表作成のための重要な事
項 

① 消費税等の会計処理 
   税抜方式 

(8) その他中間連結財務
諸表作成のための重要
な事項 

① 消費税等の会計処理 
同左 

(8) その他連結財務諸表作
成のための重要な事項 

  
① 消費税等の会計処理 

同左 
  ② 売上高の計上基準 

中間連結財務諸表提
出会社は、完成工事
高の計上に関して、
長期請負工事（請負
金額１億円以上かつ
工期１年以上）につ
いては、工事進行基
準によっている。 
なお、当中間連結会
計期間において、工
事進行基準による完
成工事高は149百万
円である。 

② 売上高の計上基準
中間連結財務諸表
提出会社は、完成
工事高の計上に関
して、長期請負工
事（請負金額１億
円以上かつ工期１
年以上）について
は、工事進行基準
によっている。 
なお、当中間連結
会 計 期 間 に お い
て、工事進行基準
による完成工事高
は 390 百万円であ
る。 

② 売上高の計上基準 
連結財務諸表提出会
社は、完成工事高の
計上に関して、長期
請負工事（請負金額
１億円以上かつ工期
１年以上）について
は、工事進行基準に
よっている。 

   なお、当連結会計年
度において、工事進
行基準による完成工
事高は1,858百万円
である。 

  ③ ――――――――― 
   

③ 投資その他の資産の
処理方法 
在外連結子会社は
所在地の会計基準
に従い、借入費用
については借入期
間に基づき、月数
を基準とした定額
法により償却して
いる。 

③ 投資その他の資産の処
理方法 

同左 

５ 中間連結キャッ
シュ・フロー計
算書（連結キャ
ッシュ・フロー
計算書）におけ
る資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金（現
金及び現金同等物）は、手
許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する
短期投資からなっている。 

同左 連結キャッシュ・フロー計
算書における資金（現金及
び現金同等物）は、手許現
金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっている。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する事項） 
当中間連結会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 企業会計
基準第５号 平成17年12月９日)及び
「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準等の適用指針」(企業会
計基準委員会 企業会計基準適用指針
第８号 平成17年12月９日)を適用し
ている。従来の資本の部の合計に相当
する金額は15,813百万円である。な
お、中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中間
連結貸借対照表の純資産の部について
は、改正後の中間連結財務諸表規則に
より作成している。 

――――――――――

  

（貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準） 
当連結会計年度から、「貸借対照
表の純資産の部の表示に関する会
計基準」（企業会計基準委員会
企業会計基準第５号 平成17年12
月９日）及び「貸借対照表の純資
産の部の表示に関する会計基準等
の適用指針」（企業会計基準委員
会 企業会計基準適用指針第８号
平成17年12月９日）を適用してい
る。従来の資本の部の合計に相当
する金額は73,249百万円である。
なお、連結財務諸表規則の改正に
より、当連結会計年度における連
結貸借対照表の純資産の部につい
ては、改正後の連結財務諸表規則
により作成している。 

―――――――――― ―――――――――― （企業結合に係る会計基準） 
当連結会計年度から、「企業結合
に係る会計基準」（企業会計審議
会 平成15年10月31日）及び「事
業分離等に関する会計基準」（企
業会計基準委員会 企業会計基準
第７号 平成17年12月27日）並び
に「企業結合会計基準及び事業分
離等会計基準に関する適用指針」
（企業会計基準委員会 企業会計
基準適用指針第10号 最終改正平
成18年12月22日）を適用してい
る。 

（ストック・オプション等に関する会
計基準） 
当中間連結会計期間より、「ストッ
ク・オプション等に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 企業会計基準
第８号 平成17年12月27日) 及び「ス
トック・オプション等に関する会計基
準の適用指針」(企業会計基準委員会 
企業会計基準適用指針第11号 平成18
年５月31日)を適用している。これに
よる営業利益、経常利益、税金等調整
前中間純利益及び中間純利益に与える
影響は軽微である。 

――――――――――

  

（ストック・オプション等に関す
る会計基準） 
当連結会計年度から、「ストッ
ク・オプション等に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 企業
会計基準第８号 平成17年12月27
日）及び「ストック・オプション
等に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 企業会計
基準適用指針第11号 平成18年５
月31日）を適用している。これに
よる営業利益、経常損失及び税金
等調整前当期純損失に与える影響
は108百万円である。なお、セグ
メント情報に与える影響は当該箇
所に記載している。 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間連結貸借対照表関係） 
前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記
されていたものは、当中間連結会計期間から「のれん」
又は「負ののれん」として表示している。 

（中間連結貸借対照表関係）
１ 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「工具器

具備品」（当中間連結会計期間は5,129百万円）及
び「建設仮勘定」（同5,327百万円）は、金額的重
要性が乏しいため、有形固定資産の「その他」に含
めて表示することにした。 

２ 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「ソフト
ウェア」（当中間連結会計期間は1,116百万円）
は、金額的重要性が乏しいため、無形固定資産の
「その他」に含めて表示することにした。 

３ 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「繰延税
金資産」（当中間連結会計期間は587百万円）は、
金額的重要性が乏しいため、投資その他の資産の
「その他」に含めて表示することにした。 

４ 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「売上損
失引当金」（当中間連結会計期間は695百万円）、
「製品補償引当金」（同61百万円）及び「完成工事
補償引当金」（同26百万円）は、金額的重要性が乏
しいため、流動負債の「その他引当金」に含めて表
示することにした。 

５ 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「役員退
職慰労引当金」（当中間連結会計期間は188百万
円）及び「環境対策引当金」（同339百万円）は、
金額的重要性が乏しいため、固定負債の「その他引
当金」に含めて表示することにした。 

―――――――――― （中間連結損益計算書関係）
１ 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「社内発

生屑処分益」（当中間連結会計期間は24百万円）及
び「デリバティブ評価益」（同15百万円）は、金額
的重要性が乏しいため、営業外収益の「雑収入」に
含めて表示することにした。 

２ 前中間連結会計期間まで区分掲記していた「原価外
税金」（当中間連結会計期間は２百万円）は、金額
的重要性が乏しいため、営業外費用の「雑損失」に
含めて表示することにした。 

―――――――――― （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
前中間連結会計期間まで区分掲記していた「役員退職慰
労引当金の増減額」（当中間連結会計期間は36百万
円）、「環境対策引当金の増減額」（同３百万円）及び
「売上損失引当金の増減額」（同△62百万円）は、金額
的重要性が乏しいため、営業活動によるキャッシュ・フ
ローの「その他」に含めて表示することにした。 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（Metaldyne  Corporation の子会社
化） 
当企業グループは、買収のために設
立された中間連結財務諸表提出会社
の米国100％子会社Argon  
Acquisition Corp.と自動車機能部品
の世界的な主要メーカーである米国
Metaldyne Corporationとを合併させ
ることにより、Metaldyne  
Corporationを中間連結財務諸表提出
会社の完全子会社とする（以下「本
件買収」という。）ことを、平成18
年９月１日開催の取締役会において
決議した。 
1.目的 
Metaldyne Corporationは、自動車の
パワートレイン、シャシー向けシス
テム及びモジュールの世界有数のサ
プライヤーであり、本件買収を通じ
て 当 企 業 グ ル ー プ は、Metaldyne 
Corporationの有する精密加工や振動
制御等のエンジニアリング・設計及
び製造技術といった、より付加価値
の高い領域を取り込むことになる。
また同時に、コネクティングロッド
等のMetaldyne Corporationの優れた
焼結金属製品を加えることによっ
て、当企業グループの鋳造・鍛造技
術の製品群の一層の拡充を図る。一
方、当企業グループのグローバル展
開の視点からも、北米、欧州、中
国、韓国、インド、ブラジル等に拠
点を有するMetaldyne Corporationの
買収は、事業領域を補完的に拡大す
ることになり、当企業グループ戦略
を一層推し進めるものになる。本件
買収によって当企業グループは、よ
り付加価値の高いモジュール化され
た領域においても、自動車メーカー
のニーズにより柔軟に、そしてより
グローバルに対応することが可能と
なる。 

――――――――― ――――――――― 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

2.株式の取得方法 
Argon Acquisition Corp.は、 
Metaldyne Corporationの普通株主及
び優先株主に対し、現金を支払う交
付金合併を行う。本件買収により、
Metaldyne  Corporationの普通株主
（発行済普通株式の合計約42.8百万
株）及び同社のＢ種優先株主（発行
済優先株式の合計約0.2百万株）に対
して83百万米ドル（約98億円）、Ａ
種優先株主及びＡ－１種優先株主
（発行済優先株式の合計約1.0百万
株）に対して98百万米ドル（約115億
円）の現金を支払うこととなる。 
Metaldyne  Corporationの主要株主
は、かかる合併交付金をもって、中
間連結財務諸表提出会社が第三者割
当増資により発行する株式を引き受
ける契約を締結している。 
さらに、アールエイチジェイ・イン
ターナショナル SA/NV並びにこれと
共同して投資を行う三井物産㈱及び
中央三井グロースキャピタル第二号
投資事業有限責任組合は中間連結財
務諸表提出会社普通株式の第三者割
当を受けることに合意している。 
本件買収は、Metaldyne Corporation
を存続会社とするいわゆる三角合併
方式を用いた交付金合併による買収
であり、Argon Acquisition Corp.は
合併に伴い解散する。すなわち、
Metaldyne Corporationの株主が保有
するMetaldyne  Corporationの株式
は、Argon Acquisition Corp.が交付
する現金（合併交付金）と引き換え
に消滅し、中間連結財務諸表提出会
社 が 保 有 す る Argon  Acquisition 
Corp.の株式は、合併後の存続会社の
株式として置き換えられることにな
る。このように交付金合併により、
Metaldyne Corporationの株主は全員
交 付 金 の 取 得 と 引 き 換 え に、
Metaldyne Corporationの株主として
の地位を失い、中間連結財務諸表提
出会社が、存続会社であるMetaldyne 
Corporationの完全親会社となる。 

――――――――― ――――――――― 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

中間連結財務諸表提出会社の完全子
会社となるMetaldyne Corporationの
概要 
(1) 商号 Metaldyne Corporation 
(2) 代表者 

ティモシー・D・ルーリエット 
(3) 所在地 

米国ミシガン州プリムス 
(4) 設立年月日 平成12年11月 
(5) 主な事業の内容 

世界の自動車市場向けの輸送機
器関連のメタル部品、アッセン
ブリー及びモジュール製品（パ
ワートレイン部品、シャーシ部
品、振動制御部品、など）の設
計、製造、供給 

(6) 決算期 
12月31日の直近の日曜日 

(7) 従業員数 約6,500人 
(8) 主な事業所 

米国ミシガン州プリムス 
(9) 資本金 769億94百万円 
3. 日程（予定） 
本件買収について実行予定日を平成
18年11月17日に予定していたが、
Metaldyne Corporationにおける2013
年満期シニア・ノート（総額１億
5000万米ドル、利率10％）及び2012
年満期シニア・サボーディネイテッ
ド・ノート（総額２億5000万米ド
ル、利率11％）の債権者による同意
の取得に係る手続の遅れにより、当
初予定されていた実行予定日が延期
されることとなった。変更後の実行
予定日は、遅くとも平成19年１月16
日までの日とする予定である。 

――――――――― ――――――――― 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（第三者割当による新株式（普通株式
及びＣ種優先株式）の発行） 
中間連結財務諸表提出会社の平成18年
９月1日開催の取締役会において、第
三者割当増資による新株式（普通株
式、Ｃ種優先株式）の発行について決
議した。また、平成18年10月13日開催
の取締役会及び平成18年11月30日開催
の取締役会において、当該新株発行に
かかる普通株式の割当先に対する割当
株式数、総割当株数（減少）、申込期
間及び払込期日、並びにＣ種優先株式
の申込期間及び払込期間に関して変更
する決議をした。 
その概要は次のとおりである。 
1.普通株式 
(1) 発行株式数 
  普通株式 166,581,405株 
(2) 発行価額 
  １株につき206円 
(3) 発行価額の総額 
  34,315,769,430円 
(4) 資本組入額 
  １株につき103円 
(5) 申込期間 

平成18年12月18日～ 
平成19年１月16日 

(6) 払込期日 
平成18年12月18日～ 
平成19年１月16日 

(7) 割当先及び割当株式数 

(8) 資金の使途 
Metaldyne Corporationの買収資
金に充当する予定である。 

アールエイチジェイ・
インターナショナル 
SA/NV 

48,361,286株

三井物産㈱ 56,895,631株

中央三井グロースキャ
ピタル第二号投資事業
有限責任組合 

7,281,553株

その他26割当先 54,042,935株

――――――――― ――――――――― 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

2.Ｃ種優先株式 
(1) 発行株式数 
  Ｃ種優先株式 179,179株 
(2) 発行価額 
  １株につき64,104円 
(3) 発行価額の総額 
  11,486,090,616円 
(4) 資本組入額 
  １株につき32,052円 
(5) 申込期間 

平成18年12月18日～ 
平成19年１月16日 

(6) 払込期間 
平成18年12月18日～ 
平成19年１月16日 

(7) 割当先及び割当株式数 

(8) 資金の使途 
Metaldyne Corporationの買収資
金に充当する予定である。 

ダイムラー・クライスラ
ー・コーポレーション 97,098株

マスコ・コーポレーション 82,081株

――――――――― ――――――――― 

（ストックオプションの発行） 
中間連結財務諸表提出会社は平成18年
９月１日開催の取締役会及び平成18年
11月16日開催の臨時株主総会におい
て、会社法第236条、第238条及び第
239条に基づき、Metaldyne  
Corporationの取締役及び従業員に対
して、ストックオプションとして下記
の新株予約権を発行することを決議し
た。これは、米国Metaldyne  
Corporation の 買 収 に 伴 い、現 在
Metaldyne Corporationのストックオ
プションを保有している者に対し、同
ストックオプションの消滅と引換えに
中間連結財務諸表提出会社のストック
オプションを付与するものである。 
当該制度の内容は次のとおりである。 
(1) 決議年月日 
  平成18年11月16日 
(2) 付与対象者の区分 

Metaldyne Corporationの 
取締役及び従業員 

(3) 新株予約権の目的となる株式の種
類 
中間連結財務諸表提出会社普通株
式 

――――――――― ――――――――― 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 株式の数 
  5,000,000株 

中間連結財務諸表提出会社が株
式分割、株式併合または株式の
無償割当てをなす場合、次の算
式により未行使の新株予約権の
目的となる株式数を調整し、調
整の結果生じる１株未満の端数
は、これを切り捨てる。 
調整後株式数＝ 
調整前株式数× 
分割・併合・無償割当ての比率 
上記の他、下記に定める行使価
額（以下「行使価額」とい
う。）の調整事由が生じた場合
にも、各新株予約権につき、調
整後株式数に調整後行使価額を
乗じた額が調整前株式数に調整
前行使価額を乗じた額と同額に
なるよう、各新株予約権の行使
により発行される株式の数は適
切に調整されるものとする。 

(5) 新株予約権行使時の払込金額 
新株予約権の割当日の直前の取
引日の終値（取引が成立しない
場合はそれに先立つ直近日の終
値）。 
中間連結財務諸表提出会社が株
式分割、株式併合または無償割
当てを行う場合には、１株当た
りの行使価額を以下に定める算
式により調整し、調整の結果生
じる１円未満の端数は、これを
切り上げるものとする。 

上記の他、新株予約権発行日後
に、中間連結財務諸表提出会社
が他社と中間連結財務諸表提出
会社が存続会社となる吸収合併
を行う場合、会社分割を行う場
合、その他これらの場合に準
じ、行使価額の調整を必要と認
める場合には、中間連結財務諸
表提出会社の取締役会が１株当
たりの行使価額をその裁量で適
切に調整できるものとする。 

調整後行使価額＝ 
調整前行使価額× 

１ 
分割・併合・無償割当ての比率 

――――――――― ――――――――― 



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(6) 新株予約権の行使期間 
発行日の１年後の応当日～ 
平成30年１月16日 

(7) 新株予約権の行使の条件 
①新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 

②新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。 

③その他の権利行使の条件は、
当社と新株予約権者の間で締
結されるストックオプショ
ン・アグリーメントに定める
ものとする。 

(8) 新株予約権の譲渡に関する条件 
中間連結財務諸表提出会社取締
役会の承認を要するものとす
る。 

――――――――― ――――――――― 

――――――――― ――――――――― （スプレッド方式による新株発行）
平成19年３月５日付欧州を中心と
する海外市場（ただし、米国を除
く。）における募集による当社普
通株式の発行は、引受会社が引受
価額で買取引受を行い、これを引
受価額と異なる発行価格で一般投
資家に販売するスプレッド方式に
よっている。これにより、発行価
格と引受価額との差額353百万円
が事実上の引受手数料となってい
る。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

84,187百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

95,802百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

88,182百万円 
※２ 担保資産及び担保付債務 
   借入金22,131百万円（一年以

内に返済予定の長期借入金
1,050百万円、長期借入金 
18,057百万円及び短期借入金
3,024百万円）の担保に供し
ているものは、次のとおりで
ある。 

※２ 担保資産及び担保付債務
   借入金72,798百万円（一年以

内に返済予定の長期借入金 
1,300百万円、長期借入金 
68,830百万円、短期借入金
2,667百万円）及び社債
47,051百万円の担保に供して
いるものは、次のとおりであ
る。 

※２ 担保資産及び担保付債務 
   借入金71,273百万円(一年以

内に返済予定の長期借入金 
1,813百万円、長期借入金 
66,292百万円、短期借入金 
3,167百万円)及び社債47,977
百万円の担保に供しているも
のは、次のとおりである。 

上記担保資産の内、工場財
団抵当に供している資産は
次のとおりである。 

なお、上記担保付債務のう
ち、工場財団抵当に対応す
る債務は借入金22,131百万
円(一年以内に返済予定の長
期借入金1,050百万円、長期
借入金18,057百万円及び短
期借入金3,024百万円)であ
る。 

現金及び預金 2,373百万円
受取手形 
及び売掛金 

6,453 

たな卸資産 9,586 

未収入金 9 
建物 
及び構築物 

7,776 

機械装置 
及び運搬具 

6,746 

工具器具 
備品 

224 

土地 13,261 
投資 
有価証券 

353 

計 46,786 

建物 
及び構築物 

3,268 

機械装置 
及び運搬具 

3,983 

土地 3,474 

計 10,726 

上記担保資産の内、工場財
団抵当に供している資産は
次のとおりである。 

なお、上記担保付債務のう
ち、工場財団抵当に対応す
る債務は借入金21,700百万
円(一年以内に返済予定の長
期借入金1,300百万円、長期
借入金17,732百万円及び短
期借入金2,667百万円)であ
る。 

現金及び預金 2,859百万円
受取手形
及び売掛金 

23,550

たな卸資産 18,592 

繰延税金資産 2,027 

短期貸付金 11 

未収入金 88 
前払費用及び
その他資産 

685

建物 
及び構築物 

13,785

機械装置
及び運搬具 

40,204

工具器具備品 3,199 

土地 14,202 

建設仮勘定 1,376 

のれん 46,926 
特許権等及び
顧客基盤等 

27,525

投資有価証券 642 

長期貸付金 15 

その他の投資 1,414 

計 197,105 

建物 
及び構築物 

3,088

機械装置
及び運搬具 

3,812

土地 3,463 

計 10,364 

上記担保資産の内、工場財団
抵当に供している資産は次の
とおりである。 

なお、上記担保付債務のう
ち、工場財団抵当に対応する
債務は借入金22,212百万円
(一年以内に返済予定の長期
借入金1,300百万円、長期借
入金17,745百万円、短期借入
金3,167百万円)である。 

現金及び預金 4,223百万円
受取手形
及び売掛金 

21,114 

たな卸資産 15,392 

繰延税金資産 2,622 

短期貸付金 15 

未収入金 354 
前払費用及び
その他資産 

2,262 

建物
及び構築物 

14,401 

機械装置
及び運搬具 

44,913 

工具器具備品 2,859 

土地 14,228 

建設仮勘定 2,199 

のれん 21,809 
特許権等及び 
顧客基盤等 

30,535 

投資有価証券 604 

長期貸付金 13 

計 177,549 

建物
及び構築物 

3,202 

機械装置
及び運搬具 

3,924 

土地 3,463 

計 10,589 

 ３ 保証債務 ―――――――――― ―――――――――― 

0百万円 

従業員 
（銀行モーターローン） 



  
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

４ テクノメタル㈱株式の追加購
入 
中間連結財務諸表提出会社
は、ビジネス領域の拡大及
び業務効率の向上を目的と
して、平成18年２月28日に
三菱ふそうトラック・バス
㈱との間で、その100％子会
社である三菱ふそうテクノ
メタル㈱（現 テクノメタ
ル㈱）の株式の取得に関す
る契約を締結し、128千株
（66％）を2,969百万円で取
得した。この契約には、契
約締結後18ヶ月経過した日
から契約締結後36ヶ月の間
に三菱ふそうトラック・バ
ス㈱が所有するテクノメタ
ル㈱の残りの持分を中間連
結財務諸表提出会社が一定
の価格（現金もしくは株式
交換）で追加取得するとい
う株式買取条項が含まれて
いる。当該株式買取契約に
より三菱ふそうトラック・
バス㈱は、契約締結後18ヶ
月経過した日から契約締結
後36ヶ月の間にテクノメタ
ル㈱の株式買取を中間連結
財務諸表提出会社に要請
し、その対価に現金あるい
は中間連結財務諸表提出会
社株式を選択することがで
きることになっている。な
お、買取価格は以下のよう
に定められている。 
① 現金による場合の買取価

格 
ⅰ 契約締結後18ヶ月経過し

た日から契約締結後24ヶ
月までの買取価格 
平成18年２月28日のテク
ノメタル㈱の１株当たり
の株式買取価格に７％を
加算したものを基準価格
とし、この価格に株式買
取契約締結日の１年後の
日から三菱ふそうトラッ
ク・バス㈱がテクノメタ
ル㈱の株式を売却する日
までの金利（年利４％）
を日割計算して加算した
価格による。 

４ テクノメタル㈱株式の追加購
入 
中間連結財務諸表提出会社
は、ビジネス領域の拡大及び
業務効率の向上を目的とし
て、平成18年２月28日に三菱
ふそうトラック・バス㈱との
間で、その100％子会社であ
る三菱ふそうテクノメタル㈱
（現 テクノメタル㈱）の株
式の取得に関する契約を締結
し、128千株（66％）を2,969
百万円で取得した。この契約
には、契約締結後18ヶ月経過
した日から契約締結後36ヶ月
の間に三菱ふそうトラック・
バス㈱が所有するテクノメタ
ル㈱の残りの持分を中間連結
財務諸表提出会社が一定の価
格（現金もしくは株式交換）
で追加取得するという株式買
取条項が含まれていた。 
中間連結財務諸表提出会社
は、平成19年８月29日に本株
式買取条項に基づき、三菱ふ
そうトラック・バス㈱よりテ
クノメタル㈱の残り株式66千
株を1,670百万円で取得し
た。 

４ テクノメタル㈱株式の追加購
入 
連結財務諸表提出会社は、ビ
ジネス領域の拡大及び業務効
率の向上を目的として、平成
18年２月28日に三菱ふそうト
ラック・バス㈱との間で、そ
の100％子会社である三菱ふ
そうテクノメタル㈱（現 テ
クノメタル㈱）の株式の取得
に関する契約を締結し、128
千株（66％）を2,969百万円
で取得した。この契約には、
契約締結後18ヶ月経過した日
から契約締結後36ヶ月の間に
三菱ふそうトラック・バス㈱
が所有するテクノメタル㈱の
残りの持分を連結財務諸表提
出会社が一定の価格（現金も
しくは株式交換）で追加取得
するという株式買取条項が含
まれている。なお、平成19年
２月27日に三菱ふそうトラッ
ク・バス㈱より、平成19年８
月29日付でテクノメタル㈱の
残り持分を売却する旨の通知
を受領している。この追加取
得の対価として1,670百万円
を予定している。 

  



  

  
  

次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

ⅱ 契約締結後24ヶ月超から
契約締結後36ヶ月までの
買取価格 
上記ⅰの基準価格に４％
を加算したものを基準価
格とし、この価格に株式
買取契約締結日の２年後
の日から三菱ふそうトラ
ック・バス㈱がテクノメ
タル㈱の株式を売却する
日 ま で の 金 利（年 利
１％）を日割計算して加
算した価格による。 

② 株式交換による場合 
①で定められた価格を中間連
結財務諸表提出会社株式の市
場価格で除した株式数で交換
する。 

―――――――――― ―――――――――― 

５ ㈱バンテックからの訴訟事件
平成17年12月26日付で中間連
結財務諸表提出会社の物流業
務の委託先であった㈱バンテ
ックから295百万円の物流業
務委託代金請求訴訟の提起を
受けた。これに対して、中間
連結財務諸表提出会社は548
百万円の反訴を提起した。中
間連結財務諸表提出会社は、
裁判において中間連結財務諸
表提出会社の正当性を主張し
争っていく方針である。 

５ ㈱バンテックからの訴訟事件
平成17年12月26日付で中間連
結財務諸表提出会社の物流業
務の委託先であった㈱バンテ
ックから295百万円の物流業
務委託代金請求訴訟の提起を
受けた。これに対して、中間
連結財務諸表提出会社は548
百万円の反訴を提起した。 
本訴訟については、和解が成
立し、平成19年９月27日に中
間連結財務諸表提出会社が㈱
バンテックに和解金22百万円
を支払い、両者ともに訴訟を
取り下げた。 

５ ㈱バンテックからの訴訟事件 
平成17年12月26日付で連結財
務諸表提出会社の物流業務の
委託先であった㈱バンテック
から295百万円の物流業務委
託代金請求訴訟の提起を受け
た。これに対して、連結財務
諸表提出会社は548百万円の
反訴を提起した。連結財務諸
表提出会社は、裁判において
連結財務諸表提出会社の正当
性を主張し争っていく方針で
ある。 

 ６ 当座借越契約に係る借入未実
行残高は次のとおりである。 

 ６ 当座借越契約に係る借入未実
行残高は次のとおりである。 

６ 当座借越契約に係る借入未実
行残高は次のとおりである。 

当座借越 
極度額 

8,262百万円

借入実行残高 3,026 
差引額 5,235 

当座借越
極度額 

81,550百万円

借入実行残高 54,180
差引額 27,370

当座借越
極度額 

84,918百万円

借入実行残高 52,063 
差引額 32,855 



  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※７ 財務制限 
㈱あおぞら銀行及び㈱三井住友
銀行によるシニアローン、㈱あ
おぞら銀行による劣後ローンに
は財務制限条項が付されてお
り、主なものは次のとおりであ
る。いずれもその事由が発生し
た場合は、貸出人の請求によっ
て借入人は本契約上の期限の利
益を失い、直ちに債務の弁済を
なさねばならない。 

1.ファイナンシャルコベナンツ等
計算書に定める指標が下記に述
べる所定の水準を達成できなか
った場合は契約違反となる。 

*1 年間EBITDAに対する年間金融費用
（エージェント・フィーを含む）の
割合 

*2 年間フリーキャッシュフローに対す
る年間元利金支払総額の割合 

*3 修正融資残高に対する年間EBITDAの
割合 

2.個別融資実行日が属する月よ
り、コミットメントに係る借入
の各個別融資の合計残高を毎月
計測し、かかる合計残高は、借
入人の連結ベースでの必要運転
資金の範囲内とする。 

3.借入人の配当・役員賞与の支払
は、その支払後上記に述べた財
務制限条項に抵触しないことを
条件とする。 

4.年間設備投資額の制限 
平成19年３月期以降の借入人の
年間設備投資（設備投資に係る
リースを含む。ただし、金型ま
たは治具に対する投資は除く）
上限額は次のとおりとする。た
だし、各期の未消化部分につい
ては、翌期に限り繰越可能とす
る。 

Interest 

Coverage 

Ratio＊1 

Debt 

Service 

Coverage 

Ratio＊2 

レバレッジ

比率＊3 

平成18年３月期から平成19年12月期まで 
6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで 
6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降 
6.0以上 1.0以上 2.0以下

※７ 財務制限
(1)当中間連結会計期間末の当企

業グループの借入金の内、㈱
あおぞら銀行・㈱三井住友銀
行・㈱東京スター銀行及び㈱
みずほコーポレート銀行によ
るシニアローン及び㈱あおぞ
ら銀行による劣後ローンには
連結キャッシュ・フローや連
結利益水準などの財務制限条
項が付されている。所定の水
準を達成できなかった場合は
誓約違反となり、㈱あおぞら
銀行の通知又は催告により、
当企業グループは本契約上の
期限の利益を失い、直ちに債
務の弁済をなさねばならな
い。 
なお、各財務制限条項は、メ
タルダイン社を含まない連結
決算数値に基づいて検証され
ることとなっている。 

1.ファイナンシャルコベナンツ
等計算書に定める指標が下記
に述べる所定の水準を達成で
きなかった場合は契約違反と
なる。 

*1 年間EBITDAに対する年間金融費用
（エージェント・フィーを含む）の
割合 

*2 年間フリーキャッシュフローに対す
る年間元利金支払総額の割合 

*3 修正融資残高に対する年間EBITDAの
割合 
2.個別融資実行日が属する月よ

り、コミットメントに係る借
入の各個別融資の合計残高を
毎月計測し、かかる合計残高
は、借入人の連結ベースでの
必要運転資金の範囲内とす
る。 

3.借入人の配当・役員賞与の支
払は、その支払後上記に述べ
た財務制限条項に抵触しない
ことを条件とする。 

4.年間設備投資額の制限 
平成19年３月期以降の借入人
の年間設備投資（設備投資に
係るリースを含む。ただし、
金型又は治具に対する投資は
除く）上限額は次のとおりと
する。ただし、各期の未消化
部分については、翌期に限り
繰越可能とする。 

Interest 

Coverage 

Ratio＊1 

Debt 

Service 

Coverage 

Ratio＊2 

レバレッジ

比率＊3 

平成18年３月期から平成19年12月期まで

6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで

6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降

6.0以上 1.0以上 2.0以下

※７ 財務制限
(1)当連結会計年度末の当企業グ

ループの借入金の内、㈱あお
ぞら銀行・㈱三井住友銀行・
㈱東京スター銀行及び㈱みず
ほコーポレート銀行による劣
後ローンには連結キャッシ
ュ・フローや連結利益水準な
どの財務制限条項が付されて
いる。所定の水準を達成でき
なかった場合は誓約違反とな
り、㈱あおぞら銀行の通知又
は催告により、当企業グルー
プは本契約上の期限の利益を
失い、直ちに債務の弁済をな
さねばならない。 
なお、各財務制限条項は、平
成19年１月11日に買収し、完
全子会社となったメタルダイ
ン社を含まない連結決算数値
に基づいて検証されることと
なっている。 

1.ファイナンシャルコベナンツ
等計算書に定める指標が下記
に述べる所定の水準を達成で
きなかった場合は契約違反と
なる。 

*1 年間EBITDAに対する年間金融費用
（エージェント・フィーを含む）の
割合 

*2 年間フリーキャッシュフローに対する
年間元利金支払総額の割合 

*3 修正融資残高に対する年間EBITDAの割
合 
2.個別融資実行日が属する月よ

り、コミットメントに係る借
入の各個別融資の合計残高を
毎月計測し、かかる合計残高
は、借入人の連結ベースでの
必要運転資金の範囲内とす
る。 

3.借入人の配当・役員賞与の支
払は、その支払後上記に述べ
た財務制限条項に抵触しない
ことを条件とする。 

4.年間設備投資額の制限 
平成19年３月期以降の借入人
の年間設備投資（設備投資に
係るリースを含む。ただし、
金型又は治具に対する投資は
除く）上限額は次のとおりと
する。ただし、各期の未消化
部分については、翌期に限り
繰越可能とする。 

Interest 

Coverage 

Ratio＊1 

Debt 

Service 

Coverage 

Ratio＊2 

レバレッジ

比率＊3 

平成18年３月期から平成19年12月期まで 
6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで 
6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降

6.0以上 1.0以上 2.0以下



  
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

平成19年３月期及び平成20年３
月期： 
4,500百万円＋余剰キャッシュフ
ロー×50% 
平成21年３月期以降： 
3,500百万円＋余剰キャッシュフ
ロー×50% 

＊余剰キャッシュフローは、フリーキ
ャッシュフローから約定返済額、支
払利息額、エージェントフィー及び
コミットメントフィーを控除した金
額 

平成20年３月期：
4,500百万円＋余剰キャッシュフ
ロー×50% 
平成21年３月期以降： 
3,500百万円＋余剰キャッシュフ
ロー×50% 

＊余剰キャッシュフローは、フリーキ
ャッシュフローから約定返済額、支
払利息額、エージェントフィー及び
コミットメントフィーを控除した金
額 
(2) ま た、連 結 子 会 社 で あ る

Metaldyne Company LLC及び
Metaldyne Intermediate  
Holdco. Inc.の借入金の内、
JPモルガンチェース銀行から
のタームローンファシリテ
ィ、リボルビングファシリテ
ィ及びシンセティックファシ
リティには下記の財務制限条
項が付されており、当該条項
に抵触した場合は、契約上の
すべての債務について期限の
利益を喪失する可能性があ
る。 

1.ファイナンシャルコベナンツ
等計算書に定める指標が下記
に述べる所定の水準を達成で
きなかった場合は契約違反と
なる。 

上記に加え、平成19年９月期
以降にリボルビングファシリ
ティの使用可能枠が40百万ド
ル以下になった場合は、最低
固定チャージカバレッジレシ
オを遵守せねばならない。 

Interest Coverage 

Ratio 
レバレッジ比率

平成19年６月期から平成19年９月期まで

1.75以上 5.50以下

平成19年12月期から平成20年３月期まで

1.75以上 5.25以下

平成20年６月期 
1.75以上 5.00以下

平成20年９月期 
2.00以上 5.00以下

平成20年12月期から平成21年３月期まで

2.00以上 4.75以下

平成21年６月期 
2.00以上 4.50以下

平成21年９月期 
2.25以上 4.50以下

平成21年12月期から平成22年６月期まで

2.25以上 4.25以下

平成22年９月期から平成23年３月期まで

2.35以上 4.00以下

平成23年６月期 
2.35以上 3.75以下

平成23年９月期 
2.65以上 3.75以下

平成23年12月期から平成24年６月期まで

2.65以上 3.50以下

平成24年９月期 
2.75以上 3.25以下

平成24年12月期以降

2.75以上 3.00以下

平成19年３月期及び平成20年３月
期： 
4,500百万円＋余剰キャッシュフ
ロー×50% 
平成21年３月期以降： 
3,500百万円＋余剰キャッシュフ
ロー×50% 

＊余剰キャッシュフローは、フリーキャ
ッシュフローから約定返済額、支払
利息額、エージェントフィー及びコ
ミットメントフィーを控除した金額 
(2) ま た、連 結 子 会 社 で あ る

Metaldyne  Company  LLC及び
Metaldyne Intermediate  
Holdco. Inc.の借入金の内、
JPモルガンチェース銀行から
のタームローンファシリテ
ィ、リボルビングファシリテ
ィ及びシンセティックファシ
リティには下記の財務制限条
項が付されており、当該条項
に抵触した場合は、契約上の
すべての債務について期限の
利益を喪失する可能性があ
る。 

1.ファイナンシャルコベナンツ
等計算書に定める指標が下記
に述べる所定の水準を達成で
きなかった場合は契約違反と
なる。 

上記に加え、平成19年９月期
以降にリボルビングファシリ
ティの使用可能枠が40百万ド
ル以下になった場合は、最低
固定チャージカバレッジレシ
オを遵守せねばならない。 

Interest Coverage 

Ratio 
レバレッジ比率 

平成19年６月期から平成19年９月期まで 
1.75以上 5.50以下

平成19年12月期から平成20年３月期まで 
1.75以上 5.25以下

平成20年６月期

1.75以上 5.00以下

平成20年９月期

2.00以上 5.00以下

平成20年12月期から平成21年３月期まで 
2.00以上 4.75以下

平成21年６月期

2.00以上 4.50以下

平成21年９月期

2.25以上 4.50以下

平成21年12月期から平成22年６月期まで 
2.25以上 4.25以下

平成22年９月期から平成23年３月期まで 
2.35以上 4.00以下

平成23年６月期

2.35以上 3.75以下

平成23年９月期

2.65以上 3.75以下

平成23年12月期から平成24年６月期まで 
2.65以上 3.50以下

平成24年９月期

2.75以上 3.25以下

平成24年12月期以降

2.75以上 3.00以下



  

  
前へ   次へ 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

―――――――――― 2.上記の財務制限条項に加え、
下記事項に対しても制限条項
が付されている。 

   借入行為、担保設定、合
併、清算及び解散、資産の
売却、配当、設備投資、関
連会社取引、セール・アン
ド・リースバック契約、決
算日の変更、売買目的のた
めのヘッジ行為、ビジネス
ラインの変更、増資に係る
取引契約及び関連書類の修
正等。 

2.上記の財務制限条項に加え、
下記事項に対しても制限条項
が付されている。 
借入行為、担保設定、合併、
清算及び解散、資産の売却、
配当、設備投資、関連会社取
引、セール・アンド・リース
バック契約、決算日の変更、
売買目的のためのヘッジ行
為、ビジネスラインの変更、
増資に係る取引契約及び関連
書類の修正等。 

※８ 中間連結会計期間末日満期
手形 
中間連結会計期間末日満期
手形の会計処理は、手形交
換日をもって決済処理して
いる。 
なお、当中間連結会計期間
の末日は金融機関の休日で
あったため、次の中間連結
会計期間末日満期手形が中
間連結会計期間末残高に含
まれている。 

受取手形 112百万円
支払手形 518 
設備支払手形 213 

※８ 中間連結会計期間末日満期
手形 
中間連結会計期間末日満期
手形の会計処理は、手形交
換日をもって決済処理して
いる。 
なお、当中間連結会計期間
の末日は金融機関の休日で
あったため、次の中間連結
会計期間末日満期手形が中
間連結会計期間末残高に含
まれている。 

受取手形 134百万円
支払手形 430
設備支払手形 77

※８ 期末日満期手形 
当連結会計年度末日満期手形
の会計処理は、手形交換日を
もって決済処理している。 
なお、当連結会計年度の末日
は金融機関の休日であったた
め、次の満期手形が当連結会
計年度末残高に含まれてい
る。 

受取手形 189百万円
支払手形 738 
設備支払手形 58 

――――――――――― ※９ その他引当金の内訳
役員賞与引当金 51百万円
退職給付引当金 311
工場閉鎖損失引当金 686
売上損失引当金 695
製品補償引当金 61
完成工事補償引当金 26
環境対策引当金 6
合計 1,839

※９ その他引当金の内訳 
役員賞与引当金 71百万円
工場閉鎖損失引当金 1,140 
製品補償引当金 80 
完成工事補償引当金 43 
合計 1,336 

――――――――――― ※10 その他引当金の内訳
役員退職慰労引当金 188百万円
工場閉鎖損失引当金 8
売上損失引当金 313
製品補償引当金 60
環境対策引当金 339
訴訟引当金 54
合計 964

――――――――――― 

※11 消費税等の取扱い 
  仮払消費税等と仮受消費税

等は、相殺し流動負債のそ
の他に含めて表示してい
る。 

※11 消費税等の取扱い
同左 

――――――――――― 



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費中の主
要な費目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費中の
主要な費目及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費中の主
要な費目及び金額 

荷造費、運賃 1,314百万円

給料賃金、 
賞与手当 

754 

賞与引当金 
繰入額 

183 

退職給付費用 49 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

25 

貸倒引当金 
繰入額 

12 

荷造費、運賃 1,286百万円

給料賃金、
賞与手当 

1,413

賞与引当金
繰入額 

239

役員賞与引当
金繰入額 

42

退職給付費用 258

役員退職慰労
引当金繰入額

36

減価償却費 580

のれん償却額 1,280

研究開発費 1,698

荷造費、運賃 2,596百万円

給料賃金、
賞与手当 

2,543 

賞与引当金
繰入額 

253 

退職給付費用 221 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

94 

貸倒引当金
繰入額 

16 

※２ 固定資産売却益の内容 ※２ 固定資産売却益の内容 ※２ 固定資産売却益の内容 

土地売却益 2百万円

機械装置及び 
運搬具売却益 

3 

その他 1 

計 7 

機械装置及び

運搬具売却益 
129百万円

その他 0

計 129

機械装置売却益 21百万円

土地売却益 7 

その他 7 

計 35 

―――――――――― ※３ 退職給付引当金戻入額の内
容 

   米国メタルダイン社の従業
員への退職後保険給付制度
の変更にかかる債務の取崩
によるものである。 

―――――――――― 

―――――――――― ※４ 賞与引当金戻入額の内容 
米国メタルダイン社の業績
見直しに伴う従業員賞与引
当金の取崩によるものであ
る。 

―――――――――― 

※５ 固定資産処分損の内容 ※５ 固定資産処分損の内容 ※５ 固定資産処分損の内容 
建物及び構築物 
除却損 

10百万円

機械装置及び 
運搬具除却損 

32 

工具器具備品 
除却損 

53 

その他除却損 2 

その他売却損 3 

固定資産撤去 
費用 

61 

計 164 

建物及び構築物
除却損 

4百万円

機械装置及び
運搬具除却損 

158

工具器具備品
除却損 

74

その他除却損 2

固定資産撤去
費用 

20

計 260

建物及び構築物 
除却損 

20百万円

機械装置及び 
運搬具除却損 

77 

工具器具備品 
除却損 

134 

その他除却損 35 

その他売却損 3 

固定資産撤去 
費用 

98 

計 370 



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※６ 減損損失 
当企業グループは、当中間連結会計
期間において、以下の資産グループ
について減損損失を計上した。当企
業グループは、管理会計上の事業ご
と、または物件ごとに資産のグルー
ピングを行っている。 

上記遊休資産については、将来の用
途が定まっていないため、減損損失
を特別損失に計上した。 
回収可能価額は、正味売却価額によ
り測定しており、正味売却価額は、
不動産鑑定評価により算定してい
る。 

用途 種類 場所 減損損失 
(百万円) 

遊休 
資産 

土地 
静岡県 
菊川市 

8 

※６ 減損損失 
当企業グループは、当中間連結会
計期間において、以下の資産グル
ープについて減損損失を計上し
た。当企業グループは、管理会計
上の事業ごと、または物件ごとに
資産のグルーピングを行ってい
る。 

上記遊休資産については、将来の
使用計画が決まっていないため、
減損損失を特別損失に計上した。 
減損損失の内訳は、機械装置及び
運搬具７百万円、工具器具備品０
百万円である。 
なお、回収可能価額は、正味売却
価額により測定しており、正味売
却価額は、売却予定価額等から処
分費用見込額を差し引いて算定し
ている。 
  

用途 種類 場所 減損損失

(百万円) 
遊休 
資産 

機械装置

及び運搬 
具、工具 
器具備品 

タイ国

チョンブリ県

シラチャ郡 
7

※６ 減損損失 
当企業グループは、当連結会計年度
において、以下の資産について減損
損失を計上している。当企業グルー
プは、管理会計上の事業ごと、又は
物件ごとに資産のグルーピングを行
っている。 

上記遊休資産については、将来の用
途が定まっていないため、減損損失
を特別損失に計上した。 
減損損失の内訳は、機械装置及び運
搬具９百万円、工具器具備品０百万
円、土地13百万円である。 
なお、上記資産グループの回収可能
価額は、正味売却価額により測定し
ており、正味売却価額は、不動産鑑
定評価額や売却予定価額等から処分
費用見込額を差し引いて算定してい
る。 

用途 種類 場所 減損損失 
(百万円) 

遊休

資産 

土地
静岡県 
菊川市 

8 

土地、

機械装置 
及び運搬 
具、工具 
器具備品 

福島県 
二本松市 

14 

機械装置

及び運搬 
具 

埼玉県 
北本市 

0 

    計 23 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加22千株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加である。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

（注）１ 会社法の施行前に付与されたストック・オプションであるため、残高はない。 

   ２ 権利行使期間の初日は到来していない。 

  

３ 配当に関する事項 

  該当事項なし。 

  
前連結会計年度末 
株式数 （千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数 （千株） 

発行済株式         

 普通株式 60,277 22 － 60,300 

 Ａ種優先株式 28,572 － － 28,572 

 Ｂ種優先株式 10,526 － － 10,526 

 合計 99,376 22 － 99,398 

自己株式         

普通株式 82 5 － 88 

合計 82 5 － 88 

会社名 新株予約権の内訳 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（千株） 当中間連結
会計期間 
末残高 

（百万円） 
前連結

会計年度末 

当中間
連結会計 
期間増加 

当中間
連結会計 
期間減少 

当中間 
連結会計 
期間末 

提出 
会社 

平成16年６月 
第１回新株予約権 

普通株式 2,367 － 

41 

（内、行使 22）

（内、失効 19）

2,325 
－ 

（注）１ 

平成17年６月 
第２回新株予約権 

普通株式 85 － － 85 
－ 

（注）１ 

平成17年６月 
第３回新株予約権 

普通株式 1,255 － 
29 

（内、失効 29）
1,226 

－ 

（注）１、２ 

ストック・オプショ
ン 

としての新株予約権 
－ － － － － 

7 

（注）２ 

合計   － － － － 7 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 ６千株 
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

単元未満株式の買取りによる増加 ６千株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

   該当事項なし。 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末

株式数（千株） 

普通株式 259,901 6 － 259,907 

Ａ種優先株式 28,572 － － 28,572 

Ｂ種優先株式 10,526 － － 10,526 

Ｃ種優先株式 179 － － 179 

合計 299,179 6 － 299,185 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末

株式数（千株） 

普通株式 399 6 － 405 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（千株） 当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少 
当中間連結 
会計期間末 

提出会社 
ストック・オプション
としての新株予約権 

－ － － － － 267 

合計 － － － － 267 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

普通株式の増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

 第三者割当による新株の発行による増加   166,581千株 

 公募増資による増加             33,000千株 

 新株予約権の権利行使による新株の発行による増加   42千株 

Ｃ種優先株式の増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

第三者割当による新株の発行による増加   179千株 
(注)  Ｃ種優先株式（一定の場合に償還義務のある株式）の予想キャッシュ・フローに基づく利息相当額は200百万円、負債相当

額は9,637百万円（うち、一年以内－百万円）である。各期への配分は利息法によっている。 
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

    RHJインターナショナル SA/NVからの無償譲受による増加   304千株 

単元未満株式の買取りによる増加   11千株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

   該当事項なし。 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数（千株） 

当連結会計年度 

減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

普通株式 60,277 199,623 － 259,901 

Ａ種優先株式 28,572 － － 28,572 

Ｂ種優先株式 10,526 － － 10,526 

Ｃ種優先株式 － 179 － 179 

合計 99,376 199,802 － 299,179 

株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当連結会計年度 

増加株式数（千株） 

当連結会計年度 

減少株式数（千株） 

当連結会計年度末 

株式数（千株） 

普通株式 82 316 － 399 

会社名 内訳 
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（千株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少 
当連結 

会計年度末 

提出会社 
ストック・オプション
としての新株予約権 

－ － － － － 108 

合計 － － － － 108 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係    (平成18年９月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係   （平成19年９月30日） 

 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成19年３月31日） 

現金及び預金 4,718百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△54 

現金及び現金同等物 4,664 

現金及び預金 6,522百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△50

現金及び現金同等物 6,472

現金及び預金 8,803百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△68 

現金及び現金同等物 8,735 



(リース取引関係) 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額相当額及び中間期
末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額、減
損損失累計額相当額及び期末残
高相当額 

（注） 取得価額相当額は、未経
過リース料中間期末残高
が有形固定資産の中間期
末残高等に占める割合が
低いため、支払利子込み
法により算定している。 

  

有形固定資産 
無形 
固定 
資産 合計 

(百万円) 機械装置 
及び 

運搬具 
(百万円) 

工具器具 
備品 

(百万円) 

ソフト 
ウェア 

(百万円) 
取得 
価額 
相当額 

423 737 96 1,256

減価 
償却 
累計額 
相当額 

138 360 55 554

中間期末 
残高 
相当額 

284 376 41 702

（注）   同左 

  

有形固定資産

無形

固定 
資産 合計

(百万円) 機械装置 
及び 

運搬具 
(百万円) 

工具器具
備品 

(百万円)

ソフト
ウェア

(百万円)

取得 
価額 
相当額 

423 822 75 1,321

減価 
償却 
累計額 
相当額 

188 455 46 690

中間期末 
残高 
相当額 

234 367 29 630

（注） 取得価額相当額は、未経
過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等
に占める割合が低いた
め、支払利子込み法によ
り算定している。 

 

有形固定資産

無形 
固定 
資産 合計 

(百万円) 機械装置
及び 

運搬具 
(百万円)

工具器具 
備品 

(百万円) 

ソフト 
ウェア 

(百万円) 
取得
価額 
相当額

423 840 84 1,348

減価
償却 
累計額
相当額

163 415 47 626

期末
残高 
相当額

259 425 37 721

 (2) 未経過リース料中間期末残高
相当額等 

   未経過リース料中間期末残高
相当額 

 (2) 未経過リース料中間期末残高
相当額等 

   未経過リース料中間期末残高
相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当
額等 

   未経過リース料期末残高相当
額 

１年以内 228百万円

１年超 473 

計 702 

１年以内 241百万円

１年超 389 

計 630 

１年以内 253百万円

１年超 468 

計 721 
 （注） 未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リ
ース料中間期末残高が有
形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法に
より算定している。 

（注）   同左 （注） 未経過リース料期末残高
相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資
産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利
子込み法により算定して
いる。 

 (3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額及び減損損失の金額 

 (3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額及び減損損失の金額 

(3) 支払リース料、リース資産減
損勘定の取崩額、減価償却費相
当額及び減損損失の金額 

支払リース料 120百万円

減価償却費 

相当額 
120百万円

支払リース料 124百万円

減価償却費 

相当額 
124百万円

支払リース料 247百万円

減価償却費 

相当額 
247百万円

 (4) 減価償却費の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に
よっている。 

 (4) 減価償却費の算定方法
同左 

(4) 減価償却費の算定方法 
同左 



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ オペレーティング・リース取引
 （貸主側） 
  未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引
 （貸主側） 
  未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引
 （貸主側） 
  未経過リース料 

１年以内 70百万円

１年超 347 

計 418 

１年以内 98百万円

１年超 556 

計 654 

１年以内 162百万円

１年超 1,228 

計 1,391 
   （借主側） 

  未経過リース料 
（借主側）

  未経過リース料 

  １年以内 4,975百万円

１年超 23,079 

計 28,055 

１年以内 5,092百万円

１年超 25,039 

計 30,132 

（減損損失について） 
 リース資産に配分された減損損失
はない。 

（減損損失について） 
同左 

（減損損失について） 
同左 



(有価証券関係) 

Ⅰ （前中間連結会計期間）（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

（注） その他有価証券で時価のある株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価50％以上下落したもの

及び中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落しているもののうち時価の回復可能性がある

と判断されるもの以外のものについて減損処理を行っている。 

  

Ⅱ （当中間連結会計期間）（平成19年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

（注） その他有価証券で時価のある株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価50％以上下落したもの

及び中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落しているもののうち時価の回復可能性がある

と判断されるもの以外のものについて減損処理を行っている。 

  

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 76 155 79 

合計 76 155 79 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 40 

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 76 148 71 

合計 76 148 71 

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 39 



Ⅲ （前連結会計年度）（平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

（注） その他有価証券で時価のある株式の減損にあたっては、当連結会計年度末における時価が取得原価を50％以上下落したもの

及び当連結会計年度末における時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落しているもののうち時価の回復可能性があると

判断されるものを除き減損処理を行っている。 

  

２ 時価評価されていない主な「有価証券」 

  

  

 (デリバティブ取引関係) 

Ⅰ （前中間連結会計期間）（平成18年９月30日） 

 （1）通貨金利関連 

（注）１ 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

３ 上記は連結会社間の債権債務の相殺に伴い発生した、デリバティブ残高に対する評価損益である。 

  

Ⅱ （当中間連結会計期間）（平成19年９月30日） 

 （1）通貨関連 

（注）１ 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

２ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いている。 

３ 上記は主に連結会社間の債権債務の相殺に伴い発生した、デリバティブ残高に対する評価損益である。 

  

 （2）通貨金利関連 

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 76 196 119 

合計 76 196 119 

内容 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 39 

区分 種類 
契約額等 
（百万円）

契約額等の 
うち1年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外 

の取引 

通貨金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 

 

276

 

58

 

△33

 

△33

合計 276 58 △33 △33

区分 種類 
契約額等 
（百万円）

契約額等の 
うち1年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外 

の取引 

為替予約取引 

 バーツ買・円売 

 バーツ売・円買 

 

223

1,429

 

－

－

 

226

1,455

 

2

△25

  通貨スワップ取引        
   チェコクローナ 

受取・ユーロ支払 
272 － 272 －

区分 種類 
契約額等 
（百万円）

契約額等の 
うち1年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 



（注）１ 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

２ 上記は連結会社間の債権債務の相殺に伴い発生した評価損益である。 

  

Ⅲ （前連結会計年度）（平成19年３月31日） 

 （1）通貨関連 

（注） 時価の算定方法 

  取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

  

 （2）通貨金利関連 

（注）１ 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定している。 

２ 上記は連結会社間の債権債務の相殺に伴い発生した評価損益である。 

  

市場取引以外 

の取引 

通貨金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
68 － △11 △11

合計 68 － △11 △11

区分 種類 
契約額等 
（百万円）

契約額等の 
うち1年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外 

の取引 

為替予約取引 

 買建 

 ユーロ 

 

 

693

 

 

－

 

 

691

 

 

△2

合計 693 － 691 △2

区分 種類 
契約額等 
（百万円）

契約額等の 
うち1年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外 

の取引 

通貨金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 

 

170

 

－

 

△31

 

△31

合計 170 － △31 △31



 (ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

売上原価        1百万円 

販売費及び一般管理費  6百万円 

  

２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  平成18年ストック・オプション プラン① 

付与対象者の区分及び人数 当社執行役１名、当社従業員１名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 180,000株 

付与日 平成18年７月１日 

権利確定条件 初回権利確定日（平成20年７月１日）以降、最終権利確

定日（平成25年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤

務が継続している場合に20分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。 

（自平成18年７月１日 至平成20年６月30日） 

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期

間は延長され、最終権利確定日までの対象勤務期

間は６年９ヶ月。 

（自平成18年７月１日 至平成25年３月31日） 

権利行使期間 自平成20年７月１日 至平成28年６月28日 

権利行使価格（円） 251

付与日における公正な評価単価（円） 145



  

  

  

  平成18年ストック・オプション プラン①２ 

付与対象者の区分及び人数 当社子会社の取締役１名、当社子会社の従業員２名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 240,000株 

付与日 平成18年７月１日 

権利確定条件 初回権利確定日（平成21年７月１日）以降、最終権利確

定日（平成26年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤

務が継続している場合に20分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は３年間。 

（自平成18年７月１日 至平成21年６月30日） 

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期

間は延長され、最終権利確定日までの対象勤務期

間は７年９ヶ月。 

（自平成18年７月１日 至平成26年３月31日） 

権利行使期間 自平成21年７月１日 至平成28年６月28日 

権利行使価格（円） 251

付与日における公正な評価単価（円） 151

  平成18年ストック・オプション プラン② 

付与対象者の区分及び人数 当社執行役７名、当社従業員92名 

当社子会社の取締役１名、当社子会社の従業員38名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 1,197,000株 

付与日 平成18年７月１日 

権利確定条件 初回権利確定日（平成20年７月１日）以降、最終権利確

定日（平成24年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤

務が継続している場合16分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。 

（自平成18年７月１日 至平成20年６月30日） 

以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期

間は延長され、最終権利確定日までの対象勤務期

間は５年９ヶ月。 

（自平成18年７月１日 至平成24年３月31日） 

権利行使期間 自平成20年７月１日 至平成28年６月28日 

権利行使価格（円） 251

付与日における公正な評価単価（円） 141



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

1. ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

売上原価         2百万円 

販売費及び一般管理費  156百万円 

  
2. 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

    該当事項なし。 
  

前へ   次へ 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

1. 当連結会計年度における費用計上額及び科目名  
売上原価         3百万円 

販売費及び一般管理費  104百万円 

  
2. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1) ストック・オプションの内容 

  

  平成16年第１回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役８名、当社執行役11名、当社従業員90名、 

当社子会社の取締役１名 

ストック・オプション数 (注) 普通株式 2,781,773株 

付与日 平成16年７月１日 

権利確定条件 

初回権利確定日（平成17年７月１日）以降、最終権利確定日（平成
21年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合
に16分の１ずつ権利が確定する。 
ただし、一部のものについては、下記の権利確定条件が別途定めら
れている。 
・初回権利確定日（平成17年７月１日）以降、最終権利確定日（平
成21年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している
場合に16分の１ずつ権利が確定する。なお、退職時は全量権利が
確定する。 

・初回権利確定日（平成18年７月１日）以降、最終権利確定日（平
成23年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している
場合に20分の１ずつ権利が確定する。 

・初回権利確定日（平成19年７月１日）以降、最終権利確定日（平
成24年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している
場合に20分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 

初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。 
（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最
終権利確定日までの対象勤務期間は４年９ヶ月。 
（自 平成16年７月１日 至 平成21年３月31日） 

ただし、一部のものについては、下記の対象勤務期間が別途定めら
れている。 

・初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。 
（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、
最終権利確定日までの対象勤務期間は４年９ヶ月。なお、退職時
は全量権利が確定する。 

・初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。 
（自 平成16年７月１日 至 平成18年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、
最終権利確定日までの対象勤務期間は６年９ヶ月。 

・初回権利確定日までの対象勤務期間は３年間。 
（自 平成16年７月１日 至 平成19年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、
最終権利確定日までの対象勤務期間は７年９ヶ月。 

権利行使期間 自 平成17年７月１日 至 平成26年６月30日 



  

  

  

  平成17年第２回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名、当社執行役１名 

ストック・オプション数 (注) 普通株式 85,000株 

付与日 平成17年７月１日 

権利確定条件 

初回権利確定日（平成18年７月１日）以降、最終権利確定日（平成
23年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合
に20分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 

初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。 
（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最
終権利確定日までの対象勤務期間は５年９ヶ月。 
（自 平成17年７月１日 至 平成23年３月31日） 

権利行使期間 自 平成18年７月１日 至 平成27年６月30日 

  平成17年第３回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役２名、当社執行役７名、当社従業員97名、 

当社子会社の取締役１名 

ストック・オプション数 (注) 普通株式 1,299,000株 

付与日 平成17年７月１日 

権利確定条件 

初回権利確定日（平成19年７月１日）以降、最終権利確定日（平成
23年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合
に16分の１ずつ権利が確定する。 
ただし、当社取締役２名のうち、１名については下記の権利確定条
件が別途定められている。 
・初回権利確定日（平成20年１月１日）以降、最終権利確定日（平
成24年９月30日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している
場合に20分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 

初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。 
（自 平成17年７月１日 至 平成19年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最
終権利確定日までの対象勤務期間は５年９ヶ月。 
（自 平成17年７月１日 至 平成23年３月31日） 

ただし、当社取締役２名のうち、１名については下記の対象勤務期
間が別途定められている。 

・初回権利確定日までの対象勤務期間は２年６ヶ月。 
（自 平成17年７月１日 至 平成19年12月31日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、
最終権利確定日までの対象勤務期間は７年３ヶ月。 
（自 平成17年７月１日 至 平成24年９月30日） 

権利行使期間 自 平成19年６月29日 至 平成27年６月28日 



  

  

  

  

  平成18年第４回ストック・オプション プラン① 

付与対象者の区分及び人数 当社執行役１名、当社従業員１名 

ストック・オプション数 (注) 普通株式 180,000株 

付与日 平成18年７月１日 

権利確定条件 

初回権利確定日（平成20年７月１日）以降、最終権利確定日（平成
25年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合
に20分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 

初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。 
（自 平成18年７月１日 至 平成20年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最
終権利確定日までの対象勤務期間は６年９ヶ月。 
（自 平成18年７月１日 至 平成25年３月31日） 

権利行使期間 自 平成20年７月１日 至 平成28年６月28日 

  平成18年第４回ストック・オプション プラン①２ 

付与対象者の区分及び人数 当社子会社の取締役１名、当社子会社の従業員２名 

ストック・オプション数 (注) 普通株式 240,000株 

付与日 平成18年７月１日 

権利確定条件 

初回権利確定日（平成21年７月１日）以降、最終権利確定日（平成
26年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合
に20分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 

初回権利確定日までの対象勤務期間は３年間。 
（自 平成18年７月１日 至 平成21年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最
終権利確定日までの対象勤務期間は７年９ヶ月。 
（自平成18年７月１日 至平成26年３月31日） 

権利行使期間 自 平成21年７月１日 至 平成28年６月28日 

  平成18年第４回ストック・オプション プラン② 

付与対象者の区分及び人数 
当社執行役７名、当社従業員92名 
当社子会社の取締役１名、当社子会社の従業員38名 

ストック・オプション数 (注) 普通株式 1,201,000株 

付与日 平成18年７月１日 

権利確定条件 

初回権利確定日（平成20年７月１日）以降、最終権利確定日（平成
24年３月31日）までの間、四半期末ごとに勤務が継続している場合
16分の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 

初回権利確定日までの対象勤務期間は２年間。 
（自 平成18年７月１日 至 平成20年６月30日） 
以降、権利の確定する四半期末ごとに対象勤務期間は延長され、最
終権利確定日までの対象勤務期間は５年９ヶ月。 
（自 平成18年７月１日 至 平成24年３月31日） 

権利行使期間 自 平成20年７月１日 至 平成28年６月28日 



  
  

(注) 株式数に換算して記載している。 

  

前へ   次へ 

  平成19年第５回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社の取締役１名、 

当社子会社の取締役・執行役７名、当社子会社の従業員15名 

ストック・オプション数 (注) 普通株式 3,031,835株 

付与日 平成19年１月11日 

権利確定条件 

初回権利確定日（平成20年１月11日）以降、最終権利確定日（平成
22年１月11日）までの間、１年ごとに勤務が継続している場合３分
の１ずつ権利が確定する。 

対象勤務期間 

初回権利確定日までの対象勤務期間は１年間。 
（自 平成19年１月12日 至 平成20年１月10日） 
以降、権利の確定する１年ごとに対象勤務期間は延長され、最終権
利確定日までの対象勤務期間は３年間。 
（自 平成19年１月12日 至 平成22年１月10日） 

権利行使期間 自 平成20年１月11日 至 平成29年１月11日 



(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式
数に換算して記載している。 

①ストック・オプションの数 

  

  

平成16年 

第１回 

ストック・ 

オプション 

平成17年 

第２回 

ストック・ 

オプション 

平成17年 

第３回 

ストック・ 

オプション 

権利確定前    （株）       

前連結会計年度末 2,013,294 85,000 1,255,000 

 付与 － － － 

 失効 28,625 － 405,000 

 権利確定 526,529 17,000 － 

 未確定残 1,458,140 68,000 850,000 

権利確定後    （株）       

前連結会計年度末 354,282 － － 

 権利確定 526,529 17,000 － 

 権利行使 42,319 － － 

 失効 6,753 － － 

 未行使残 831,739 17,000 － 



    

②単価情報 

  

  

  

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン① 

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン①２ 

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン② 

平成19年 

第５回 

ストック・ 

オプション 

権利確定前    （株）         

前連結会計年度末 － － － － 

 付与 180,000 240,000 1,201,000 3,031,835 

 失効 － － 24,000 － 

 権利確定 － － － － 

 未確定残 180,000 240,000 1,177,000 3,031,835 

権利確定後    （株）         

前連結会計年度末 － － － － 

 権利確定 － － － － 

 権利行使 － － － － 

 失効 － － － － 

 未行使残 － － － － 

  

平成16年 

第１回 

ストック・ 

オプション 

平成17年 

第２回 

ストック・ 

オプション 

平成18年 

第３回 

ストック・ 

オプション 

権利行使価格（円） 145 145 261 

行使時平均株価（円） 296 － － 

公正な評価単価（付与日） 

（円） 
－ － － 

  

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン① 

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン①２ 

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン② 

平成19年 

第５回 

ストック・ 

オプション 

権利行使価格（円） 251 251 251 313 

行使時平均株価（円） － － － － 

公正な評価単価（付与日） 

（円） 
145 151 141 209 



3. ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

当連結会計年度において付与された平成18年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のと
おりである。 

①使用した評価技法   ブラックショールズ式 

②主な基礎数値及び見積方法 

(注) １ 過去の当社普通株式の日次株価（各取引日における終値）に基づき算出している。算出期間はプランごとに異
なり、プラン①は８年５ヶ月（自 平成10年１月30日 至 平成18年６月30日）、プラン①２は８年11ヶ月
（自 平成９年７月31日 至 平成18年６月30日）、プラン②は７年11ヶ月（自 平成10年７月31日 至 平
成18年６月30日）を対象としている。 

   ２ 十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りは困難であるため、付与日から権利行使期間の中間点において行
使されるものと推定して見積りしている。 

   ３ 過去１年間の配当実績によっている。 

   ４ 予想残存期間に対応する期間に対応する平成18年６月30日における国債の利回りである。 

  
当連結会計年度において付与された平成19年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のと
おりである。 

①使用した評価技法   二項モデル 

②主な基礎数値及び見積方法 

(注) １ 過去の当社普通株式の日次株価（各取引日における終値）に基づき算出している。算出期間は10年（自 平成
９年１月10日 至 平成19年１月11日）を対象としている。 

   ２ 十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りは困難であるため、付与日から権利行使期間の終了日までの期間
を予想残存期間として見積りしている。 

   ３ 過去１年間の配当実績によっている。 

   ４ 予想残存期間に対応する期間に対応する平成19年１月11日における国債の利回りである。 

  
4. ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

基本的には、ストック・オプション付与者と同等の役職者の過去の辞職率又は退職率を将来の失効数の見積りに反映
している。ただし、平成19年第５回ストック・オプションについては、将来の失効数の合理的な見積りは困難である
ため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用している。 

  

前へ     

  

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン① 

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン①２ 

平成18年 

第４回 

ストック・ 

オプション 

プラン② 

株価変動性   (注)１ 57.236％ 58.086％ 57.187％ 

予想残存期間  (注)２ ８年５ヶ月 ８年11ヶ月 ７年11ヶ月 

予想配当    (注)３ ０円 ０円 ０円 

無リスク利子率 (注)４ 1.835％ 1.868％ 1.796％ 

  

平成19年 

第５回 

ストック・ 

オプション 

株価変動性   (注)１ 57.326％ 

予想残存期間  (注)２ 10年 

予想配当    (注)３ ０円 

無リスク利子率 (注)４ 1.728％ 



 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

  

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

  

  
一般素形材部品 

(百万円) 
機器装置類
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 41,647 2,395 44,042 － 44,042 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

20 － 20 (20) －

計 41,668 2,395 44,063 (20) 44,042 

売上損失引当金取崩額 (362) － (362) － (362) 

営業費用 40,040 2,361 42,401 723 43,125 

営業利益 1,990 34 2,024 (744) 1,279 

  
一般素形材部品 

(百万円) 
機器装置類
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 158,045 3,224 161,269 － 161,269 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

19 － 19 (19) －

計 158,064 3,224 161,289 (19) 161,269 

売上損失引当金取崩額 (279) － (279) － (279) 

営業費用 154,674 3,134 157,809 595 158,404 

営業利益 3,669 90 3,759 (615) 3,144 

  
一般素形材部品 

(百万円) 
機器装置類
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 136,902 8,800 145,702 － 145,702

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

39 － 39 (39) －

計 136,941 8,800 145,741 (39) 145,702

営業費用 133,263 7,903 141,166 1,259 142,426

営業利益 3,678 896 4,575 (1,298) 3,276



（注）１ 事業区分の方法 

  事業区分は、内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業区分の主要製品 

(1) 一般素形材部品………一般自動車部品（アルミホイール含む）、産業建機部品 

(2) 機器装置類  ………送・配電線用金具、環境装置 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前中間連結会計期間740百万円、当中間連結会計期

間611百万円、前連結会計年度1,295百万円であり、その主なものは中間連結財務諸表提出会社の本社の総務部門等管理部

門に係る費用である。 

４ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  （前中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、「ストック・
オプション等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第８号 平成17年12月27日) 及び「ストック・
オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31
日)を適用している。これによる事業の種類別セグメント情報に与える影響は軽微である。 

  

  （当中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より当社及び国内連
結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に
基づく減価償却の方法に変更している。当該変更に伴う事業の種類別セグメントの損益に与える影響は軽微である。 
また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取
得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に
わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中
間連結会計期間の営業費用は、「一般素形材部品」が238百万円、「機器装置類」が５百万円、「消去又は全社」が1
百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 
  

  （前連結会計年度） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストック・オプション
等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第８号 平成17年12月27日) 及び「ストック・オプション
等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日)を適用し
ている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、一般素形材部品の営業費用が75百万円、機器装置類
の営業費用が17百万円、消去又は全社の営業費用が15百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少してい
る。 
  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

 

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

  

  
日本 

(百万円) 
アジア
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高           

(1) 外部顧客に対する売上高 38,946 5,096 44,042 － 44,042 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

169 2,737 2,907 (2,907) －

計 39,116 7,833 46,949 (2,907) 44,042 

売上損失引当金取崩額 (278) (84) (362) － (362)

営業費用 37,374 7,972 45,347 (2,222) 43,125 

営業利益又は営業損失（△） 2,019 △55 1,964 (684) 1,279 

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

米国
(百万円) 

欧州
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                 

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

41,787 10,122 74,955 27,315 7,089 161,269 － 161,269

(2) セグメント間
の内部売上高 
又は振替高 

220 3,832 2,587 9 50 6,700 (6,700) －

計 42,008 13,954 77,542 27,324 7,139 167,970 (6,700) 161,269

売上損失引当金 
取崩額又は取崩額 

(66) 3 (216) － － (279) － (279)

営業費用 40,231 13,394 79,518 24,208 6,475 163,827 (5,422) 158,404 

営業利益 
又は営業損失（△） 

1,843 556 △1,759 3,116 664 4,422 (1,278) 3,144

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

米国
(百万円) 

欧州
(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高                 

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

82,694 13,308 34,329 12,180 3,189 145,702 － 145,702

(2) セグメント間
の内部売上高 
又は振替高 

397 5,895 1,270 527 1,835 9,927 (9,927) －

計 83,091 19,203 35,600 12,708 5,025 155,629 (9,927) 145,702 

営業費用 78,734 18,675 35,651 11,261 4,556 148,879 (6,453) 142,426 

営業利益又は 
営業損失(△) 

4,356 528 △51 1,447 468 6,749 (3,473) 3,276



（注）１ 国又は地域の区分の方法及びアジアに属する国 

(1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

(2) アジアに属する国   ……タイ国、中国、韓国、インド 

(3) 米国に属する国    ……アメリカ合衆国 

(4) 欧州に属する国    ……ドイツ、フランス、イギリス、イタリア、チェコ共和国、ルクセンブルグ 

２ 前連結会計年度より、株式の取得により新たに完全子会社となったメタルダイン社の拠点が属する所在地を勘案し、米

国、欧州、その他の区分を追加している。 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、「事業の種類別セグメント情報」の「（注）

３」に記載したもの及びメタルダイン社の本社の管理部門にかかる費用である。 

４ 前連結会計年度において、配賦不能営業費用として計上していたメタルダイン社ののれんの減価償却費については、当中間

連結会計期間より合理的な基準で各セグメントに配分している。 

５ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  (前中間連結会計期間) 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、「ストック・
オプション等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第８号 平成17年12月27日) 及び「ストック・
オプション等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31
日)を適用している。これによる所在地別セグメント情報に与える影響は軽微である。 
  

  (当中間連結会計期間) 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当中間連結会計期間より当社及び国内連
結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に
基づく減価償却の方法に変更している。当該変更に伴う所在地別セグメントの損益に与える影響は軽微である。 
また、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取
得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間に
わたり均等償却し、減価償却費に含めて計上している。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、当中
間連結会計期間の営業費用は、「日本」が244百万円、「消去又は全社」が１百万円それぞれ増加し、営業利益がそれ
ぞれ同額減少している。 
  

(前連結会計年度) 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より「ストック・オプション
等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第８号 平成17年12月27日) 及び「ストック・オプション
等に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31日)を適用し
ている。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、日本の営業費用が92百万円、消去又は全社の営業費
用が15百万円それぞれ増加し、営業利益がそれぞれ同額減少している。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自平成19年４月１日 至平成19年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

（注）１ 国又は地域の区分の方法 

  地理的近接度により区分している。 

２ 各区分に属する主な国または地域 

  アジア：タイ国、中国、韓国等 

  米国：アメリカ合衆国 

  北米：カナダ、メキシコ 

  欧州：ドイツ、フランス、イギリス等 

  その他：中東、アフリカ等 

３ 当中間連結会計期間より、平成19年１月11日に株式の取得により新たに完全子会社となったメタルダイン社の販売先（市

場）を勘案し、米国、欧州及び北米の区分を追加している。 

４ 海外売上高は、中間連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高である。 

  

  アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,889 250 5,139 

Ⅱ 連結売上高(百万円)     44,042 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高 
に占める割合(％) 

11.1 0.6 11.7

  アジア 米国 北米 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高 
(百万円) 

10,465 62,531 17,440 27,358 1,144 118,940

Ⅱ 連結売上高 
(百万円) 

    161,269

Ⅲ 海外売上高の 
連結売上高に 
占める割合 
(％) 

6.5 38.8 10.8 17.0 0.7 73.8

  アジア 米国 欧州 その他 計 

Ⅰ 海外売上高 
(百万円) 

12,772 27,946 12,870 9,245 62,834

Ⅱ 連結売上高 
(百万円) 

  145,702

Ⅲ 海外売上高の 
連結売上高に 
占める割合 
(％) 

8.8 19.2 8.8 6.3 43.1



(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項なし。 

  

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（パーチェス法適用） 

取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合の修正内容及び金額 

前連結会計年度に取得したメタルダイン社の取得原価の配分について、一部の項目において、連結財務諸表作成

時点における入手可能な合理的な情報等に基づき暫定的な会計処理を行っており、取得原価の配分は完了してい

なかった。 

当中間連結会計期間における取得原価の配分の見直しによるのれんの修正額は、次のとおりである。 

  

  

なお、上記の他一部の項目については、中間連結財務諸表作成時点において、取得原価の配分は完了していな

い。 

  

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（パーチェス法適用） 

   1. 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の

名称及び取得した議決権比率 

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容 

Metaldyne Corporation（以下、「メタルダイン社」という。） 

世界の自動車市場向けの輸送機器関連のメタル部品、アセンブリ及びモジュール製品（パワートレイン部

品、シャシー部品、振動制御部品など）の設計、製造、供給 

(2) 企業結合を行った主な理由 

一般素形材事業におけるグローバル展開及び付加価値の高いモジュール化製品領域の拡充 

(3) 企業結合日 

平成19年１月11日 

(4) 企業結合の法的形式 

株式取得（メタルダイン社を存続会社、Argon Acquisition Corp.を消滅会社とする三角合併方式を用いた交

付金合併による買収） 

(5) 結合後企業の名称 

   メタルダイン社 

(6) 取得した議決権比率 

   100.0％ 

  修正科目 のれんの修正金額 

  有形固定資産   1,423 百万円 

  無形固定資産   △216   

  繰延税金資産及び負債   △284   

  偶発税金債務   △416   

  その他   189   

  合計   695   



   2. 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

平成19年１月11日から平成19年４月１日まで 

   3. 被取得企業の取得原価及びその内訳 

    (注)  メタルダイン社の株式は、同社の買収と同時にMetaldyne Holdings LLCへ現物出資したため、

Metaldyne Holdings LLC出資金となっている。 

   4. 発生したのれんの金額、償却の方法及び償却期間 

(1) 発生したのれんの金額 

  49,888百万円 

(2) 発生原因 

メタルダイン社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力の合理的な見積りにより発生したもの

である。 

(3) 償却の方法 

定額法 

(4) 償却期間 

20年 

   5. 企業結合日により受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

(1) 資産の額 

(2) 負債の額 

   6. 取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理された金額及びその科目名 

(1) 研究開発費等に配分され費用処理された金額 

  278百万円 

(2) 科目名 

売上原価 

7. のれん以外の無形固定資産に配分された金額及びその主要な種類別の内訳並びに全体及び主要な種類別の加重

平均償却期間 

取得の対価  

メタルダイン社の株式(注) 45,391百万円

取得に直接要した支出  

買収関連デュー・デリジェンス 

費用及びアドバイザリー費用 
18  

取得原価 45,410  

流動資産 44,955百万円

固定資産 129,013  

資産合計 173,969  

流動負債 45,364  

固定負債 132,996  

負債合計 178,360  

少数株主持分 87  

主要な種類別の内訳  
加重平均 

償却年数 

特許権等 33,900百万円 20年 

顧客基盤等 26,860  15年 



   8. 取得原価の配分 

一部の項目において、連結財務諸表作成時点における入手可能な合理的な情報等に基づき暫定的な会計処理を

行っているため、取得原価の配分は完了していない。 

  

合計 60,760  17年 



 (１株当たり情報) 

  

（注）１ 当中間連結会計期間及び前連結会計年度の潜在調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり中間（当期）純損失であるため記載していない。 

２ 算定上の基礎 

  (1) １株当たり純資産額 

   

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 171.56円 １株当たり純資産額 190.00円 １株当たり純資産額 190.39円

１株当たり中間純利益 2.86円 １株当たり中間純損失 12.62円 １株当たり当期純損失 6.40円

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益 

2.84円     

  
前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 
（百万円） 

18,509 75,180 76,082

純資産の部の合計額から
控除する金額（百万円） 

8,179 25,874 26,676

（内、新株予約権） 7 267 108 

（内、少数株主持分） 2,509 1,288 2,724 

（内、優先株式に係る 
資本金及び資本剰余金） 

－ 16,486 16,486

（内、残余財産の 
分配額） 

－ 6,931 6,931

（内、Ａ種優先株式の 
累積配当額） 

－ 174 150

（内、Ｂ種優先株式の 
累積配当額） 

－ 112 74

（内、Ｃ種優先株式の 
累積配当額及び累積償還
差額） 

－ 613 200

普通株式に係る 
中間期末(期末)純資産額 

（百万円） 
10,329 49,305 49,405

１株当たり純資産額の 
算定に用いられた中間期
末(期末)の普通株式の数 

（千株） 

60,211 259,501 259,502



(2) １株当たり中間純利益又は中間(当期)純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間純利益 
又は中間(当期)純損失 
（△） 

      

中間純利益又は中間 
(当期)純損失（△）  

(百万円) 
283 △2,798 △665 

普通株主に帰属しない 
金額     (百万円) 

－ 476 325

（内、Ａ種優先株式 
配当金） 

－ 24 50

（内、Ｂ種優先株式 
配当金） 

－ 37 74

（内、Ｃ種優先株式 
配当金及び償還差額 
当期負担分） 

－ 413 200

普通株式に係る中間 
純利益又は中間(当期) 
純損失（△） (百万円) 

283 △3,274 △991

期中平均普通株式数 
（千株） 

60,207 259,501 99,162

期中平均転換株式数 
（千株） 

39,098 － 55,668

期中平均株式数 
（千株） 

99,305 259,501 154,830

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

      

中間(当期)純利益調整額
(百万円) 

－ － － 

普通株式増加数 (千株) 641 － － 

（内、新株予約権） 641 － － 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
の算定に含めなかった潜
在株式の概要 

―――――――― ―――――――― 新株予約権 
臨時株主総会の特別決
議日 
平成18年11月16日 

 新株予約権 
 （3,031,835個） 
詳細については、「第
４ 提出会社の状況
１ 株式の状況 (２)
新株予約権等の状況」
に記載のとおりであ
る。 



(重要な後発事象) 
前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

該当事項なし。 
  

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 
該当事項なし。 

  

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項なし。 

  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 ※2 2,604     2,690     3,346    

２ 受取手形 ※2,8 1,112     861     1,502    

３ 売掛金 ※2 8,494     10,469     11,365    

４ たな卸資産 ※2 5,527     5,905     5,053    

５ その他 ※2 2,819   

  

  3,374     3,949    

貸倒引当金   △29   △28     △32  

流動資産合計     20,529 39.7   23,273 21.2   25,185 22.7

Ⅱ 固定資産                    

(1) 有形固定資産 ※1                  

１ 建物 ※2 2,505     2,423     2,481    

２ 機械及び装置 ※2 2,333     2,543     2,643    

３ 土地 ※2 8,978     8,965     8,965    

４ その他 ※2 2,667     2,372     2,375    

有形固定資産合計     16,485 31.9   16,305 14.8   16,465 14.9

(2) 無形固定資産     538 1.0   422 0.4   492 0.4

(3) 投資その他の資産                    

１ 投資有価証券 ※2 185     179     224    

２ 関係会社株式 ※2 8,331     10,001     8,331    

３ 関係会社出資金 ※2 ―     54,378     54,329    

  ４ 関係会社 
    長期貸付金 

※2 4,701     4,250     4,450    

５ その他 ※2 1,191     870     1,165    

貸倒引当金   △221     △211     △213    

投資その他の資産 
合計 

    14,188 27.4   69,468 63.4   68,287 61.8

固定資産合計     31,212 60.3   86,196 78.6   85,245 77.1

Ⅲ 繰延資産     － －   174 0.2   212 0.2

資産合計     51,742 100.0   109,643 100.0   110,642 100.0

            



  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 支払手形 ※8 1,819     575     2,202    

２ 買掛金   6,441     9,306     8,308    

３ 短期借入金 ※2,7 3,550     4,150     4,100    

４ 未払法人税等   36     45     161    

５ 賞与引当金   521     665     680    

６ 役員賞与引当金   －     40     61    

７ 売上損失引当金   307     323     416    

８ 製品補償引当金   11     8     14    

９ 完成工事補償引当金   42     26     43    

10 その他  ※8,9 2,470     1,993     2,709    

流動負債合計     15,201 29.4   17,135 15.6   18,698 16.9

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 ※2,7 15,950     15,537     15,282    

２ 再評価に係る 
  繰延税金負債 

  2,818   2,816 2,816   

３ 退職給付引当金   1,592     1,567     1,580    

４ 役員退職慰労引当金   114     159     126    

５ 環境対策引当金   140     140     140    

６ その他   728     508     607    

固定負債合計     21,345 41.2   20,729 18.9   20,553 18.6

負債合計     36,546 70.6   37,865 34.5   39,251 35.5

(純資産の部)                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     7,220 14.0   34,384 31.4   34,384 31.1

２ 資本剰余金                    

(1) 資本準備金   8,144     35,309     35,308    

資本剰余金合計     8,144 15.7   35,309 32.2   35,308 31.9

３ 利益剰余金                    

(1) 利益準備金   760     760     760    

(2) その他利益剰余金                    

別途積立金   3,904     3,904     3,904    

繰越利益剰余金   △8,096     △5,914     △6,170    

利益剰余金合計     △3,432 △6.6   △1,250 △1.1   △1,506 △1.4

４ 自己株式     △15 △0.0   △18 △0.0   △17 △0.0

株主資本合計     11,916 23.1   68,425 62.5   68,169 61.6

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券 
  評価差額金   44   0.1 40 0.0 68   0.1

２ 繰延ヘッジ損益   178   0.3 －   － －   －

３ 土地再評価差額金   3,048   5.9 3,044   2.8 3,044   2.7

評価・換算差額等 
合計    3,271 6.3 3,085 2.8   3,112 2.8

Ⅲ 新株予約権     7 0.0   267 0.2   108 0.1

純資産合計     15,195 29.4   71,778 65.5   71,390 64.5

負債純資産合計     51,742 100.0   109,643 100.0   110,642 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     21,458 100.0   24,384 100.0   49,548 100.0

Ⅱ 売上原価     18,762 87.5   21,399 87.8   42,926 86.6

Ⅲ 売上損失引当金 
取崩額(△) 

    △444 △2.1   △92 △0.4   △335 △0.6

売上総利益     3,140 14.6   3,077 12.6   6,957 14.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費     2,400 11.2   2,674 10.9   5,259 10.6

営業利益     739 3.4   402 1.7   1,698 3.4

Ⅴ 営業外収益 ※2   140 0.7   154 0.6   272 0.6

Ⅵ 営業外費用 ※3   345 1.6   422 1.8   824 1.7

経常利益     534 2.5   134 0.5   1,146 2.3

Ⅶ 特別利益 ※4   32 0.2   159 0.7   41 0.1

Ⅷ 特別損失 ※5,6   256 1.2   57 0.2   334 0.7

税引前中間(当期) 
純利益 

    311 1.5 237 1.0   853 1.7

法人税、住民税 
及び事業税 

  45   47 85   

法人税等調整額   △3 41 0.2 △66 △19 △0.1 △1,423 △1,338 △2.7

中間(当期)純利益     269 1.3 256 1.1   2,192 4.4

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 7,218 8,142 8,142 

中間会計期間中の変動額       

 新株の発行 1 1 1 

 土地再評価差額金の取崩       

 中間純利益       

 自己株式の取得       

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)       

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 1 1 1 

平成18年９月30日残高(百万円) 7,220 8,144 8,144 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 760 3,904 △8,371 △3,706 △14 11,640 

中間会計期間中の変動額             

 新株の発行           3 

 土地再評価差額金の取崩     4 4   4 

 中間純利益     269 269   269 

 自己株式の取得         △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － 274 274 △1 275 

平成18年９月30日残高(百万円) 760 3,904 △8,096 △3,432 △15 11,916 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 40 － 3,052 3,093 － 14,734 

中間会計期間中の変動額             

 新株の発行           3 

 土地再評価差額金の取崩           4 

 中間純利益           269 

 自己株式の取得           △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 3 178 △4 177 7 185 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 3 178 △4 177 7 461 

平成18年９月30日残高(百万円) 44 178 3,048 3,271 7 15,195 



当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 34,384 35,308 35,308 

中間会計期間中の変動額       

 新株の発行 0 0 0 

 中間純利益       

 自己株式の取得       

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)       

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 0 0 0 

平成19年９月30日残高(百万円) 34,384 35,309 35,309 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 760 3,904 △6,170 △1,506 △17 68,169 

中間会計期間中の変動額             

 新株の発行           0 

 中間純利益     256 256   256 

 自己株式の取得         △1 △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)             

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) － － 256 256 △1 255 

平成19年９月30日残高(百万円) 760 3,904 △5,914 △1,250 △18 68,425 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 68 3,044 3,112 108 71,390 

中間会計期間中の変動額           

 新株の発行         0 

 中間純利益         256 

 自己株式の取得         △1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △27 － △27 158 131 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △27 － △27 158 387 

平成19年９月30日残高(百万円) 40 3,044 3,085 267 71,778 



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 7,218 8,142 8,142 

事業年度中の変動額       

 新株の発行       

 当期純利益 27,165 27,165 27,165 

 自己株式の取得       

 土地再評価差額金の取崩       

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)       

事業年度中の変動額合計(百万円) 27,165 27,165 27,165 

平成19年３月31日残高(百万円) 34,384 35,308 35,308 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 760 3,904 △8,371 △3,706 △14 11,640 

事業年度中の変動額             

 新株の発行           54,331 

 当期純利益     2,192 2,192   2,192 

 自己株式の取得         △3 △3 

 土地再評価差額金の取崩     8 8   8 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)             

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 2,200 2,200 △3 56,528 

平成19年３月31日残高(百万円) 760 3,904 △6,170 △1,506 △17 68,169 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 40 3,052 3,093 － 14,734 

事業年度中の変動額           

 新株の発行         54,331 

 当期純利益         2,192 

 自己株式の取得         △3 

 土地再評価差額金の取崩         8 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 27 △8 18 108 127 

事業年度中の変動額合計(百万円) 27 △8 18 108 56,656 

平成19年３月31日残高(百万円) 68 3,044 3,112 108 71,390 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準 
  及び評価方法 

(1) 有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法
（評価差額は全部純
資産直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算定
している。） 

(1) 有価証券
  その他有価証券 
   時価のあるもの 

  同左 

(1) 有価証券 
  その他有価証券 
   時価のあるもの 
   期末決算日の市場価

格等に基づく時価法
（評価差額は全部純
資産直入法により処
理し、売却原価は移
動平均法により算定
している。） 

     時価のないもの 
   移動平均法による原

価法 

  時価のないもの
同左 

  時価のないもの 
同左 

    子会社株式及び関連会
社株式 

   移動平均法による原
価法 

 子会社株式及び関連会
社株式 

同左 

 子会社株式及び関連会
社株式 

同左 

  (2) たな卸資産 
   総平均法による原価

法  

(2) たな卸資産
同左 

(2) たな卸資産 
同左 

２ 固定資産の 
  減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 
建物(建物附属設備を
除く)及び工具器具備
品に含まれる金型 

   定額法 

(1) 有形固定資産
建物(建物附属設備を
除く)及び工具器具備
品に含まれる金型 

     同左 

(1) 有形固定資産 
建物(建物附属設備を
除く)及び工具器具備
品に含まれる金型 

     同左 
    その他の有形固定資産

   定率法 
 その他の有形固定資産

   定率法 
 その他の有形固定資産

   定率法 
     なお、主な耐用年数

は以下のとおりであ
る。 

   建物   10～50年 
   機械及び装置  
        ４～12年 
   工具器具備品 

２～６年 

  なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
る。 

   建物   10～50年 
   機械及び装置  
        ４～12年 
   工具器具備品 

２～６年 
  （会計方針の変更） 
  法人税法の改正（（所

得税法等の一部を改正
する法律 平成19年３
月30日 法律第６号）
及び（法人税法施行令
の一部を改正する法令
平成19年３月30日 政
令第83号））に伴い、
平成19年４月１日以降
に取得した有形固定資
産について、改正後の
法人税法に基づく減価
償却の方法に変更して
いる。なお、当該変更
に伴う損益に与える影
響は軽微である。 

  なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
る。 

   建物   10～50年 
   機械及び装置  
        ４～12年 
   工具器具備品 

２～６年 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     （追加情報）
  法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日
以前に取得した資産に
ついては、改正前の法
人税法に基づく減価償
却の方法の適用により
取得価額の５％に到達
した事業年度の翌事業
年度より、取得価額の
５％相当額と備忘価額
との差額を５年間にわ
たり均等償却し、減価
償却費に含めて計上し
ている。 
この結果、従来の方法
に比べ、営業利益、経
常利益及び税引前中間
純利益がそれぞれ56百
万円減少している。 

  (2) 無形固定資産 
  ソフトウェア 
   自社利用のソフトウ

ェアについて社内に
おける利用可能期間
（５年）に基づく定
額法 

(2) 無形固定資産
  ソフトウェア 

同左 

(2) 無形固定資産 
  ソフトウェア 

同左 

    その他の無形固定資産
   定額法 

 その他の無形固定資産
同左 

 その他の無形固定資産
同左 

  (3) 投資その他の資産 
  長期前払費用 
   定額法 

(3) 投資その他の資産
  長期前払費用 
     同左 

(3) 投資その他の資産 
  長期前払費用 
     同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 繰延資産の処理 
方法 

―――――――――― 株式交付費
月数を基準とした３年間の
定額法により償却 
  

株式交付費 
月数を基準とした３年間の
定額法により償却 
（株式交付費の会計処理方
法の変更） 
当事業年度から、「繰延資
産の会計処理に関する当面
の取扱い」（企業会計基準
委員会 実務対応報告第19
号 平成18年８月11日）を
適用している。これによ
り、従来は株式交付費を支
出時の費用として処理して
いたが、当事業年度より企
業規模の拡大のために行う
資金調達などの財務活動に
かかる株式交付費について
は繰延資産に計上すること
にした。この変更は、当事
業年度においてメタルダイ
ン社の買収による完全子会
社化と同社の既存借入金の
返済のため多額の資金調達
を行い、これに伴う株式交
付費が多額であることから
その支出の効果の及ぶ期間
にわたって費用配分するも
のである。この変更によ
り、従来と同一の基準によ
った場合に比べ、営業外費
用として計上していた株式
交付費は212百万円減少
し、経常利益及び税引前当
期純利益は、それぞれ同額
多く計上されている。 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
  売上債権、貸付金等の

貸倒損失に備えるた
め、一般債権は貸倒実
績率により、貸倒懸念
債権等特定債権は個別
に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を
計上している。 

(1) 貸倒引当金
同左 

(1) 貸倒引当金 
同左 

  (2) 賞与引当金 
  従業員の賞与支給に備

えるため、支給見込額
基準により計上してい
る。 

(2) 賞与引当金
同左 

(2) 賞与引当金 
同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3) ――――――――― 
   

(3) 役員賞与引当金
役員の賞与支給に備え
るため、支給見込額基
準により計上してい
る。 

  

(3) 役員賞与引当金 
役員の賞与支給に備え
るため、支給見込額基
準により計上してい
る。 
（役員賞与に関する会
計基準） 
当事業年度から、「役
員賞与に関する会計基
準」（企業会計基準委
員会 企業会計基準第
４号 平成17年11月29
日）を適用している。
従来より費用処理して
いたため、これによる
営業利益、経常利益、
税引前当期純利益及び
当期純利益に与える影
響はない。なお、貸借
対照表については前事
業年度まで「未払費
用」に含めて表示して
いたが、当事業年度か
ら「役員賞与引当金」
として区分掲記してい
る。 

  (4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間会
計期間において発生し
ていると認められる額
を計上している。 

  また、数理計算上の差
異は、各期の発生時に
おける従業員の平均残
存勤務期間以内の一定
の年数（10年）による
定額法により按分した
額をそれぞれ翌期から
費用処理することとし
ている。 

(4) 退職給付引当金
同左 

(4) 退職給付引当金 
  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度
末における退職給付債
務及び年金資産の見込
額に基づき計上してい
る。 

  また、数理計算上の差
異は、その発生時の従
業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数
（10年）による定額法
により按分した額をそ
れぞれ発生の翌期から
費用処理することとし
ている。 

  (5) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、内
規に基づく当中間会計
期 間 末 要 支 給 額 の
100％ を 計 上 し て い
る。 

(5) 役員退職慰労引当金
同左 

(5) 役員退職慰労引当金 
  役員の退職慰労金の支

払いに備えるため、内
規に基づく期末要支給
額の100％を計上して
いる。 

  (6) 環境対策引当金 
  ポリ塩化ビフェニル

（PCB）の処分等に係
る支出に備えるため、
処理費用の見積額を計
上している。 

(6) 環境対策引当金
     同左 

(6) 環境対策引当金 
     同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (7) 売上損失引当金 
  継続受注品のうち、車

種別に売上損益を計算
した結果、損失となる
製品売上について、そ
の売上損失の発生に備
えるため、当中間会計
期間後６ヶ月間を対象
に、外部調査会社の車
種別生産予測データ等
を用いて見積もった当
該車種別の生産台数
に、当中間期末時点の
車種別・台当たり売上
損失を乗じた見込額を
計上している。なお、
受注環境の変化を踏ま
えて、当中間会計期間
より見積対象期間を１
年間から６ヶ月間に変
更した。 

(7) 売上損失引当金
継続受注品のうち、車
種別に売上損益を計算
した結果、損失となる
製品売上について、そ
の売上損失の発生に備
えるため、当中間会計
期間後６ヶ月間を対象
に、外部調査会社の車
種別生産予測データ等
を用いて見積もった当
該車種別の生産台数
に、当中間会計期間末
時点の車種別・台当た
り売上損失を乗じた見
込額を計上している。 

(7) 売上損失引当金 
継続受注品のうち、車
種別に売上損益を計算
した結果、損失となる
製品売上について、そ
の売上損失の発生に備
えるため、当事業年度
末後６ヶ月間を対象
に、外部調査会社の車
種別生産予測データ等
を用いて見積もった当
該車種別の生産台数
に、当事業年度末時点
の車種別・台当たり売
上損失を乗じた見込額
を計上している。な
お、受注環境の変化を
踏まえて、当事業年度
より見積対象期間を１
年間から６ヶ月間に変
更した。 

  (8) 製品補償引当金 
  販売製品に対して将来

発生するクレームに対
応するため、過去の実
績を基準にして製品補
償引当金を計上してい
る。 

(8) 製品補償引当金
     同左 

(8) 製品補償引当金 
     同左 

  (9) 完成工事補償引当金 
  完成工事に関する瑕疵

担保の費用に備えるた
め、過去の補償実績割
合に基づいて計上して
いる。 

(9) 完成工事補償引当金
     同左  

(9) 完成工事補償引当金 
  同左 

４ 外貨建資産及び 
  負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中
間決算日の直物等為替相場
により円貨に換算し、換算
差額は損益として処理して
いる。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期
末日の直物等為替相場によ
り円貨に換算し、換算差額
は損益として処理してい
る。 

５ リース取引の 
  処理方法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に
準じた会計処理によってい
る。 

同左 同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジによってい
る。なお、振当処理の
要件を満たしている為
替予約については振当
処理によっている。 

―――――――――― ―――――――――― 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対
象 

  当中間会計期間にヘッ
ジ会計を適用したヘッ
ジ手段とヘッジ対象は
次のとおりである。 
ヘッジ手段…為替予約 
ヘッジ対象…外貨建子
会社株式取得に係る予
定取引 

  

  (3) ヘッジ方針 
  デリバティブ取引に関

する権限規定及び取引
に関する限度額を定め
た内部規定に基づき、
ヘッジ対象に係る為替
相場変動リスクを一定
の範囲内でヘッジして
いる。 

  

  (4) ヘッジ有効性評価の方
法 
ヘッジ対象のキャッシ
ュ・フロー変動の累計
または相場変動とヘッ
ジ手段のキャッシュ・
フロー変動の累計また
は相場変動を比較し、
両者の変動額等を基礎
にしてヘッジ有効性を
評価している。 

  

７ その他中間財務諸
表（財務諸表）作
成のための基本と
なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 
  税抜方式 

(1) 消費税等の会計処理
同左 

(1) 消費税等の会計処理 
同左 

(2) 売上高の計上基準 
完成工事高の計上に関
して、長期請負工事
（請負金額１億円以上
かつ工期１年以上）に
ついては、工事進行基
準によっている。な
お、当中間会計期間に
おける工事進行基準に
よる完成工事高は149
百万円である。 

(2) 売上高の計上基準
完成工事高の計上に関
して、長期請負工事
（請負金額１億円以上
かつ工期１年以上）に
ついては、工事進行基
準によっている。な
お、当中間会計期間に
おける工事進行基準に
よる完成工事高は390
百万円である。 

(2) 売上高の計上基準 
完成工事高の計上に関
して、長期請負工事
（請負金額１億円以上
かつ工期１年以上）に
ついては、工事進行基
準によっている。な
お、当事業年度におけ
る工事進行基準による
完成工事高は1,858百
万円である。 



  
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する事項） 
当中間会計期間から「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 企業会
計基準第５号 平成17年12月９日)
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
(企業会計基準委員会 企業会計基
準適用指針第８号 平成17年12月９
日)を適用している。従来の資本の
部の合計に相当する金額は15,009百
万円である。なお、中間財務諸表等
規則の改正により、当中間会計期間
における中間貸借対照表の純資産の
部については、改正後の中間財務諸
表等規則により作成している。 

――――――――――
  

（貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準） 
当事業年度から、「貸借対照表の
純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 企業
会計基準第５号 平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適
用指針」（企業会計基準委員会
企業会計基準適用指針第８号 平
成17年12月９日）を適用してい
る。従来の資本の部の合計に相当
する金額は71,281百万円である。
なお、財務諸表等規則の改正によ
り、当事業年度における貸借対照
表の純資産の部については、改正
後の財務諸表等規則により作成し
ている。 

（ストック・オプション等に関する
会計基準） 
当中間会計期間より、「ストック・
オプション等に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 企業会計基
準第８号 平成17年12月27日) 及び
「ストック・オプション等に関する
会計基準の適用指針」(企業会計基
準委員会 企業会計基準適用指針第
11号 平成18年５月31日)を適用し
ている。これによる営業利益、経常
利益、税引前中間純利益及び中間純
利益に与える影響は軽微である。 

――――――――――
  

（ストック・オプション等に関す
る会計基準） 
当事業年度から、「ストック・オ
プション等に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 企業会計
基準第８号 平成17年12月27日）
及び「ストック・オプション等に
関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準委員会 企業会計基準
適用指針第11号 平成18年５月31
日）を適用している。これによる
営業利益、経常利益及び税引前当
期純利益に与える影響は108百万円
である。 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間貸借対照表関係） 
前中間会計期間まで投資等その他の資産の「その他」に
含めて表示していた「関係会社長期貸付金」は、当中間
会計期間において資産総額の100分の５を超えたため区
分掲記した。なお、前中間会計期間における当該金額は
241百万円である。 

（中間貸借対照表関係）
前中間会計期間まで投資等その他の資産の「その他」に
含めて表示していた「関係会社出資金」は、当中間会計
期間において資産総額の100分の５を超えたため区分掲
記した。なお、前中間会計期間における当該金額は187
百万円である。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（Metaldyne Corporationの子会社
化） 
当社は、買収のために設立された当
社の米国100％子会社Argon  
Acquisition Corp.と自動車機能部
品の世界的な主要メーカーである米
国Metaldyne Corporationとを合併
させることにより、Metaldyne  
Corporationを当社の完全子会社と
する（以下「本件買収」という。）
ことを、平成18年９月１日開催の取
締役会において決議した。 
1.目的 
Metaldyne  Corporationは、自動車
のパワートレイン、シャシー向けシ
ステム及びモジュールの世界有数の
サプライヤーであり、本件買収を通
じて当社は、Metaldyne 
Corporationの有する精密加工や振
動制御等のエンジニアリング・設計
及び製造技術といった、より付加価
値の高い領域を取り込むことにな
る。また同時に、コネクティングロ
ッド等のMetaldyne Corporationの
優れた焼結金属製品を加えることに
よって、当社の鋳造・鍛造技術の製
品群の一層の拡充を図る。一方、当
社のグローバル展開の視点からも、
北米、欧州、中国、韓国、インド、
ブ ラ ジ ル 等 に 拠 点 を 有 す る
Metaldyne Corporationの買収は、
事業領域を補完的に拡大することに
なり、当社戦略を一層推し進めるも
のになる。本件買収によって当社
は、より付加価値の高いモジュール
化された領域においても、自動車メ
ーカーのニーズにより柔軟に、そし
てよりグローバルに対応することが
可能となる。 

―――――――――― ―――――――――― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

2.株式の取得方法 
Argon Acquisition Corp.は、 
Metaldyne Corporationの普通株主
及び優先株主に対し、現金を支払う
交付金合併を行う。本件買収によ
り、Metaldyne  Corporationの普通
株主（発行済普通株式の合計約42.8
百万株）及び同社のＢ種優先株主
（発行済優先株式の合計約0.2百万
株）に対して83百万米ドル（約98億
円）、Ａ種優先株主及びＡ－１種優
先株主（発行済優先株式の合計約
1.0百万株）に対して98百万米ドル
（約115億円）の現金を支払うこと
となる。 
Metaldyne Corporationの主要株主
は、かかる合併交付金をもって、当
社が第三者割当増資により発行する
株式を引き受ける契約を締結してい
る。 
さらに、アールエイチジェイ・イン
ターナショナル SA/NV並びにこれと
共同して投資を行う三井物産㈱及び
中央三井グロースキャピタル第二号
投資事業有限責任組合は当社普通株
式の第三者割当を受けることに合意
している。 
本件買収は、Metaldyne  
Corporationを存続会社とするいわ
ゆる三角合併方式を用いた交付金合
併 に よ る 買 収 で あ り、Argon 
Acquisition Corp.は合併に伴い解
散 す る。す な わ ち、Metaldyne 
Corporation の 株 主 が 保 有 す る
Metaldyne Corporationの株式は、
Argon Acquisition Corp.が交付す
る現金（合併交付金）と引き換えに
消 滅 し、当 社 が 保 有 す る Argon 
Acquisition Corp.の株式は、合併
後の存続会社の株式として置き換え
られることになる。 
このように交付金合併により、
Metaldyne Corporationの株主は全
員交付金の取得と引き換えに、
Metaldyne Corporationの株主とし
ての地位を失い、当社が、存続会社
であるMetaldyne Corporationの完
全親会社となる。 

――――――――――
  

―――――――――― 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当社の完全子会社となる 
Metaldyne Corporationの概要 
(1) 商号 Metaldyne Corporation 
(2) 代表者 
ティモシー・D・ルーリエット 
(3) 所在地  
米国ミシガン州プリムス 
(4) 設立年月日 平成12年11月 
(5) 主な事業の内容 
世界の自動車市場向けの輸送機器関
連のメタル部品、アッセンブリー及
びモジュール製品（パワートレイン
部品、シャーシ部品、振動制御部
品、など）の設計、製造、供給 
(6) 決算期 
12月31日の直近の日曜日 
(7) 従業員数 約6,500人 
(8) 主な事業所 
米国ミシガン州プリムス 
(9) 資本金 769億94百万円 
3. 日程（予定） 
本件買収について実行予定日を平成
18年11月17日に予定していたが、
Metaldyne  Corporation に お け る
2013年満期シニア・ノート（総額１
億5000万米ドル、利率10％）及び
2012年満期シニア・サボーディネイ
テッド・ノート（総額２億5000万米
ドル、利率11％）の債権者による同
意の取得に係る手続の遅れにより、
当初予定されていた実行予定日が延
期されることとなった。変更後の実
行予定日は、遅くとも平成19年１月
16日までの日とする予定である。 

――――――――――
  

―――――――――― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（第三者割当による新株式（普通株
式及びＣ種優先株式）の発行） 
当社の平成18年９月1日開催の取締
役会において、第三者割当増資によ
る新株式（普通株式、Ｃ種優先株
式）の発行について決議した。ま
た、平成18年10月13日開催の取締役
会及び平成18年11月30日開催の取締
役会において、当該新株発行にかか
る普通株式の割当先に対する割当株
式数、総割当株数（減少）、申込期
間及び払込期日、並びにＣ種優先株
式の申込期間及び払込期間に関して
変更する決議をした。 
その概要は次のとおりである。 
1.普通株式 
(1) 発行株式数 
  普通株式 166,581,405株 
(2) 発行価額 
  １株につき206円 
(3) 発行価額の総額 
  34,315,769,430円 
(4) 資本組入額 
  １株につき103円 
(5) 申込期間 

平成18年12月18日～ 
平成19年１月16日 

(6) 払込期日 
平成18年12月18日～ 
平成19年１月16日 

(7) 割当先及び割当株式数 

(8) 資金の使途 
Metaldyne Corporationの買収
資金に充当する予定である。 

アールエイチジェイ・

インターナショナル 

SA/NV 
48,361,286株

三井物産㈱ 56,895,631株

中央三井グロースキャ

ピタル第二号投資事業

有限責任組合 
7,281,553株

その他26割当先 54,042,935株

――――――――――
  

―――――――――― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

2.Ｃ種優先株式 
(1) 発行株式数 
  Ｃ種優先株式 179,179株 
(2) 発行価額 
  １株につき64,104円 
(3) 発行価額の総額 
  11,486,090,616円 
(4) 資本組入額 
  １株につき32,052円 
(5) 申込期間 

平成18年12月18日～ 
平成19年１月16日 

(6) 払込期間 
平成18年12月18日～ 
平成19年１月16日 

(7) 割当先及び割当株式数 

(8) 資金の使途 
Metaldyne Corporationの買収
資金に充当する予定である。 

ダイムラー・クライスラ

ー・コーポレーション 
97,098株

マスコ・コーポレーショ

ン 
82,081株

――――――――――
  

―――――――――― 

（ストックオプションの発行） 
当社は平成18年９月１日開催の取締
役会及び平成18年11月16日開催の臨
時株主総会において、会社法第236
条、第238条及び第239条に基づき、
Metaldyne Corporationの取締役及
び従業員に対して、ストックオプシ
ョンとして下記の新株予約権を発行
することを決議した。これは、米国
Metaldyne Corporationの買収に伴
い、現在Metaldyne  
Corporationのストックオプション

を保有している者に対し、同ストッ

クオプションの消滅と引換えに当社

のストックオプションを付与するも

のである。 
当該制度の内容は次のとおりであ
る。 
(1) 決議年月日 
  平成18年11月16日 
(2) 付与対象者の区分 
  Metaldyne Corporationの 

取締役及び従業員 
(3) 新株予約権の目的となる株式の

種類 
  当社普通株式 

――――――――――
  

―――――――――― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 株式の数 
  5,000,000株 

当社が株式分割、株式併合また
は株式の無償割当てをなす場
合、次の算式により未行使の新
株予約権の目的となる株式数を
調整し、調整の結果生じる１株
未満の端数は、これを切り捨て
る。 
調整後株式数＝ 
調整前株式数× 
分割・併合・無償割当ての比率 
上記の他、下記に定める行使価
額（以下「行使価額」とい
う。）の調整事由が生じた場合
にも、各新株予約権につき、調
整後株式数に調整後行使価額を
乗じた額が調整前株式数に調整
前行使価額を乗じた額と同額に
なるよう、各新株予約権の行使
により発行される株式の数は適
切に調整されるものとする。 

(5) 新株予約権行使時の払込金額 
新株予約権の割当日の直前の取
引日の終値（取引が成立しない
場合はそれに先立つ直近日の終
値）。 
当社が株式分割、株式併合また
は無償割当てを行う場合には、
１株当たりの行使価額を以下に
定める算式により調整し、調整
の結果生じる１円未満の端数
は、これを切り上げるものとす
る。 

上記の他、新株予約権発行日後
に、当社が他社と当社が存続会
社となる吸収合併を行う場合、
会社分割を行う場合、その他こ
れらの場合に準じ、行使価額の
調整を必要と認める場合には、
当社の取締役会が１株当たりの
行使価額をその裁量で適切に調
整できるものとする。 

(6) 新株予約権の行使期間 
発行日の１年後の応当日～ 
平成30年１月16日 

(7) 新株予約権の行使の条件 
①新株予約権の一部行使はでき
ないものとする。 

②新株予約権の譲渡、質入その
他の処分は認めない。 

③その他の権利行使の条件は、
当社と新株予約権者の間で締
結されるストックオプショ
ン・アグリーメントに定める
ものとする。 

(8) 新株予約権の譲渡に関する条件 
当社取締役会の承認を要するも
のとする。 

調整後行使価額＝ 
調整前行使価額× 

１ 
分割・併合・無償割当ての

比率 

――――――――――
  

―――――――――― 



  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――――――――― 
  

―――――――――― （スプレッド方式による新株発
行） 
平成19年３月５日付欧州を中心と
する海外市場（ただし、米国を除
く。）における募集による当社普
通株式の発行は、引受会社が引受
価額で買取引受を行い、これを引
受価額と異なる発行価格で一般投
資家に販売するスプレッド方式に
よっている。これにより、発行価
格と引受価額の差額353百万円が事
実上の引受手数料となっている。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

26,382百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額 

     25,915百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累
計額 

25,483百万円 
※２ 担保資産及び担保付債務 

 借入金19,500百万円(一年以内
に返済予定の長期借入金1,050
百万円、長期借入金15,950百
万円、短期借入金2,500百万
円)の担保に供しているもの
は、次のとおりである。 

※２ 担保資産及び担保付債務
 借入金19,387百万円(一年以内
に返済予定の長期借入金1,300
百万円、長期借入金15,537百
万円、短期借入金2,550百万
円)の担保に供しているもの
は、次のとおりである。 

※２ 担保資産及び担保付債務 
 借入金19,382百万円(一年以
内に返済予定の長期借入金 
1,300百万円、長期借入金 
15,282百万円、短期借入金 
2,800百万円)の担保に供して
いるものは、次のとおりであ
る。 

現金及び預金 1,928百万円

受取手形 1,112 

売掛金 228 

たな卸資産 5,527 

短期貸付金 2,011 

未収入金 9 

建物 2,352 

構築物 811 

機械及び装置 2,161 

工具器具備品 224 

土地 8,889 

投資有価証券 167 

関係会社株式 8,286 
関係会社 
長期貸付金 

4,701 

計 38,414 

現金及び預金 2,041百万円

受取手形 861 

売掛金 233 

たな卸資産 5,905 

短期貸付金 1,787 

建物 2,287 

構築物 778 

機械及び装置 2,488 

工具器具備品 241 

土地 8,882 

投資有価証券 161 

関係会社株式 10,001 
関係会社
出資金 

53,912

関係会社
長期貸付金 

4,250

計 93,834 

現金及び預金 2,261百万円

受取手形 1,502 

売掛金 635 

たな卸資産 5,053 

短期貸付金 2,189 

建物 2,345 

構築物 805 

機械及び装置 2,626 

工具器具備品 289 

土地 8,882 

投資有価証券 206 

関係会社株式 8,331 

関係会社
出資金 

53,912 

関係会社
長期貸付金 

4,450 

計 93,492 
 ３ 保証債務  ３ 保証債務 ３ 保証債務

従業員 
(銀行モーターローン) 
  0百万円
Asahi Tec Aluminium 
（Thailand） Co.,Ltd. 
(銀行借入金、リース債務) 
  3,637百万円

(1,063百万タイバーツ他)
Asahi Tec Metals 
（Thailand） Co.,Ltd. 
(銀行借入金) 
  444百万円

(141百万タイバーツ)
計 4,083百万円

Asahi Tec Aluminium
（Thailand） Co.,Ltd. 
(銀行借入金、リース債務) 
  3,468百万円

(888百万タイバーツ他)
Asahi Tec Metals
（Thailand） Co.,Ltd. 
(銀行借入金) 
  589百万円

(160百万タイバーツ)
計 4,057百万円

Asahi Tec Aluminium  
（Thailand） Co.,Ltd. 
(銀行借入金、リース債務) 

3,648百万円
(925百万タイバーツ他)

Asahi Tec Metals 
（Thailand） Co.,Ltd. 
(銀行借入金) 

  520百万円
(141百万タイバーツ)

計  4,168百万円



  
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

４ テクノメタル㈱株式の追加購
入 

  当社は、ビジネス領域の拡大
及び業務効率の向上を目的と
して、平成18年２月28日に三
菱ふそうトラック・バス㈱と
の間で、その100％子会社であ
る三菱ふそうテクノメタル㈱
（現 テクノメタル㈱）の株
式の取得に関する契約を締結
し、128千株（66％）を 2,969
百万円で取得した。この契約
には、契約締結後18ヶ月経過
した日から契約締結後36ヶ月
の間に三菱ふそうトラック・
バス㈱が所有するテクノメタ
ル㈱の残りの持分を当社が一
定の価格（現金もしくは株式
交換）で追加取得するという
株式買取条項が含まれてい
る。当該株式買取契約により
三菱ふそうトラック・バス㈱
は、契約締結後18ヶ月経過し
た日から契約締結後36ヶ月の
間にテクノメタル㈱の株式買
取を当社に要請し、その対価
に現金あるいは当社株式を選
択することができることにな
っている。 

  なお、買取価格は以下のよう
に定められている。 

  ① 現金による場合の当社の買
取価格 

ⅰ 契約締結後18ヶ月経過した
日から契約締結後24ヶ月ま
での買取価格 

  平成18年２月28日のテクノ
メタル㈱の１株当たり株式
買取価格に７％を加算した
ものを基準価格とし、この
価格に株式買取契約締結日
の１年後の日から三菱ふそ
うトラック・バス㈱がテク
ノメタル㈱の株式を売却す
る 日 ま で の 金 利（年 利
４％）を日割計算して加算
した価格による。 

ⅱ 契約締結後24ヶ月超から契
約締結後36ヶ月までの買取
価格 

４ テクノメタル㈱株式の追加購
入 

  当社は、ビジネス領域の拡大
及び業務効率の向上を目的と
して、平成18年２月28日に三
菱ふそうトラック・バス㈱と
の間で、その100％子会社であ
るテクノメタル㈱（旧 三菱
ふそうテクノメタル㈱）の株
式の取得に関する契約を締結
し、128千株（66％）を2,969
百万円で取得した。この契約
には、契約締結後18ヶ月経過
した日から契約締結後36ヶ月
の間に三菱ふそうトラック・
バス㈱が所有するテクノメタ
ル㈱の残りの持分を当社が一
定の価格（現金もしくは株式
交換）で追加取得するという
株式買取条項が含まれてい
た。 

  当社は、平成19年８月29日に
本株式買取条項に基づき、三
菱ふそうトラック・バス㈱よ
りテクノメタル㈱の残りの株
式66千株を1,670百万円で取得
した。 

４ テクノメタル㈱株式の追加購
入 

   当社は、ビジネス領域の拡大
及び業務効率の向上を目的と
して、平成18年２月28日に三
菱ふそうトラック・バス㈱と
の間で、その100％子会社で
ある三菱ふそうテクノメタル
㈱（現 テクノメタル㈱）の
株式の取得に関する契約を締
結 し、128 千 株（66%）を
2,969百万円で取得した。こ
の契約には、契約締結後18ヶ
月経過した日から契約締結後
36ヶ月の間に三菱ふそうトラ
ック・バス㈱が所有するテク
ノメタル㈱の残りの持分を当
社が一定の価格（現金もしく
は株式交換）で追加取得する
という株式買取条項が含まれ
ている。なお、平成19年２月
27日に三菱ふそうトラック・
バス㈱より、平成19年８月29
日付でテクノメタル㈱の残り
の持分を売却する旨の通知を
受領している。この追加取得
の対価として1,670百万円を
予定している。 



  
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

上記ⅰの基準価格に４％を
加算したものを基準価格と
し、この価格に株式買取契
約締結日の２年後の日から
三菱ふそうトラック・バス
㈱がテクノメタル㈱の株式
を売却する日までの金利
（年利１％）を日割計算し
て加算した価格による。 

② 株式交換による場合 
①で定められた価格を当社
株式の市場価格で除した株
式数で交換する。 

―――――――――― ―――――――――― 

５ ㈱バンテックからの訴訟事件
  平成17年12月26日付で当社の

物流業務の委託先であった㈱
バンテックから295百万円の
物流業務委託代金請求訴訟の
提起を受けた。これに対し
て、当社は548百万円の反訴
を提起した。当社は、裁判に
おいて当社の正当性を主張し
争っていく方針である。 

５ ㈱バンテックからの訴訟事件
  平成17年12月26日付で当社の

物流業務の委託先であった㈱
バンテックから295百万円の
物流業務委託代金請求訴訟の
提起を受けた。これに対し
て、当社は548百万円の反訴
を提起した。 

  本訴訟については、和解が成
立し、平成19年９月27日に当
社が㈱バンテックに和解金22
百万円を支払い、両者とも訴
訟を取り下げた。 

５ ㈱バンテックからの訴訟事件
平成17年12月26日付で当社の
物流業務の委託先であった㈱
バンテックから295百万円の
物流業務委託代金請求訴訟の
提起を受けた。これに対し
て、当社は548百万円の反訴
を提起した。当社は、裁判に
おいて当社の正当性を主張し
争っていく方針である。 

 ６ 当座借越契約及びコミットメ
ントに係る借入未実行残高は
次のとおりである。 

６ 当座借越契約及びコミットメ
ントに係る借入未実行残高は
次のとおりである。 

６ 当座借越契約及びコミット
メントに係る借入未実行残
高は次のとおりである。 

当座借越極
度額及びコ
ミットメン
トの総額 

7,500百万円

借入実行 
残高 

2,500 

差引額 5,000 

当座借越極
度額及びコ
ミットメン
トの総額 

5,830百万円

借入実行
残高 

2,250

差引額 3,280

当座借越極
度額及びコ
ミットメン
トの総額 

7,500百万円

借入実行
残高 

2,800 

差引額 4,700 



    

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※７ 財務制限 

㈱あおぞら銀行及び㈱三井住友

銀行によるシニアローン、㈱あ

おぞら銀行による劣後ローンに

は財務制限条項が付されてお

り、主なものは次のとおりであ

る。いずれもその事由が発生し

た場合は、貸出人の請求によっ

て借入人は本契約上の期限の利

益を失い、直ちに債務の弁済を

なさねばならない。 

なお、財務制限については連結

ベースでの適用となる。 

1.ファイナンシャルコベナンツ等

計算書に定める指標が下記に述

べる所定の水準を達成できなか

った場合は契約違反となる。 

*1 年間EBITDAに対する年間金融費用

（エージェント・フィーを含む）の

割合 

*2 年間フリーキャッシュフローに対す

る年間元利金支払総額の割合 

*3 修正融資残高に対する年間EBITDAの

割合 

2.個別融資実行日が属する月よ

り、コミットメントに係る借入

の各個別融資の合計残高を毎月

計測し、かかる合計残高は、借

入人の連結ベースでの必要運転

資金の範囲内とする。 

3.借入人の配当・役員賞与の支払

は、その支払後上記に述べた財

務制限条項に抵触しないことを

条件とする。 

4.年間設備投資額の制限 

平成19年３月期以降の借入人の

年間設備投資（設備投資に係る

リースを含む。ただし、金型ま

たは治具に対する投資は除く）

上限額は次のとおりとする。た

だし、各期の未消化部分につい

ては、翌期に限り繰越可能とす

る。 

Interest 

Coverage 

Ratio＊1 

Debt 

Service 

Coverage 

Ratio＊2 

レバレッジ

比率＊3 

平成18年３月期から平成19年12月期まで 

6.0以上 1.0以上 3.5以下 

平成20年３月期から平成21年12月期まで 

6.0以上 1.0以上 2.5以下 

平成22年３月期以降 

6.0以上 1.0以上 2.0以下 

※７ 財務制限 

㈱あおぞら銀行、㈱三井住友銀

行、㈱東京スター銀行及び㈱み

ずほコーポレート銀行によるシ

ニアローン、㈱あおぞら銀行に

よる劣後ローンには財務制限条

項が付されており、主なものは

次のとおりである。いずれもそ

の事由が発生した場合は、貸出

人である㈱あおぞら銀行の請求

によって借入人は本契約上の期

限の利益を失い、直ちに債務の

弁済をなさねばならない。 

なお、財務制限についてはメタ

ルダイン社を含まない連結ベー

スでの適用となる。 

1.ファイナンシャルコベナンツ等

計算書に定める指標が下記に述

べる所定の水準を達成できなか

った場合は契約違反となる。 

*1 年間EBITDAに対する年間金融費用

（エージェント・フィーを含む）の

割合 

*2 年間フリーキャッシュフローに対す

る年間元利金支払総額の割合 

*3 修正融資残高に対する年間EBITDAの

割合 

2.個別融資実行日が属する月よ

り、コミットメントに係る借入

の各個別融資の合計残高を毎月

計測し、かかる合計残高は、借

入人の連結ベースでの必要運転

資金の範囲内とする。 

3.借入人の配当・役員賞与の支払

は、その支払後上記に述べた財

務制限条項に抵触しないことを

条件とする。 

4.年間設備投資額の制限 

平成19年３月期以降の借入人の

年間設備投資（設備投資に係る

リースを含む。ただし、金型ま

たは治具に対する投資は除く）

上限額は次のとおりとする。 

Interest 

Coverage 

Ratio＊1 

Debt Service 

Coverage 

Ratio＊2 

レバレッジ

比率＊3 

平成18年３月期から平成19年12月期まで 

6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで 

6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降 

6.0以上 1.0以上 2.0以下

※７ 財務制限 

㈱あおぞら銀行、㈱三井住友銀

行、㈱東京スター銀行及び㈱み

ずほコーポレート銀行によるシ

ニアローン、㈱あおぞら銀行に

よる劣後ローンには財務制限条

項が付されており、主なものは

次のとおりである。いずれもそ

の事由が発生した場合は、貸出

人である㈱あおぞら銀行の請求

によって借入人は本契約上の期

限の利益を失い、直ちに債務の

弁済をなさねばならない。 

なお、財務制限については平成

19年１月11日付で全株式を取得

し、当社の子会社となったメタ

ルダイン社を含まない連結ベー

スでの適用となる。 

1.ファイナンシャルコベナンツ等

計算書に定める指標が下記に述

べる所定の水準を達成できなか

った場合は契約違反となる。 

*1 年間EBITDAに対する年間金融費用

（エージェント・フィーを含む）

の割合 

*2 年間フリーキャッシュフローに対

する年間元利金支払総額の割合 

*3 修正融資残高に対する年間EBITDA

の割合 

2.個別融資実行日が属する月よ

り、コミットメントに係る借入

の各個別融資の合計残高を毎月

計測し、かかる合計残高は、借

入人の連結ベースでの必要運転

資金の範囲内とする。 

3.借入人の配当・役員賞与の支払

は、その支払後上記に述べた財

務制限条項に抵触しないことを

条件とする。 

Interest 

Coverage 

Ratio＊1 

Debt Service 

Coverage 

Ratio＊2 

レバレッジ

比率＊3 

平成18年３月期から平成19年12月期まで 

6.0以上 1.0以上 3.5以下

平成20年３月期から平成21年12月期まで 

6.0以上 1.0以上 2.5以下

平成22年３月期以降 

6.0以上 1.0以上 2.0以下



  

  
次へ 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

平成19年３月期及び平成20年３

月期： 

4,500百万円＋余剰キャッシュフ

ロー×50% 

平成21年３月期以降： 

3,500百万円＋余剰キャッシュフ

ロー×50% 

＊余剰キャッシュフローは、フリーキ

ャッシュフローから約定返済額、支

払利息額、エージェントフィー及び

コミットメントフィーを控除した金

額 

  

ただし、各期の未消化部分につ

いては、翌期に限り繰越可能と

する。 

平成20年３月期： 

4,500百万円＋余剰キャッシュフ

ロー×50% 

平成21年３月期以降： 

3,500百万円＋余剰キャッシュフ

ロー×50% 

＊余剰キャッシュフローは、フリーキ

ャッシュフローから約定返済額、支

払利息額、エージェントフィー及び

コミットメントフィーを控除した金

額 

  

4.年間設備投資額の制限 

平成19年３月期以降の借入人の

年間設備投資（設備投資に係る

リースを含む。ただし、金型ま

たは治具に対する投資は除く）

上限額は次のとおりとする。た

だし、各期の未消化部分につい

ては、翌期に限り繰越可能とす

る。 

平成19年３月期及び平成20年３

月期： 

4,500百万円＋余剰キャッシュ

フロー×50% 

平成21年３月期以降： 

3,500百万円＋余剰キャッシュ

フロー×50% 

＊余剰キャッシュフローは、フリーキ

ャッシュフローから約定返済額、支

払利息額、エージェントフィー及び

コミットメントフィーを控除した金

額 

※８ 中間期末日満期手形 

   中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決

済処理している。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間期末

残高に含まれている。 

※８ 中間期末日満期手形 

   中間期末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決

済処理している。なお、当中

間会計期間の末日は金融機関

の休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間期末

残高に含まれている。 

※８ 期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決

済処理している。なお、当

事業年度の末日は金融機関

の休日であったため、次の

期末日満期手形が事業年度

末残高に含まれている。 
受取手形 76百万円
支払手形 259 
設備支払手形 48 

受取手形 94百万円
支払手形 60
設備支払手形 20

受取手形 131百万円
支払手形 311 
設備支払手形 40 

※９ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等と仮受消費税等

は、相殺し流動負債のその他

に含めて表示している。 

※９ 消費税等の取扱い 
同左 

――――――――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 減価償却実施額 １ 減価償却実施額 １ 減価償却実施額 

有形固定資産 855百万円

無形固定資産 72 

有形固定資産 842百万円

無形固定資産 73 

有形固定資産 1,725百万円

無形固定資産 144 

※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 ※２ 営業外収益の主要項目 

受取利息 103百万円

受取配当金 14 

受取利息 110百万円

受取配当金 28 

受取利息 207百万円

受取配当金 21 

※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 ※３ 営業外費用の主要項目 

支払利息 279百万円 支払利息 290百万円 支払利息 569百万円

※４ 特別利益の主要項目 ※４ 特別利益の主要項目 ※４ 特別利益の主要項目 

   固定資産処分益の内容 

機械装置 14百万円

土地 2 

工具器具備品 2 

計 19 

   固定資産処分益の内容 

機械装置 0百万円

工具器具備品 3 

計 3 

過年度訴訟負担
額及び補償費見
積差額 

137

固定資産処分益の内容 

機械装置 15百万円

土地 7 

その他 4 

計 26 

※５ 特別損失の主要項目 

   固定資産処分損の内容 

機械及び 
装置除却損 

22百万円

工具器具備品 
除却損 

31 

その他除却損 3 

固定資産撤去 
費用 

27 

計 85 

固定資産 
減損損失 

8百万円

環境対策引当金 
繰入額 

140 

※５ 特別損失の主要項目 

   固定資産処分損の内容 

機械及び
装置除却損 

20百万円

工具器具備品
除却損 

23 

その他除却損 0 

固定資産撤去
費用 

12 

計 57 

※５ 特別損失の主要項目 

固定資産処分損の内容 

建物 5百万円

機械及び
装置除却損 

42 

工具器具備品 
除却損 

76 

その他除却損 1 

その他売却損 0 

固定資産撤去 
費用 

37 

計 164 

固定資産
減損損失 

8百万円

環境対策引当金
繰入額 

140 

※６ 減損損失 

当社は、当中間会計期間におい

て、以下の資産グループについて

減損損失を計上している。当社

は、管理会計上の事業ごと、又は

物件ごとに資産のグルーピングを

行っている。 

上記遊休資産については、将来の

用途が定まっていないため、減損

損失を特別損失に計上した。 

なお、回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、正味売

却価額は、不動産鑑定評価額によ

り算定している。 

用途 種類 場所 減損損失 

（百万円） 

遊休 

資産 

土地 静岡県 

菊川市 

8 

    計 8 

―――――――――― ※６ 減損損失 

当社は、当事業年度において、以

下の資産グループについて減損損

失を計上している。当社は、管理

会計上の事業ごと、又は物件ごと

に資産のグルーピングを行ってい

る。 

上記遊休資産については、将来の

用途が定まっていないため、減損

損失を特別損失に計上した。 

なお、回収可能価額は、正味売却

価額により測定しており、正味売

却価額は、不動産鑑定評価額によ

り算定している。 

用途 種類 場所 減損損失 

（百万円） 

遊休 

資産 

土地 静岡県 

菊川市 

8 

    計 8 



  
 (中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加５千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 自己株式に関する事項 

  
（注）普通株式の自己株式の株式数の増加６千株は、単元未満株式の買取による増加である。 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりである。 

   RHJインターナショナル SA/NVからの無償譲受による増加   304千株 

単元未満株式の買取による増加   11千株 

  

前へ   次へ 

  
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

普通株式 82 5 － 88 

  
前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間
増加株式数（千株）

当中間会計期間
減少株式数（千株）

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

普通株式 399 6 － 405 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数（千株） 

当事業年度 

増加株式数（千株）

当事業年度 

減少株式数（千株）

当事業年度末 

株式数（千株） 

普通株式 82 316 － 399 



(リース取引関係) 

  

前へ   次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

  

  
無形固定資産 

合計 
(百万円) ソフトウェア 

(百万円) 

取得価額 
相当額 13 13 

減価償却 
累計額 
相当額 

12 12 

中間期末 
残高 
相当額 

0 0 

該当事項なし。 

  

  
  

  

 

有形固定 
資産 

合計 
(百万円) 工具器具 

備品 
(百万円) 

取得価額
相当額 6 6 

減価償却
累計額 
相当額 

5 5 

期末残高
相当額 0 0 

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

  (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 0百万円

１年超 － 

合計 0 

該当事項なし。 １年内 0百万円

１年超 0 

合計 0 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

  (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失の金額 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失の金額 

３ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失の金額 

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1 

該当事項なし。 支払リース料 4百万円

減価償却費相当額 4 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はない。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

該当事項なし。 

  

  

（減損損失について） 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

（減損損失について） 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはない。 

  

(企業結合等関係) 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 
該当事項なし。 

  

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 
該当事項なし。 

  

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であるため、記載していない。 

  



(１株当たり情報) 

  

（注）１ 当中間会計期間の潜在調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失である

ため記載していない。 

２ 算定上の基礎 

  (1) １株当たり純資産額 

   

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 158.20円 １株当たり純資産額 181.86円 １株当たり純資産額 182.81円

１株当たり中間純利益 2.72円 １株当たり中間純損失 0.85円 １株当たり当期純利益 12.06円

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益 

2.70円   
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 

11.26円

  
前中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額 
(百万円) 

15,195 71,778 71,390

純資産の部の合計額から
控除する金額 (百万円) 

5,670 24,586 23,951

（内、新株予約権） 7 267 108

（内、優先株式に係る 
資本金及び資本剰余金） 

－ 16,486 16,484

（内、残余財産の 
分配額） 

－ 6,931 6,931

（内、Ａ種優先株式の 
累積配当額） 

－ 174 150

（内、Ｂ種優先株式の 
累積配当額） 

－ 112 74

（内、Ｃ種優先株式の 
累積配当額及び累積償還 
差額） 

－ 613 200

（内、優先株式 
払込金額） 

5,000 － －

（内、優先株式 
累積配当） 

162 － －

普通株式に係る 
中間期末(期末)純資産額 

(百万円) 
9,525 47,191 47,438

１株当たり純資産額の 
算定に用いられた中間期
末(期末)の普通株式の数 

(千株) 

60,211 259,501 259,502



(2) １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間純損失 
（△） 

 

中間(当期)純利益 
 (百万円) 

269 256 2,192 

普通株主に帰属しない 
金額     (百万円) 

－ 476 325

（内、Ａ種優先株式 
配当金） 

－ 24 50

（内、Ｂ種優先株式 
配当金） 

－ 37 74

（内、Ｃ種優先株式 
配当金及び償還差額当期 
負担分） 

－ 413 200

普通株式に係る中間 
(当期)純利益又は中間 
純損失（△） (百万円) 

269 △219 1,866

期中平均普通株式数 
(千株) 

60,207 259,501 99,162

期中平均転換株式数 
(千株) 

39,098 － 55,668

期中平均株式数(千株) 99,305 259,501 154,830 

潜在株式調整後１株 

当たり中間(当期)純利益 
      

中間(当期)純利益調整額 

(百万円) 
－ － 325

（内、Ａ種優先株式 
配当金） 

－ － 50

（内、Ｂ種優先株式 
配当金） 

－ － 74

（内、Ｃ種優先株式 
配当金及び償還差額当期 
負担分） 

－ － 200

普通株式増加数 (千株) 641 － 39,922

（内、新株予約権） 641 － 1,447

（内、Ｃ種優先株式） － － 38,474 

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益
の算定に含めなかった潜
在株式の概要 

―――――――― ―――――――― 新株予約権 
臨時株式総会の特別 
決議日 
 平成18年11月16日 
 新株予約権 
 （3,031,835個） 
詳細については「第
４ 提出会社の状況
１  株 式 の 状 況
(２)新株予約権等の
状況」に記載のとお
りである。 



(重要な後発事象) 
前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 
該当事項なし。 

  

当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（共通支配下の取引等関係） 

当社は平成19年８月30日の取締役会決議及び平成19年10月22日の経営会議決議により、平成20年４月１日をもっ

て下記のとおり当社の環境装置事業を再編することを決定した。 

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及び事業の内容 

（吸収分割承継会社） 

①名称    旭テック環境ソリューション㈱ 

②事業の内容 上下水道用機器・水処理装置の製造販売及び設計・施工・管理、管更生工事に関する資材の製

造販売・施工及び施工関連機材の販売・リース等 

（吸収分割会社） 

①名称    旭テック㈱環境装置事業 

②事業の内容 上下水道用機器・水処理装置の製造販売及び設計・施工・管理、管更生工事に関する資材の製

造販売・施工及び施工関連機材の販売・リース等 

(2) 企業結合の法的形式 

共通支配下の取引（分割会社の事業を承継会社が承継する吸収分割） 

(3) 結合後企業の名称 

変更なし。 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

環境装置事業の継続的運営と事業拡大を目的として、平成19年10月31日付で当社100%子会社「旭テック環境

ソリューション㈱」を新設し、平成20年４月１日付で吸収分割の形式により、同社が当社の環境装置事業を

承継する予定である。 

  

前事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項なし。 

  

前へ     



(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第100期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月19日関東財務局長に提出 

事業年度 第100期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書にかかる訂正報告書であ

る。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年12月22日

旭テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭テッ

ク株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18

年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、旭テック株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

追加情報に記載されているとおり、会社は平成18年9月1日開催の取締役会において、Metaldyne Corporationの子会社

化並びに第三者割当による新株式（普通株式及びＣ種優先株式）の発行について決議している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 中 村  嘉 彦  印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 椎  名    弘  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成19年12月27日

旭テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる旭テック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、旭テック株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 中 村  嘉 彦  印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 椎  名    弘  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年12月22日

旭テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている旭テッ

ク株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第100期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18

年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、旭テック株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

追加情報に記載されているとおり、会社は平成18年9月1日開催の取締役会において、Metaldyne Corporationの子会社

化並びに第三者割当による新株式（普通株式及びＣ種優先株式）の発行について決議している。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 中 村  嘉 彦  印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 椎  名    弘  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成19年12月27日

旭テック株式会社 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる旭テック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第101期事業年度の中間会計期間（平成19年４月

１日から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、旭テック株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 中 村  嘉 彦  印 

指 定 社 員 

業務執行社員 
公認会計士 椎  名    弘  印 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してい

る。 
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